


「Synthesiology − 構成学」発刊の趣旨

研究者による科学的な発見や発明が実際の社会に役立つまでに長い時間がかかったり、忘れ去られ葬られたり
してしまうことを、悪夢の時代、死の谷、と呼び、研究活動とその社会寄与との間に大きなギャップがあることが
認識されている（注 1）。これまで研究者は、優れた研究成果であれば誰かが拾い上げてくれて、いつか社会の中で
花開くことを期待して研究を行ってきたが、300 年あまりの近代科学の歴史を振り返れば分かるように、基礎研究
の成果が社会に活かされるまでに時間を要したり、埋没してしまうことが少なくない。また科学技術の領域がます
ます細分化された今日の状況では、基礎研究の成果を社会につなげることは一層容易ではなくなっている。

大きな社会投資によって得られた基礎研究の成果であっても、いわば自然淘汰にまかせたままでは（注 1）、その
成果の社会還元を実現することは難しい。そのため、社会の側から研究成果を汲み上げてもらうという受動的な
態度ではなく、研究成果の可能性や限界を良く理解した研究者自身が研究側から積極的にこのギャップを埋める
研究活動（すなわち本格研究（注 2））を行うべきであると考える。

もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社会に活かすための活動が行なわれてきた。しかし、
そのプロセスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統立てて記録して論じられることがなかった。
そのために、このような活動は社会における知として蓄積されずにきた。これまでの学術雑誌は、科学的発見といっ
た基礎研究（すなわち第 1 種基礎研究（注 3））の成果としての事実的知識を集積してきた。これに対して、研究成
果を社会に活かすために行うべきことを知として蓄積する、すなわち当為的知識を集積することを目的として、こ
こに新しい学術ジャーナルを発刊する。自然についての知の獲得というこれまでの科学に加えて、科学的知見や
技術を統合して社会に有益なものを構成するための学問を確立することが、持続的発展可能な社会に科学技術が
積極的に寄与するための車の両輪となろう。

この「Synthesiology」と名付けたジャーナルにおいては、成果を社会に活かそうとする研究活動を基礎研究（す
なわち第 2 種基礎研究（注 4））として捉え直し、その目標の設定と社会的価値を含めて、具体的なシナリオや研究
手順、また要素技術の構成・統合のプロセスが記述された論文を掲載する。どのようなアプローチをとれば社会
に活かす研究が実践できるのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナルである。そして、ジャーナルという
媒体の上で研究活動事例を集積して、研究者が社会に役立つ研究を効果的にかつ効率よく実施するための方法論
を確立することを目的とする。この論文をどのような観点で執筆するかについては、巻末の「編集の方針」に記載
したので参照されたい。

ジャーナル名は、統合や構成を意味する Synthesis と学を意味する -logy をつなげた造語である。研究成果の
社会還元を実現するためには、要素的技術をいかに統合して構成するかが重要であるという考えから Synthesis
という語を基とした。そして、構成的・統合的な研究活動の成果を蓄積することによってその論理や共通原理を見
いだす、という新しい学問の構築を目指していることを一語で表現するために、さらに今後の国際誌への展開も考
慮して、あえて英語で造語を行ない、「Synthesiology - 構成学」とした。

このジャーナルが社会に広まることで、研究開発の成果を迅速に社会に還元する原動力が強まり、社会の持続
的発展のための技術力の強化に資するとともに、社会における研究という営為の意義がより高まることを期待する。
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1　研究目的
民生業務部門では、エネルギー消費量が徐々に増加して

いる。つまり、民生部門ではトップランナー方式の導入で個
別機器の省エネ化が図られる一方で、生活の利便性・快
適性追求の流れや世帯数の増加等が原因となって、エネル
ギー消費は右肩上がりである。特に、業務部門ではオフィ
スの OA 化等が進み、エネルギー消費は増大している。
表 1 は業務用ビルのエネルギー消費構造を統計的に調べた
結果 [1] である。これによると、照明・コンセントが 42.4 %
と最も高く、熱源が 31.2 % で続いている。前者について
は OA 機器の省エネ化や LED 照明の導入で対策が取られ
つつある。後者については、20 年以上前に設置導入され
た効率の悪い冷凍機やボイラ等が、エスコ事業等によって
COP（成績係数）の高い機器と入れ替えられ、徐々に改善

が進んでいる。このようなハードの入れ替えによる省エネ
促進は効果的ではあるが、初期投資に大きな予算が必要
となる点は否めない。この研究ではビルの空調には欠かせ
ない熱搬送、その中でも循環水を用いた冷温水搬送の動
力削減に焦点を当てた。

表 1 の中で冷温水 1 次ポンプおよび 2 次ポンプ動力の
占める割合は 2.6 % 以上と推測され、エネルギー消費の絶
対値は少ない。しかし、界面活性剤を利用した流動抵抗
低減技術を導入すると、既存の熱搬送システムを改造する
必要なく使用電力を低減させることができる。この技術は
1949 年 Toms が界面活性剤の存在下で流動抵抗が数十
% 低減できると指摘 [2] した現象に基づいており、日本でも
基礎研究やビル空調システムに導入する実用化がなされて
いる。しかし、導入したデータの公表がほとんどなく、界

武内 洋

近年、二酸化炭素の排出量が民生業務部門でも増加している。この実験ではビルの冷暖房用循環水の搬送動力を低減させることを
目的として、循環水に高分子や界面活性剤を混ぜると発現する流動抵抗低減効果、いわゆるToms効果を利用し、その有効性を検証し
た。この効果については、多くの基礎研究やビルへの適用例もいくつかあるが、複雑な配管路から構成される実際のビルの循環水に界
面活性剤をどのように注入するか、注入後管内の流動や伝熱の性能はどのように変化するか、さらにこの効果を長期にわたり維持継続
する方法等について明確にした報告がなく、この技術の普及の妨げとなっている。この論文では札幌市役所本庁舎の冷暖房システムを
使用して行った実証実験で得られた知見を示し、それを一般化してこの技術の普及につなげたい。

札幌市庁舎ビルの空調システムの省エネルギー化実証実験
−　界面活性剤を用いた流動抵抗低減によるポンプ動力の低減　−

Hiromi Takeuchi

Demonstration test of energy conservation of central air conditioning system 
at the Sapporo City Office Building

- Reduction of pump power by flow drag reduction using surfactant -

In recent years, the amount of carbon dioxide emission in the civilian sector has been increasing. In this experiment, the so-called Toms 
effect, i.e. the effect of f low drag reduction when surfactant is injected to circulating water, has been verified to reduce the transfer 
power of circulating water for air conditioning systems of buildings. Concerning this effect, much basic research and a few applications 
to buildings have been reported. There is no clear report, however, on how to add the surfactant to the circulating water in buildings 
constructed with complicated pipework, how the flow and heat transfer performance change after the injection of the surfactant, and 
how to maintain the effect for a long time. Consequently, the technology using this effect has not yet been put to practical use. This paper 
presents the findings of the demonstration test using the air conditioning system at the Sapporo City Office Building. Generalization of the 
results will hopefully lead to the spread of this technology.

キーワード：界面活性剤、流動抵抗低減、ビル空調システム、省エネルギー、実証実験

Keywords：Surfactant, drag reduction, central heating/cooling system, energy conservation, demonstration test

次世代化学材料評価技術研究組合　〒 305-8565 つくば市東 1-1-1 産総研つくば中央第 5-2
Chemical Materials Evaluation and Research Base　AIST Tsukuba Central 5-2, 1-1-1 Higashi, Tsukuba 305-8565, Japan　E-mail:

Original manuscript received October 29, 2010, Revisions received August 22, 2011, Accepted August 24, 2011



研究論文：札幌市庁舎ビルの空調システムの省エネルギー化実証実験（武内）

−133− Synthesiology　Vol.4 No.3（2011）

面活性剤注入方法、それにより起こりうる現象、達成され
た省エネ効果および界面活性剤の寿命も含めた日常管理
方法等が明らかにされていないため、一般に普及するには
至っていない。

この研究の目的は、流動抵抗低減効果を活用した技術
の省エネ効果を実測し、ビル空調システムの省エネルギー
にどれ程貢献できるかを明らかにすることである。そのた
め、札幌市と協力してこの技術を市庁舎の冷暖房水循環シ
ステムに適用し、省エネルギーの検証実験を行い、成果を
公表することでこの技術の普及拡大を図る。

この論文では、研究が基礎的な段階でとどまり、あるい
は実証されてもデータが公開されないため限られた施設に
しか導入されていなかった技術を、技術の構成要素をなす
分野の専門家を集め、技術統合のシナリオのもとで役割を
分担し、実際に使用されている札幌市庁舎で実施した実
証実験とその結果について述べる。

2　シナリオ
はじめに簡単にToms 効果について説明する。1949 年、

Toms は管内を流れる水に長鎖の高分子を 5 から10 ppm
少量添加することによって、管内乱流の圧力損失を低減で
きることを示した [2]。高分子は、流れのせん断力で構造が
破壊され再生しないため、その効果は一時的である。一方

高分子に代えて界面活性剤を用いると、形成されるミセル
構造が普遍的に再生されるため、この効果が持続する。
すなわち、図 1 に示すように、界面活性剤の濃度の増加に
伴い、単分子同士が接合し球状のミセル、さらには棒状の
ミセルが形成され、この棒状ミセルが三次元的なミセルネッ
トワーク構造を呈することで流れの乱れが抑制され、流動
抵抗が低減される。水路流れの速度ベクトルの分布を図
2[3] に示す。図 2a が水のみの場合、図 2b が界面活性剤を
添加した場合である。界面活性剤の添加により、流れの中
のたくさんの不規則な渦が消失し、規則正しい流れに変化
することがわかる。この構造は、ポンプ、バルブあるいは
エルボ部分等流路が大きく変化する箇所で破壊され、その
効果は消失するが、比較的長い直管部で再び形成され流
動抵抗低減に寄与する。冷水あるいは温水を循環し大規
模なビルの冷暖房を行う際、水循環ポンプの動力に大きな
電力が使われている。このエネルギーの大幅な削減を図る
ために、循環水に界面活性剤を注入し、流動抵抗の低減
を図る上述の Toms 効果の適用が有効である。この方式
による省エネルギーの原理は、界面活性剤の添加により流
動抵抗が低減すると定格流量を超える循環水が流れるよう
になり、これを定格流量に戻すために循環ポンプの回転数
をインバータを用いて下げ、その結果ポンプでの消費電力
量が減少して省エネルギーが図れるというものである。

図 3 に示すようにどのような界面活性剤がこの目的に合
致しているか、薬剤を設計して創製する技術が構成要素の
一つとなる。さらにこの薬剤を注入した水が、循環水路内
でどのような流体挙動および熱挙動を示すかを解明し、そ
の省エネルギー効果を明確にすることも、もう一つの構成
要素である。さらに、省エネルギー技術として継続的に運
用・維持していくためには、添加した界面活性剤の長期的
な安定性、省エネルギー効果の持続性、メンテナンスの手
順を明らかにする必要がある。

日本では流動抵抗低減技術に関してこれまで多くの基礎
研究がなされ、いろいろな薬剤が開発され、その流体力

界面活性剤濃度淡
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表 1　業務用ビルのエネルギー消費構造 [1]

図 1　濃度変化に伴うミセルの形状変化 図 2　ミセルネットワークによる流れの変化
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学的特性が調べられてきた。実際のビルの循環水に注入
された 120 件余りの実績もある。しかし、民間企業で実
施されたために技術的情報が公表されず、省エネ効果の
みならず流動、伝熱および長期安定性に関する技術の蓄
積が欠落し、技術の普及につながっていない。この研究
では、これら要素技術の統合化を図るため、薬剤添加に
よる流動性能の発現、省エネルギー効果の評価、伝熱性
能の維持および薬剤の長期安定性確保について、それぞ
れの専門家が役割を担い、公共施設で実証実験を行って
その成果の一般化を図り、ビル空調の省エネルギー化に
貢献することを目標とした。

3　要素技術の開発
流動抵抗低減剤の開発は 1992 年、山口大学、（財）周

南地域地場産業振興センター、企業 4 社が産学官共同研
究の一環として着手し、1995 年商品化に成功した。界面
活性剤である塩化オレイルビスヒドロキシエチルメチルアン
モニウムと 3 次元ミセルネットワーク構造形成を促進する対
イオン剤であるサリチル酸ナトリウムを主成分とし、さらに
防錆剤等が含まれている [4]（以後これを薬剤と表す）。ま
た、通産省のエコエネルギー都市プロジェクトにおいても
1997 年から 3 年間、界面活性剤の開発を中心とする研究
が産学官共同研究として進められ、工業技術院傘下の二
つの研究所がメンバーとして参画している。また、1998 年
からは NEDO プロジェクトとして地域冷暖房システムに適
用することを前提としたプロジェクトが 1 年半の間行われ
た。これらの動きの中で、研究機関での詳細な実験や企
業を中心とした実際の建物への導入が行われるようになっ
てきた。

商品化された山口県発の薬剤を用いたビル空調への導
入もある程度行われているが、普及には程遠い状況であ
る。2002 年には「スムースウォータ」実用化研究会が発足
し、この技術に関連する産学官の専門家が集まり、技術シー

ズをいかに実用化につなげていくかが検討され、その中で
実証実験の必要性も指摘された [5]。

流動性能の発現に及ぼす因子としては、配管径、配管
直管部分の長さ、流速、水温、薬剤濃度、水質等が挙げ
られる。一般に現場の配管はとても複雑で、幾度か行わ
れている修理・改修等により竣工当時の配管図面と異なる
ことが稀ではない。また、古い現場ほど流量計や温度計
等の計測器が設置されておらず、実験実施はおろか省エネ
運転等の大きな阻害要因となっている。手元に研究機関で
得られた流動性能データがあっても現場では活用し難い場
合が多い。伝熱性能の維持については、実験室規模の研
究結果として、薬剤が流動抵抗低減のみならず伝熱性能も
低下させるという報告があるが [6]、規模の大きい実機では
そのような報告は無く、その相違は解決しなければならな
い問題である。加えて、薬剤の長期安定性、すなわち寿命
については公表されたデータは無く、現場での濃度管理の
問題の上位にある課題として位置づけられる。

4　札幌市庁舎の空調システム
このシナリオに基づき、実際の水循環システムに薬剤を

注入し、流動抵抗低減がどれ程発現するか、また、その
際に伝熱性能の低下は見られないか、さらに長期間安定し
て効果が維持されるか等について要素技術を統合した検
証が必要である。実施対象としては、検証後のデータ公表
が必須となることから、民間の施設ではなく公的な施設と
して札幌市役所本庁舎の冷暖房水循環システムを用いて実
証実験を行うこととした。背景には、産業技術総合研究所
（以下、産総研）と札幌市がエネルギーの有効利用を目的
として締結した基本協定と覚書があり、札幌市は無償で実
験サイトを産総研に提供し、産総研はそこに実験装置類を
持ち込んで実験を実施し、得られた成果を共有することが
謳われている。図 4 に本庁舎の外観写真を示す。建物は
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1971 年に竣工し、その規模は、地下 2 階、地上 19 階、
総床面積 42,000 m2 であり、第二種エネルギー管理指定
工場注 1）として登録されている。図 5 に市庁舎の冷暖房用
水循環システムの系統を示す。循環水は、地下 2 階機械室
に設置されている夏、冬用それぞれ 37 kW の循環ポンプ
から吐出され、8 階空調機室にある 5.5 kW4 台、3.7 kW1
台の計 5 台のブースターポンプを経由して 19 階の膨張タ
ンクに至り、地下二階に戻る循環流路を形成しており、32 
ton の水が循環している。

各部屋には個別空調が併設されておらず、日々稼動し
ている庁舎内共通のシステムを使用する実験となることか
ら、実験を優先してこのシステムを運転・停止することは不
可能である。このような状況のため、研究室での実験と異
なり、パラメータを自由に変えたりすることが困難であるば
かりか、緊急時には実験を速やかに中止し原状復帰しなけ
ればならない。そこで実証実験に当たっては、薬剤の開発
に当初から関与し、その性質を熟知していると同時に、こ
れまで幾つかの施設での注入作業に実際に携わり種々の
事例を経験している（財）周南地域地場産業振興センター、
基礎研究のみならず薬剤注入後に起きる循環水の流動お
よび伝熱現象の過渡的な変化を予測あるいは解明すること
のできる総合力を有する産総研および東京理科大学、複雑
な配管群からなる冷暖房システムでの流量、温度、電力量
測定が得意な㈱藤原環境科学研究所、システム全体に詳
しく注入完了後もその安定的な維持・管理を行う電気系お
よび機械系の技術系職員を中心とする札幌市役所の 5 者
がそれぞれの役割を担うことにした。

5　実証実験の準備
5.1　流動特性の基礎的把握

使用する薬剤は 5 ～ 65 ℃で流動低減効果を発揮するの
で、冷水を循環する夏期、温水を循環する冬期ともに継続
して使用できる。ただし、流動抵抗低減効果には温度依
存性があり、あらかじめ実使用範囲の 7 ℃から 45 ℃まで
の値を調べておく必要があった。また、既存の防錆剤が低
減効果に及ぼす影響についても把握しておくことが有用で
ある。これらについては、東京理科大の流路長 1 m、内
径 10.7 mm のテストセクションを有する水循環実験装置で
実測した。薬剤の濃度は 3000 ～ 6000 ppm の間で変化さ
せ、流動抵抗低減効果の流速依存性を測定した [7]。

現場での界面活性剤使用に当たっては、発泡が原因で
薬剤を使用できなくなる場合も考えられる。例えば、大気
開放型の膨張タンクや空気を定常的に吸引してしまう箇所
があげられる。それらを含め、複雑な流路特定について
は、日々システムのメンテナンスにあたっている市役所監視
盤室スタッフが、事前に問題箇所がないことを確認した。

薬剤注入前には、それぞれのポンプ流路での流量なら
びにポンプの消費電力量を測定した。流量計測にはトラン
ジットタイム方式のポータブル型超音波流量計を、電力計
測にはフィーダー電力レコーダーを用いた。
5.2　インバータ設置

薬剤注入により流動抵抗が低減し、その結果定格流量
を超える循環水が流れるようになる。これを循環ポンプの
回転数をインバータを用いて下げることにより、定格流量ま
で戻す。その結果ポンプでの消費電力量が減少し、省エ
ネルギーが図れる。したがって、この技術導入にはインバー
タの設置が必須である。事前の流動特性実験および流量
測定の結果から、薬剤注入後は 8 階のブースターポンプ 5
台の運転を停止しても十分な循環が得られると判断できた
ので、インバータは 37 kW の冬期および夏期用循環ポン
プそれぞれに 1 台ずつ設置した。なお、他の機器に影響
を及ぼす可能性のある高調波流出電流を計算したが、対
策は不要と判明した。
5.3　水質調整

サンプリングした循環水に、使用予定の薬剤を 1000 
ppm 添加し攪拌したところ、綿状の沈殿物が生成した。
これは今回使用する薬剤がカチオン系であり、循環水中に
含まれていたアニオン系の防錆剤との反応で生じた水和物
と推定された。したがって、循環水にこのままこの薬剤を
注入すると水和物が生成し、配管の細部を閉塞させてしま
う。これを回避するためカチオン系の防錆剤を用いることに
し、休日等を利用して循環水を合計 4 回入れ替えアニオン
系防錆剤の濃度を数十 ppm にまで下げ、カチオン系防錆
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図 5　札幌市役所冷暖房システム循環水系統図



研究論文：札幌市庁舎ビルの空調システムの省エネルギー化実証実験（武内）

−136−Synthesiology　Vol.4 No.3（2011）

剤を所定量注入した。このように調整し直した循環水と薬
剤を混ぜても水和物は生成しなかった。

薬剤の注入は地下 2 階循環ポンプ吐出部付近とした。
注入には薬剤タンク内に投入された一定量の薬剤を併設し
たプランジャーポンプを用いて循環水に圧入する方式をとっ
た。

採取した循環水に対して、予め薬剤濃度と導電率の検
量線を作成し、注入後循環水の薬剤濃度を求めた。また、
実証実験中は地下 2 階、8 階空調機室および 19 階膨張タ
ンクで循環水のサンプリングを行い、薬剤濃度からビル全
体での薬剤の混合状態を推測した。

　　
6　実証実験
6.1　流動性能の発現

冬期の注入実証実験は、2006 年 11 月に実施した。詳
細は文献 [8] にもある。本庁舎暖房システムは早朝に稼動し
始め、夕方 17 時 30 分に停止される。したがって、循環
水路全体が熱的に定常になったと考えられる 9 時に実際の
循環水をサンプルし、それを用いて導電率と薬剤濃度の検
量線を作成した。薬剤は粘度が高いため、一度に注入す
るとシステム内で濃度むらが発生し、極端な場合は高濃度
の薬剤で細い流路に閉塞が生じてしまう可能性も考えられ
る。このため、はじめは 10 kg/h の低速で薬剤を注入し、
8 階および 19 階での温水サンプリング、濃度測定および異
常検出等に当たった。19 階の膨張タンク内で少量の発泡
を観察したが、問題にするほどの量でもなく、また増加傾
向も認められなかった。3 日間かけて合計 100 kg の薬剤を
注入した。この時点での推計薬剤濃度は3000 ppmである。

システム全体での薬剤濃度をより均一にするため、第 2
回の注入作業は 1 週間あけてから行った。2 日間で 80 kg
の薬剤を注入し、推定薬剤濃度が流動抵抗低減効果の発
現に十分な 5400 ppmとなったため、注入作業を終了させ
た。

上記一連の作業中、薬剤濃度が 0 ppm、3000 ppm お
よび 5000 ppmで、インバータ周波数を変化させて、流量
およびポンプ消費電力量の値を測定した。この結果から、
冬期間は薬剤濃度 5000 ppm、インバータを 35 Hz に設定
し、定格流量に合わせると、65 % の省エネルギーが達成
できることが明らかとなった。

冷房期についても同様に流動抵抗低減効果を調べたとこ
ろ、薬剤濃度 3500 ppm、インバータ周波数 40 Hz で 47  
% の省エネルギーとなることが分った。冷暖房期の実証実
験結果をまとめて表 2 に示す。冷暖房期を合わせた通年で
の省エネルギー量を試算すると 52,000 kWhとなり、本庁
舎全体の電力使用量の 1 ％強の節約に相当する。

6.2　伝熱特性の維持
図 5 にある、冬期に使用する熱交換器内での伝熱性能

の低下については、地域熱供給からの高温水蒸気が熱交
換器チューブ内を、循環水が欠円型の邪魔板で仕切られて
いる胴側を流れるため、循環水の流路は複雑で流れが大
きく乱れており、流動抵抗低減も伝熱性能の低下も起こり
えないと考えてよい。

夏期に使用する吸収式冷凍機蒸発部の熱交換器は、長
さ 6 m、内径 16 mm の U チューブ型の銅管 414 本で構
成されている。このヘアピン状の管内を循環水が流れてお
り、直管部では流動抵抗低減が起きていると予想される。
また、ここで伝熱性能の低下も起きていれば、循環水が
十分に冷却されずにビル内を循環することになり、ビル全
体の冷房能力低下をもたらす。この熱交換器管内の伝熱
係数について、経験式 [9] から求めた値と熱交換器入口と
出口の実測の温度差から求めた値を比較すると、実測値は
13 ％程低い値を示す。一般に伝熱性能の低下は流動抵抗
低減より大きいとされている。建物全体での流動抵抗低減
が 47 % であった今回、約 13 % の伝熱係数の減少は熱交
換器管内の伝熱性能の低下がそこまでは大きくないことを
示している。また、冷凍機出口温度は夏期稼働中設定値
の 11℃を維持し続けており、流動抵抗低減による省エネル
ギー化が空調機の運用上問題ないことが明らかとなった。
6.3　長期安定性の確保

薬剤の注入後、薬剤濃度を適正に保つことが重要であ
る。濃度が低下する一番の理由は、薬剤を含んだ循環水
の系外への漏れである。パッキン等のつなぎから少量では
あるが定常的に漏出することもあれば、夏と冬の流路切り
替えで比較的大量に一時的に流出してしまうこともある。い
ずれも真水を追加して流路内に空気が溜まらないようにす
るが、この作業により薬剤濃度が低下し流動抵抗低減効
果も小さくなってしまう。いずれの場合も追加した真水の
積算量を測定し、極端に薬剤濃度低下が起きているようで
あれば不足分の薬剤追加注入を行わなければならない。
札幌市役所の場合、前者、すなわちつなぎ目からの漏れは
皆無であったが、夏の吸収式冷凍機から冬の熱交換器に
流路を切り替える際には数トンの流出があったため、切り
替え後、界面活性剤の濃度測定を実施し、その結果を基
に追加注入を行っていた。さらに、何度か経験を積むうち
に、切り替え作業に工夫を施し流出がほとんど無いように

65660035約 5000暖房

47660040約 3500冷房

省エネ率 (%)定格流量(L/min)設定周波数(Hz)薬剤濃度 (ppm)空調モード

表 2　実証した夏期および冬期の運転条件と省エネ率
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作業できるようになった。その結果薬剤の追加投入は年に
一度有るか無いかという現状である。界面活性剤の濃度測
定は冷暖房切り換え後の年 2 回行っている。濃度は校正
曲線を用いてサンプル水の導電率から現場でも間接的に推
定できるが、最終的には依頼分析により、鉄、銅等の濃度
と共に薬剤の濃度を求めている。

配管は、老朽化による錆の発生のため 2001 年に鉄から
ステンレスに変えられているが、熱交換器は鉄製そして各
部屋のファンコイルは銅製であり、電食が起こる可能性が
ある。今回の薬剤に変えてからすでに 1600 日余りが経つ
が、循環水中の鉄および銅の濃度は安定しており系内に腐
食は発生していないと判断される。

薬剤の長期安定性については、循環水中にすでに混入し
ていた物質と薬剤との相互作用、温度履歴からくる失効、
薬剤そのものの寿命等が影響すると考えられる。短時間
で起こる不安定性は注入前に把握できることもあるが、長
期的なものは実施例から判断せざるを得ない。しかし、こ
れまで実施してきた注入で追跡調査は公開されておらず、
1600 日余り効果が持続しているこの例は、この観点からも
貴重な実証である。

なお、薬剤の毒性については製品安全データシート
（MSDS）が作成されており、河川に直接放流せずに廃水
処理場を経由して処分すれば問題はない。

7　技術普及促進の効果
これまで 3 度の報道発表後の、流動抵抗低減剤の開発

元である L 社への問い合わせ件数の推移を図 6 に示す。
2007 年 2 月の暖房期の実験結果を 5 月に産総研でプレ

ス発表 [10] したところ、その後の問い合わせ件数は増加し
ている。また、翌年の冷房期の実験結果発表を札幌市役
所で行ったが、発表が地方紙中心であったためか件数の
顕著な増加は見られなかった。翌年の 1 月に NHK で全国

放送 [11] されると、件数は急増した。
図 6 に示した 2 年間で実際に導入が行われた箇所として

は、民間の工場が最も多い 9 件、空港施設 4 件、公共施
設 3 件そして民間ビル 2 件の合計 18 件であり、L 社によ
れば明らかに産総研の実証実験の公表後導入件数が増加
したとのことである。これまでは L 社が民間施設に導入し
その省エネ効果について公表しても、民間会社が自社技術
の宣伝を行っているとしか受け取られなかった面が強かっ
た。しかし、今回のように産総研という公的研究機関が公
共施設でその技術の有効性を実証したという報道は、客
観的であり、省エネ導入を加速したい事業所に実現可能な
情報を与え、その結果問い合わせ件数の増加とそのうちの
いくつかが導入につながったと考えられる。また、問い合
わせ内容は技術の概要を聞くこれまでのものとは明らかに
異なり、導入対象と考えている建物の設備概要を示し、経
費も含め導入を前提とした質問が多かったとのことである。

表 3 には 2007 年 5 月のプレス発表後、産総研に寄せら
れた約 150 件の問い合わせの中で典型的な例とそれへの
回答を紹介する。問い合わせでは、より低温すなわち不
凍液との共存下での流動抵抗低減について、さらには氷蓄
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どんな小さなポンプでも効果はある。例えば、Toms効果のデ
モンストレーションに用いている可搬型実験装置は、内径
12 mmのビニールチューブ18 mを直径約30 cmの輪状に
束ねた流路であるが、約30 %の省エネ効果を示す。ポンプは
150 Wを使用。この界面活性剤5000 ppm程度では凝固点
降下はあまり期待できない。不凍液の混在下での流動抵抗低減
効果については小型の実験装置で確かめる必要がある。

15年前から屋根裏に熱交換器を設置し、春から秋ま
で温水を得ている。小さなポンプでも同様な効果は得
られるのか。また、熱媒体には凍結防止のため不凍液
が入っている。界面活性剤入りの水は不凍液と同様の
機能もあるのか。

個人宅

札幌市役所の現場見学をしながら原理およびMSDSを説明。
食品添加物で流動抵抗低減の基礎実験をしたことはない。

工場で冷水循環に大きなエネルギーを必要としている
ので省エネ化を図りたい。また、食品添加物として認
められている界面活性剤で流動抵抗低減効果のあるも
のはないか。

大手飲料
メーカー

クーリングタワー部が大気開放系であり、この箇所で発泡が起
きるため使用できない。

設備担当が図面を持参し、建設中の新庁舎で実験した
いと問合せ。地方自治体

配管の経年劣化がかなり進んでおり、管内壁の錆が問題である。
界面活性剤が錆と結びつき効果が現れない可能性がある。

庁舎ビルに導入できないか。
中央省庁

回　答内　容問合せ元

図 6　Ｌ社への問い合わせ件数の推移

表 3　産総研への問い合わせと回答例
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熱との併用について等、低温側での質問も多く、これらに
対しては新規薬剤の開発等、基礎研究からのフィードバッ
クが必要である。また、食品や飲料を扱う工場の冷房シス
テムに導入したいとの問い合わせも多かったが、万が一循
環水が漏れて食品等に混入してしまう可能性も皆無ではな
いので導入を見合わせた例もあった。東南アジアに展開し
ている日本企業から、工場の冷房システムに使用できない
かという問い合わせもあったが、現地での濃度管理体制に
問題があり見送らざるを得なかった。

8　今後の展望
これまでは、薬剤を開発した会社が製造および販売はも

ちろんのこと、ビルへの導入検討、注入作業そして保守点
検を一貫して行ってきた。今後は、ビルメンテナンス会社、
ビル管理会社や設計事務所等が、水質や配管系等の事前
チェック、薬剤注入および濃度管理を中心とした保守管理
を適切に行えば、この技術の加速的普及につながるものと
確信する。そのような視点から、この技術に詳しい講師に
よる技術体験セミナーをメンテナンス会社等の技術者を対
象に、年に一度程度定期的に開催することも有効かもしれ
ない。

また、地域冷暖房システムへの適用も省エネ化を大きく
促進するものであるが、伝熱性能の問題については残念な
がら明確な結論が出ていないため、実証実験を前提とし、
システムを構成する要素技術の専門家が集結して速やかに
解決すべき問題と考えられる。

謝辞
実証実験はエネルギーの有効利用を目的とした産総研と

札幌市との基本協定に基づき、札幌市総務局および環境
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新しい省エネルギー技術が現場に導入され、普及していく過程で
はそれを妨げるさまざまな要因があり、長い期間を要します。この論
文は、公共の施設を対象として公的研究機関が導入手順と省エネル
ギー効果を実証してみせ、その後の普及促進に貢献したところに大
きな価値があると思われます。
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本実証研究の結果が、導入例の増加等に結びついた例があれば
紹介し、その結果をもとに、公的研究機関における実証研究のもつ
意味についてさらに考察を加えていただくと良いと思われます。

回答（武内 洋）
この実証研究の結果を紹介した報道発表の後に問い合わせ件数

が増加し、その後の導入につながっています。その概要を第 7 章で
紹介し、公的機関で行う実証研究の意義についての考察を加えまし
た。

議論3　自治体との共同研究
コメント（小野 晃）

自治体を共同研究者とした場合に特有のいろいろな工夫とか、実
稼働しているビルを実験対象にする難しさを、どう解決したか等にも
言及していただけたらと思います。

回答（武内 洋）
実稼働中のビルでは実験にともなう失敗が許されないので、水循

環システム全体および構成機器の場所・性能等を入念に調べ上げまし
た。また、休日の有効活用もしました。

技術的な観点ばかりではないので本文には直接記載しておりません
が、調整で一番大変だったのは、実証実験の大切さを自治体の方々
に理解してもらい、その方々が日々仕事をしている建物で実施するこ
とを承諾していただくことでした。



シンセシオロジー　研究論文

−140−Synthesiology　Vol.4 No.3 pp.140-150（Sep. 2011）

1　はじめに
科学技術の研究成果は最終的には製品やシステムまた

サービスとなって人のために使われる。もちろん、システム
の一要素の研究開発もあるし、部品に使われる素材の研
究開発もあるが、いずれにしてもいつかは人のために使わ
れることになる。したがって、科学技術の研究成果を社会
に活かすための構成学として、人が日常生活で有益と感じ
る製品やサービスを設計するための研究開発方法が必要で
ある。

産業革命以降、大量生産技術によって人々の生活のなか
にさまざまな工業製品が入ってきた。しかし、生活が豊か
になってくると、大量生産された既存製品では満足できな
くなり、自分にあったものを手に入れたいという要求が生

まれてくる。十人十色の時代である。こういった多様化した
人の好みに対応していくためには従来型の大量生産では無
理があり、少量多品種生産や BTO （Built To Order） に
対応できるミニマルマニュファクチャリング [1] やオンディマ
ンド製造技術 [2] の研究が進められている。一方、サービ
ス産業では、同じ人であっても時と場合によって欲しいもの
が異なっていることが認識されており、一人十色の時代が
きていると言われている [3]。例えば、情報提供サービスに
おいては、GPS や光通信等による位置情報を手掛かりとし
て、その時にユーザーに喜ばれる情報を提供することが期
待されている [4]。このように、さまざまな人のさまざまな要
求に応えられる製品やサービスを開発することが産業技術
に求められているが、どういった機能やサービスを実現す

赤松 幹之 1＊、北島 宗雄 2

単に開発者のアイデアだけで技術開発を行っていると、人に受容される製品やサービスを実現することは容易ではない。それは、さまざ
まな個性を持つ利用者が実際にそれを使う状況下で何を考え、何を感じているかを、開発者が正しく知ることが困難だからである。そこ
で、実際の状況下での人の認知行動を把握する手法である認知的クロノエスノグラフィ法を開発した。この方法は、対象とする人の条件
を明確化して選定したエリートモニターを用い、製品やシステムの設計につながる変数であるクリティカルパラメータを事前に検討して、
それを統制したうえで実生活場面での行動を記録して、それを基に回顧的インタビューを行うことによって認知行動過程を明らかにす
る。製品やサービスの設計につながることを指向する構成的な研究プロセスの初期段階に適用する手法である。

人の認知行動を知って製品やサービスを設計する
−　構成的研究のための認知的クロノエスノグラフィ法の開発　−

Motoyuki Akamatsu 1＊ and Muneo Kitajima2 

Designing products and services based on understanding human cognitive behavior
- Development of cognitive chrono- ethnography for synthesiological research -

When technology development is conducted based only on a developer’s idea, we face difficulties in realizing products and services that 
will be well accepted by people. This is because it is difficult for a developer to know precisely how various users think and feel while 
using products or receiving services under real life situations. In order to overcome these difficulties, we have developed Cognitive 
Chrono-Ethnography which is a new method to understand cognitive behavior under various situations. This method clarifies the cognitive 
behavior process by selecting “elite monitors” taking characteristics of target users into consideration, identifying “critical parameters” 
utilized in designing the products or services, recording the human behavior in real life situations under the control of the parameters, and 
retrospectively interviewing the participants. This method is applied in the early stages of synthesiological R&D processes oriented toward 
designing target products and services acceptable by people.

キーワード：行動実験、発話プロトコル、日常生活、回顧インタビュー、被験者選定、カーナビゲーション、野球観戦
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べきかといった設計の方針を得るための方法論は確立され
ていない。

すでに社会に受け入れられている製品やサービスであれ
ば、その技術の持つ性能の向上が研究開発の目的となり、
それに関わる自然科学的知識を動員して研究開発シナリオ
を定めることができる。しかし、これでは新しい製品を生
み出すことはできない。これまで新しい製品の技術開発を
行う際には、開発者がアイデアを出し、それを検討してユー
ザーに受け入れられるであろうと判断して進めていた。しか
し、必ずしもそれが高い確率で的中していたとはいえない。
これは、開発者と使用者の個性が同じではないことだけで
なく、開発している側にいると、利用者側に完全に視点を
切り換えてものを見ることができないことが挙げられる。
開発者の視点から実際の使用場面を正しく想定することが
困難であるのは、使用者自身を含めて状態が絶えず変化す
る日常のさまざまな状況のもとで、製品やサービスを使うた
めである。したがって、研究開発の早い段階で、個性を持っ
た個 人々の実際の利用場面を理解し、そういった人のため
の製品やサービスの設計に必要な手掛かりを得るためのプ
ロセスが含まれなければならない。

2　なぜ実生活場面の認知行動なのか
人間に適合した製品やシステムを実現するための学問で

ある人間工学においては、まずはユーザーである人間の特
性を正しく理解することが基本となる。そのために、心理
学や生理学また医学そして機械工学や情報工学等の工学的
な知識や技術を活用して人間の特性を理解する。これらは
いわば自然科学的な枠組みで人間を理解しようという研究
方法である。自然科学的な研究アプローチにおいては、対
象とする現象の本質とは無関係な要因は外乱となるので、
それをいかに統制するかが重要になる。外乱を統制し、製
品使用時の生活環境を適切に再現した実験室実験が遂行
できれば、例えば高齢者の感覚特性に適合した製品や環
境を構成することができる [5]。こういった研究アプローチ
は、表示のデザインや製品の形態等、人と製品・システム
との接点（インタフェース）を対象とする場合は有効な研究
方法である。しかし、製品やシステムまたサービスが発揮
する機能やコンテンツについては、このような方法には限界
がある。なぜなら、実際に製品やシステムを使ったり、サー
ビスを享受して価値を感じるのは、実験室のなかではなく、
実際の生活のなかだからである注 1）。

人間が生活を営みながら生きている間には、不断に環境
が変化し、さまざまな刺激や情報が個体に浴びせかけら
れる。人間はそれを受容し、それに応じて脳や身体が適応
的に変化するとともに、行動を発現する。すなわち、変化

し続ける環境と絶えずインタラクションして、個体自身も絶
えず変化しているのが私達の生活である注 2）。このために、
私達が日常生活で機器等を使う時にも、その機器の状態
だけでなく、機器が置かれている状況全体を手掛かりに行
動する。例えばコピー機を使う時であっても、排出されて
いる紙の状態や機器の蓋の状態、また自分が行ってきた
操作等、コピー機のディスプレーに表示されているもの以
外も手掛かりにする。このような行為は状況的行為と呼ば
れている [6]。したがって、実際の製品の使用場面やサービ
スを受ける状況下に人を置かないと、製品等をどのように
使うか、サービスをどのように受け取るか等を正しく知るこ
とは困難である。

実際の使用時の評価を得るために良く行われるのは、試
作品を作り、展示会等の場を利用して想定されるユーザー
に試用してもらい、それによって評価を受け、改良すべき
点を見いだすことである [4][7]。ところがこういったアプロー
チは、その意図に反して、実際の生活での使用場面におけ
る状況を充分に再現することが難しいだけでなく、そもそ
も開発者側が想定したニーズを具現化したものが出発点に
なっているために、それが適切でなければ、それを改良し
てもユーザーの真のニーズに応えられないことがおきる。
したがって、ユーザーの使用状況をよく理解したうえでユー
ザーを満足させる可能性の高い製品を作ってみることから
始めなければならない。このように考えると、開発者が想
定したものではないユーザーの真のニーズ、つまり、実生
活場面で、その人が何を必要としていたり、何を欲しいと
思ったり、何を嬉しいと感じるかを明らかにしていく研究手
法が必要である。この研究手法は、単に人の認知行動を理
解するための認識科学的な手法ではなく、研究から得られ
る理解の内容や水準が、製品やサービスに持たせる機能を
構成するための設計につながるものでなければならない。

日常の人の行動の多くは無意識的な処理によって行わ
れていることから、アンケート調査のような事後的な手法
ではなく、その使用場面で人が何をどのように感じ、ど
のように判断したのかを分析できるような研究手法が必
要になる。この論文では、認知科学的手法を基に、人と
環境の経時的な変動を取り入れた人間の理解のために開
発した認知的クロノエスノグラフィ法（Cognitive Chrono-
Ethnography：CCE）について述べる。この方法における
研究シナリオは、まず製品やサービス設計につながる重要
な変数（クリティカルパラメータ）を検討して仮説を構築し、
次にそれに基づいて統制をした実生活場面での実験・調査
をして、その分析から人の行動選択についての仮説の妥当
性を確認するとともに、製品やサービスで実現すべき機能
を提案するプロセスからなる。
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3　認知的クロノエスノグラフィ法の開発
3.1　回顧的インタビュー

1970 年代に認知科学の分野で認知過程を分析する手法
として発話プロトコル法が提唱された [8]。これは、頭に思
い浮かべたことを、その場ですべて発話して表出してもら
う方法である。前述のように、人は状況の下で得られる限
られた手掛かりを元にして連続的に行動を選択しているこ
とから、それは必ずしも目的達成のための最適な行動選択
にはなっていない。しかし、事後に人が自分の行動を他人
に説明する時には、自分自身の行動のつじつまがあうよう
に、断片的に記憶されている自分の行動に全体合理性が
あるように説明してしまう。そのために、過去におきた出
来事についての言語による表出は必ずしも信頼ができない
とみなされていた。発話プロトコル法の場合には、リアル
タイムで発話させることから、後から再構成して合理的説
明をすることができないという利点がある。この方法は、
情報機器のユーザビリティ（使い易さ）の研究のために多
く用いられたが、頭に浮かんだことを逐一言葉にして表出
することに気がとられ、機器の操作が滞ることがおきる。
そのため、実験室で機器操作を行う場合にはあまり問題
にならないが、日常生活場面における認知行動を研究する
場合には適用がしにくい。

リアルタイムで認知内容を発話できない場合には、後か
ら振り返るしか方法はないが、それを本人の記憶だけに頼
ることはできない。そこで、行動している時の環境の状況
を行動と同時に映像で記録して、その映像を再生しながら
何が行動のきっかけとなったかを行動した本人に報告させ
る方法を考案した [9]。心理学における学習と記憶の研究で
は、その場に行ったり、その場に存在していたものを見せ
ると、その時の出来事の記憶（エピソード記憶）がよく想
起できることが知られており、これは文脈依存記憶と呼ば
れている [10]。行動とともに時々刻々変化していく本人の視
点からの映像を見せることは、それぞれの瞬間の環境の状
況を想起する手掛かりを与えることになることから、その
状況下で自分の中におきた認知や判断を想起し、それを
報告するために有効に働くと考えた。

過去の自らの行動を映像記録で再度体験しながらその
時の認知過程を逐一発話させる場合には回顧的発話プロ
トコル法とみなせる。一方、実験実施者側が注目したい行
動だけを取り出してその認知や判断過程を答えてもらう場
合にはインタビュー形式になるので、それを回顧的インタ
ビュー法と呼ぶことにした。製品やサービスを設計する目
的で使う場合には、生活行動のすべてについて発話をして
もらう必要はないので、設計に関連する可能性のある行動
をインタビュアーがピックアップして質問する回顧的インタ

ビュー法となる注 3）。
3.2　クロノエスノグラフィ

社会での人の営みを理解するために、エスノグラフィ
（Ethnography）という社会学の方法論がある [11]。人 （々＝
エスノ）を記述（＝グラフ）するという意味であり、社会集
団の中に入り込んで社会の構成員の行動を観察して、その
人達にインタビュー等をして、その社会での人々の営みを言
語によって記述する研究方法である注 4）。実生活の状況の
中での認知行動に注目して人の営みを記録・分析するとい
う意味において、回顧的発話プロトコル法や回顧的インタ
ビュー法は認知科学的手法とエスノグラフィ的方法を組み
合わせたものと言える注 5）。本来エスノグラフィはありのまま
の社会の営みを理解するためのものであるが、製品やサー
ビス設計につなげていくためには、次節で述べるような実
験的な統制も組み込んだ方法が有効である。人間を理解・
認識するためだけの研究からは、製品やサービス設計に活
かせる知見を得ることは難しいからである。

ある特定の人が製品やサービスを有り難いと感じるかど
うかは、その人がどういった認知特性を持ち、どういった
履歴を持ち、どういった経緯の下で現時点でのその人と
なったのか、という時間的履歴に依存することから、それ
を陽に扱うこととした。したがって、時間的に変化する人で
あることに注目して、その場の状況下におかれた人の認知
過程を詳細に記述して明らかにするという意味で、時間を
意味する Chrono- と認知を意味する Cognitive をエスノグ
ラフィ（Ethnography） に付加して認知的クロノエスノグラ
フィ法（CCE）と命名した。
3.3　エリートモニターとクリティカルパラメータ

製品やサービス構築のために人の認知行動を明らかにし
たいという企業との共同研究をきっかけとして、高齢者の
駅内での移動や自動車運転といった生活場面を対象とし
て、頭部等につけた小型カメラによって行動シーンを記録
した映像を使った回顧的インタビュー法を実践的な方法と
して適用していくなかで、認知的クロノエスノグラフィ法を
開発していった。紙面の制約上詳述できないが、調査対
象者のタイプを、事前の仮説に基づいて選定して、それを
実験参加者とすることで、個人の特性ごとの行動特徴を明
確化できることが分かった。高齢者の駅内での移動の場
合でいえば、高齢者の認知機能の違いの仮説として、注意
機能が衰えているもの、作業記憶機能の衰えているもの、
プランニング機能が衰えているものがあるとして、この違い
がでやすいような実験計画を立てることで、この仮説の検
証を行った [12]。さまざまな個性を持っている人を対象とす
る場合には、このようにその個性のタイプ分けについての
仮説を設けて、その仮説に基づいて典型的なタイプの人を
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選定する方法を考案し（上記の例では、AIST 式認知機能
検査を開発）、選定された異なるタイプの人の行動を比較す
ることで、その仮説を確認するかたちで個性による行動特
性の違いを明確にできた。この典型的なタイプの人の実験
参加者のことを、エリートモニターと呼ぶ。エリートモニター
を用いることで、個性に対応した製品・サービス設計のた
めの手掛かりを得ることができる注 6）。このように、個性の
違いに対する仮説検証型の（アブダクティブな）研究方法
と、回顧インタビュー法という研究方法を統合し、製品や
サービス設計に有用な知見を提供する認知的クロノエスノ
グラフィ法を構築していった。

エスノグラフィ研究がありのままを記述することが重要で
あるとしているのに対して、製品・サービスを設計するため
の構成的方法がとるべきアプローチにおいては、設計のた
めのパラメータとして使う重要な要素（クリティカルパラメー
タと呼ぶ）を見いだすことが重要であると考える。クリティ
カルパラメータとは、例えば、実験参加者がターゲットユー
ザーであるかどうかを判断するためのパラメータや、提示し
た情報を有益と感じてもらえるための情報提供のタイミング
等である。そのために、ありのままの観察等によってクリティ
カルパラメータの候補が見いだされたら、そのクリティカル
パラメータを統制したり、クリティカルパラメータが記録で
きるようにしたうえで実場面を用いた実験を行った。この
時、ターゲットユーザーとなりうる典型的な特性を持った人
や研究の関心の対象としての典型的な特性を持った人（例
えば、熟練したサービス提供者）を適切に選定して実験参
加者とすることで、誰に対して喜ばれる製品・サービスにつ
ながるかを明確化できることから、実験参加者としてエリー
トモニターを選定したのである。
3.4　研究手法としての実施手順

上述のよう研究事例を通じて、研究の手法としての CCE
を確立して行ったが、研究手法となるためには、特定の研
究者だけが実施できるものではなく、広く使えるものでな
ければならない。そこで、研究事例を再検討して、研究手
法として使えるよう全体のプロセスを明確化した。個別の
事例に立ち返ると必ずしも最適な手法をとっていたとはいえ
ない所もあることから、それの改訂も含めて検討して、研
究の実施手順を構築した。

大きな流れとしては、以下のようになる。調査に入る前
には、関心対象の生活場面における人々や人とものとの関
係を観察・考察して仮説をつくり、それに基づいて適切な
方法でエリートモニターを選定する。そして、実場面を用い
ていながらもクリティカルパラメータを意識した統制下で行
動を行わせ、モニターの視点からの映像を、統制できない
パラメータ等他の関連するイベントとともに記録する。記録

された行動に対して回顧的インタビューを行って、認知行動
過程を記述する。調査が完了した後、仮説の検証とともに
製品・サービス設計のための知見を抽出する。

手順の詳細は参考文献の [13][14] に記載されているが、
研究実施者の行うべき次の 6 つのステップに CCE を整理
することができる。

（1）エスノグラフィや行動観察等の基本的な調査法を用い、
調査対象とする状況下の人の行動選択の構造の概略を明ら
かにする。

（2）これまでに明らかになっている人の行動特性や認知特
性を参考に、（1）での調査結果において、人の行動のどの
ような特性要素や知識また環境要因が行動選択に関与する
かを考察し、クリティカルパラメータを定めておよその因果
関係の構造の仮説を立てる。

（3）この仮説を基に、調査対象の集団を構成するさまざま
な人達から典型的な行動特性を備えたタイプを特定し、エ
リートモニターの選別基準と調査法を策定する。

（4）エリートモニターを選定し、関心の対象となる状況を
再現したなかで行動を行わせて、行動の記録を行う。

（5） 記録された行動を手掛かりとして行動選択過程を分析
して、（2）で立てた仮説と照合し、仮説の適否を考察する。

（6）調査結果が不満足なものであれば（2）に戻り調査法
を再考して調査を行い、納得のいく結果に至っていれば、
その結果から製品・サービス設計の参考になる知見を整理
する。

以上は、研究手法としての認知的クロノエスノグラフィ法
の開発の経緯とその概念的な整理である。第 4 章では具
体例について述べる。

4　認知的クロノエスノグラフィ法の適用例
4.1　自動車運転時の気の利いた情報提供

運転を支援するために有益な情報提供をするカーナビを
実現することを目的として、CCE を用いて自動車メーカーと
共同研究を行った。有益な情報とは、運転者が嬉しいと思
う情報と定義することができるが、そもそも実際に嬉しい
と思える情報があるのかを検証することから始めた。機械
であるカーナビと比べると、同乗している人間であれば嬉
しいと思う情報提供ができるように思いがちであるが、実
際は必ずしもそうではない。そこで、運転者が嬉しいと感
じられる情報を提供できる助手席乗員を作り上げることを
研究プロセスの一部とした。同じ情報であっても運転者に
よって嬉しいかどうかが異なることから、助手席乗員が運
転者を良く知っていることが要件となる。したがって、単な
る助手席乗員と運転者ではなく、気の利いた情報を提供で
きる乗員と運転者との関係をエリートモニターを決めるクリ
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ティカルパラメータとした。
運転者のことを良く知る助手席乗員を得るために、夫婦

や友人等普段から頻繁に同乗している 2 人をWebアンケー
トで募り、1,600 名の中から「おせっかい」「マメ」「気が利
いている」といった質問に対する答え等を元に、エリートモ
ニター候補として 10 組の運転者と助手席乗員になるペアを
選定した。そして、インタビューを行って、2 人のどちらもが
気が利く人であることを確認するとともに、2 人のうちの一
方は良く知っているが他の人は知らないような目的地を選定
してもらい、良く知る方の人にそこへのルートにおけるアドバ
イスのポイントを記述させた。このインタビュー結果を精査
し、気の利いた情報が数多く提供されることが期待される
4組をこの実験に参加するエリートモニターとして選定した。

このようにして選定したモニターであっても、その人が気
が利いていると思って提供する情報が運転者にとって本当
に有り難いと感じられる内容であるかは明らかではなく、
単にそう思い込んでいる可能性もある。そこで、この問題
を解決するために、この研究では 3 回の走行を行う実験デ
ザインとした。最初の走行では、気が利いていると助手席
乗員が思っていることにしたがって、情報提供を行わせた。
走行後に走行中の道路シーンも含めて記録された対話のビ
デオ映像を両者に見せ（図 1）、運転者側からみて提供され
た情報が気が利いていたかの評価をさせた。そして、どの
点が有り難かったのか、また、そうではなかった場合には
どこに問題があったか等を回顧的インタビューによって抽出
した。これによって、運転者が何を有り難いと感じるかを
助手席乗員に理解してもらい、第 2 回目の実験を行った。
第 2 回の走行の終了後も同様のことを行ったが、他の組の
実験から得られた知見も開示し、気が利くと感じるための
ポイントを共有して、第 3 回目の走行を行った。さらに、
運転者と助手席乗員を相互に入れ換わることも行い、両方
の立場から気が利いた情報とはどういうものかを考えてもら
えるようにした。目的地までの経路に詳しく、互いを熟知
し、また運転者にとって嬉しいと思う情報提供がどのよう
なものであるかを知ったエリートモニターを用いることで、

いわば理想化された運転支援のための情報提供を明らか
にすることができた [15]。

このような手順で抽出された対話内容は、右左折等の
道案内に関するもの、安全でスムーズな運転のためのも
の、周辺スポットの情報等に分類された。そして、それ
ぞれの提供情報について、情報内容、タイミングや指示
方法等の提供方法、道路幅等のその時の道路状況、余
裕があるか等の運転者の状態を記述した（表 1）。提供
内容とともにこれらの事項によっても気の利いたものか否
かが変わってくるので、クリティカルパラメータである。抽
出された提供情報の中から、気が利いているとみなせる
提供情報を、運転行動を修正させるもの、運転行動を支
援・促進させるもの等に分類した（表 2）。例えば、運転
行動の修正とは、現在の状況においては運転者にはある
運転行動が必要である（例えば、早めの車線変更等、そ
の行動があると後が楽になること）と助手席乗員が考え
るが、運転者がその行動をとらない可能性があると思っ
た時に提供される情報のことである。交差点を過ぎて
交通の流れがスムーズになった時等の適切なタイミングで、
その情報を提供すると、気の利いたアドバイスと感じるの

  

   

   

   

   

属性 説明 値 

提供内容 発話により提供された情報 具体的な内容

提供方法 情報の伝え方 タイミング、指示方法

道路状況 発話時の道路の状況 道幅、速度等

ドライバー状態 発話時のドライバーの状態 運転余裕度、前提知識

運転行動修正

運転行動支援

補助情報の充実

助手席者は現在の状況において、ドライバーが運転を進めるの
に際し、ある運転行動が必要だと考えるが、ドライバーがその
行動をとらない可能性があると思ったとき
助手席者は現在の状況において運転者が運転を進めるのに際し、
ある運転行動が必要だと考えるが、運転手がその運転行動をと
る可能性があるが、情報を与えることによって運転行動が促進
されると思ったとき

助手席者は現在の状況において、運転手がある知識を得ること
によって、ドライブの満足が高められると思ったとき

図 1　トリップ中のモニターの様子

表 1　提供された情報を記述するための属性

表 2　助手席者の情報提供の動機
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である。このようにして、気の利いた情報提供の構造を明
らかにすることができた。
4.2　野球ファンの成長過程

自動車運転における気の利いた情報提供では、知らない
目的地へのトリップというシナリオを設定し、かつエリート
モニターも作り上げる（すなわち育て上げる）研究方法であ
るので、シナリオ型の CCE と呼ぶ。これに対して、シナリ
オを用いずに、実生活場面での人の観察を中心としたアプ
ローチもあり、それを非シナリオ型の CCE と呼ぶ。その例
として、野球場での観戦行動の研究に適用した事例を示す。

スポーツ観戦の機会を提供するサービスにおいては、ま
ず野球場やサッカー場に足を運んでもらうことが必要で、
その上でどのような体験を野球場等で提供できるかが課題
となる。スポーツ観戦に訪れる人は、初めて競技場に来る
人もいれば、何回も訪れているいわゆるリピーターもいる。
ただし、このリピーターであっても、いつかの時点では初
めて来た時があったはずである。その前は、テレビを介し
てスポーツ観戦する人であり、それがさまざまな体験や情
報によってリピーターとなったと考えられる。どのようにして
リピーターに成長していったか、その遷移の構造を明らか
にすることが研究の目的である。

野球観戦のリピーターの野球の楽しみ方を決定するクリ
ティカルパラメータを検討した。一つ目は野球場に行く目的
や楽しみ方、二つ目は球団についての周りの人との情報交
換の程度、三つ目は観戦における球団ファンとしての気持
ちの強さ、四つ目はその人のパーソナリティ（行動性向）で
ある。これらの観点から、球団のファンクラブの会員を対
象とした 1,000 名規模の Webアンケート調査の回答を元
に、30 名のエリートモニター候補を選定した。この時に、
アンケート結果のクラスタ分析から分かった「観戦は自分の
楽しみのため」「家族で楽しむ」「楽しむが本格的ファンに
なりたいわけではない」の三つの楽しみのタイプからそれ
ぞれ男女 5 名程度選定し、それぞれに他のクリティカルパ

ラメータが異なるものが含まれるようにした。そして、30 名
に対してグループインタビューを行い、これに基づいて、野
球自体を楽しむのか、応援することを楽しむのか、という
楽しみ方の軸と、試合だけでなくファンサービスイベントに
まで行くファンなのか、野球は好きだがあまり観戦には行く
時間がとれていないのか、というファンの熟成度の軸から
なる 2 次元平面上にこの人達をマップして、そのマップ上で
偏りがないように 9 名をエリートモニターとして選定した。
そして、エリートモニターに実際に球場への観戦に行っても
らい、その観戦の様子として、モニターの状態、ゲームの
進行状態、スタンドの様子をビデオで記録するとともに、
観戦中での身体の興奮状態を測るための生理指標として心
拍数を計測した。この映像を見せながら回顧的インタビュー
を行って観戦時に感じたこと等を抽出するとともに（図 2）、
これを手掛かりにして各エリートモニターが過去にどのよう
な観戦行動をとってきたのかについてもインタビューで調査
した。

これらの調査から、ファンのステージとしては、「野球を
知らない / 知っているがプロ野球の戦況には関心ない」と
いったプレファンの状態、「球団のことが好きになって球場
に観戦に行くようになる」というファンの状態、そして「積
極的に観戦に行き、自分の観戦スタイルを持ち、時間を作っ
てでも観戦に行く」というリピーターの状態の三つのステー
ジに分けた（図 3）。そして、プレファンからファンになるきっ
かけは、スター選手の入団、リーグ優勝への期待、たまた
ま誘われて行った球場で見たファンの応援の様子に驚き感
動したこと、等が挙げられた。ファンからリピーターになる
きっかけは、テレビでは伝わらない球場での一体感のよう
な体験や選手についての詳細な知識が増えた時、家族や
同僚等との一緒に観戦する仲間ができた時、等があること
が分かった。そして、これらの遷移はいくつかのパスがあ
るが、「野球を知らなかった人」は球場に行ってみてその盛
り上がりに驚いてファンになり、主体的に応援に参加する

図 2　野球ファンへの観戦後のインタビュー
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か、応援と野球そのものを全体として楽しむ人になる、「野
球を知っていて、プロ野球に関心のあった人」は生の試合
を知って選手やチームに感情移入をし、試合を楽しむまた
は試合と応援とを楽しむ人になる、といったパターンがある
ことが認められた（図4）。このようにCCEを用いることで、
野球にほとんど関心がなかった人がどのようにリピーターに
なり、どのように野球を楽しむようになるのか、というファ
ンの成長の構造を明らかにすることができた。

5　製品・サービス設計への応用
CCE 法によってターゲットユーザーが欲しい、嬉しいと

思う機能やサービスを設定するための手掛かりを得たのち
は、それを製品やサービスの形にする研究開発プロセスに
入る。例えば、気の利いた助手席乗員からのタイミングの
良い有益な情報が、いつ何について提供されるかが分かっ
た場合に、それをカーナビシステムから提供することを開
発目標にしたとする。良いタイミングで情報が提供されるか
が気が利いていると感じるかどうかのクリティカルパラメー
タであることから、そのタイミングをシステムが判断できる

かどうかが技術課題となる。そのために、情報提供の提
示タイミングの判断や内容をルールに明文化し、それに正し
くのっとって情報提供させる実験を行った。これは人間に
よって情報提供を行うが、臨機応変に情報提供を変えるの
ではなく、マニュアルにのっとることで、このルールに基づ
いて構築したシステムによる情報提供を模擬したものにな
る。さらに、この研究では、同乗しないと交通状況や運転
者の状態によるタイミングの判断が不可能かどうかを検討
するために、別の車両に乗車した情報提供者が、通信を
介して得られるカメラ映像や音情報をもとに適切なタイミン
グで情報提供できるかどうかも検討した。この研究は現在
も進行中であるが、別車両から通信を介して情報提供をさ
せることで、何を手掛かりとしてタイミングを判断している
かが明らかになり、センサー等を用いてシステムがタイミン
グを判断できる可能性があるものが分かってきている [16]。
機器による情報提供であれば、こういった研究プロセスを
経て、製品が持つべき機能が明確になり、実現すべき製品
の機能が具体化されてくる。

サービスの場合についても、例えば、野球ファンが「た
まの観戦」から「リピーター」になるステージアップのきっ
かけが何であったかが明らかになった場合には、球団サイ
ドが行うべき施策の検討を行う。どのようにして対象者に
アクセスして、どのような形できっかけを提供できるか、ま
たそのためのインセンティブをどのように設定するか等を決
めることになる。もちろん、これらの案は一つではなく、
複数考えられる。

製品であってもサービスであっても、このようにして CCE
法で得られた知見に基づいて設計案を構築し、実現すべ
き機能を備えたプロトタイプや施策の要求仕様の具体化を
行う。そして、その実現方法を検討し、現在の技術レベ
ルやサービス提供環境も考慮にいれ現実的に実現可能な
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図 4　ファン状態の遷移のパス
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仕様に落とし込む。場合によっては、現在の技術レベルで
は実現できないという判断をし、断念することもある。そ
して、その仕様に基づいたプロトタイプを構築し、想定さ
れているターゲットユーザーを用いて、狙っている状況下で
試用実験を行い、その評価を得ることになる。製品の場
合には、時間を含めて開発コストがかかることから、最終
的に誤った方向に行ってしまわないように、開発プロセスの
さまざまな段階で実験評価を行う必要があるが、サービス
の場合には、製品に比べてサービスの施策を試行し易いこ
とから、実際のサービス提供プロセスの中に早く組み込む
ことができる。そして、それを実行して、狙ったユーザーに
対してサービス設計者が想定したサービスが提供できてお
り、そのサービスの効果が上がっているかを調べ、効果が
上がっていなければどこに問題があるかを把握して、施策
を改良するといったサイクルを回すことで、仮説の検証を進
めるとともに提供するサービスをよりユーザーに適合したも
のにすることを目指す [17]。

6　考察
技術を統合して社会で使われるものを実現する時の構成

の考え方は、技術分野によって違いがあることを、シンセ
シオロジーの論文の分析から小林らは指摘している [18]。例
えば、ナノテクノロジーや材料・デバイスといった物質その
ものを扱う研究分野であれば、自然科学の知識を駆使し
て、対象物に影響を与える要因や要素技術を明らかにして、
それに基づいて構成のために何をなすべきかを選択して決
めることができる。これに対して、ライフサイエンスの一部
や人間生活を扱う研究分野では、要因が多いだけでなく、
未知の要因も多く残されていることから、製品やサービス
を社会導入してその評価を得ながら進展させるというスパイ
ラル的なアプローチがとられることがある。しかし、この
時に最初に導入される製品やサービスが社会に受容される
見込みの高いものでないと、スパイラル的アプローチであっ
ても浸透はしていかない。そういった失敗をしないために
も、製品・サービスが受容されるための要因や要素技術を
可能な限り明確化して、事前に検討できる方法が必要であ
る。CCE はターゲットユーザーの実際の使用場面における
変数をできるだけ抽出して構造化する方法であり、対象と
する認知行動に影響を与える要因を明確化して構成のため
に何を選択すべきかを決めるという意味において、物質を
扱う研究分野での構成的研究と同様のアプローチをとるこ
とを目指したものである。

物質を扱う研究アプローチと似ているとはいっても、自
然科学的な厳密さをもつことはできない。エリートモニター
やクリティカルパラメータの選定に対して、仮説検証的な

フィールド実験を行うが、その結果に対して統計的検定に
よって仮説の妥当性を示すことは困難である。CCE では、
エリートモニターのタイプごとの実験参加者はたかだか数
名程度である。フィールド実験で状況をある程度一定にし
ようとするだけでも、1 日に 1 〜 2 回のチャンスしかないこ
とが多い。例えば、鉄道利用であれば、混雑度の影響を
避けようとすると実験を実施できる時間帯は限られる。ま
た、実生活場面で行った行動は全く同じ行動というものは
なく、定性的な分析にとどまることが多い。例えば、ある
タイプの実験参加者数名のうちの過半数が同様の行動をと
り、かつ他のタイプでほとんどみられなければ、タイプ分
けの仮説が間違ってはいなかったと判断することになる。
したがって、自然科学的な意味での仮説検証にはなってい
ない。実験規模を大きくすれば自然科学的な仮説検証も可
能との期待もあるが、実生活場面では同一の状況が繰り返
して存在することはないと考えると、再現性という観点で
の検証は本質的にできないと考える方が妥当である。した
がって、厳密な検証を目指すことに時間をかけても、無益
な結果しか得られない可能性が高い。私達が製品やサー
ビスを利用している日常生活は時々刻々変化しており、二度
と同じ状況下におかれることはないことから、そもそも、
自然科学的手法に頼ることの限界があることを認識してお
く必要があろう。しかし、だからといって、事象に対する
影響要因をできるだけ精緻に理解するという自然科学的な
研究態度を放棄しては、製品やサービスが社会に受容され
るまでのギャップを短くすることはできない。

実生活場面を使うという点において、CCE は社会学的な
方法に似ているが、社会学の方法としてのエスノグラフィは
社会における人の行動をできるだけありのままに記述するこ
とで、社会という人間集団内に共通する行動原理を見いだす
こと、すなわち社会を理解することを目的としている [11] 注 7）。
これに対して、CCE は個人特性の違いを明確化し、状況
設定をする等実験的統制を行っている。これは製品やサー
ビスを構築することを目的とした構成的研究アプローチのた
めであり、エリートモニターやクリティカルパラメータにより
製品やサービスを設計する手掛かりを得ることができる。
CCE による知見に基づいて製品やサービスを構築して、そ
の評価のサイクルを回しながら製品やサービスがユーザーに
より受容されていけば、そのことが得られた知見の正しさを
検証することになるとともに、社会に受け入れられる製品や
サービスを導入することになる。

開発者の頭の中だけで考えて良い製品やサービスを構築
することは容易ではない。CCEを用いることで、製品やサー
ビスを効果的に設計することができる。また、その使用に
対する評価においても、これに基づいて視点を明確化する
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る限定合理性（全体としてのゴールを考えた合理的な判断では
なく、限られた視点で限られた手掛かりだけから判断すること）
のもとに行われる。CCEの重要なプロセスである回顧的インタ
ビューは、限定合理性にしたがって認知行動過程を事後情報効
果を受けずに取り出すことができるように構築したものである。
注4）技術移転の手法として、対象組織に入り込んで問題解決す
る社会学的方法の有効性は、木下らによって主張されている[19]。
注5）認知科学研究におけるエスノグラフィ的研究として有名な
のが、E. Hutchins らによる航空機のコックピット内のクルーの
認知過程の研究であり、コックピット内に同乗して行動観察をし
たのちに、インタビューを行っている。
注6）ある商品を利用するであろうと想定されている人達のこ
とをターゲットユーザーと呼ぶが、個性を持ったターゲットユー
ザーを意識した製品開発のための手法としては、ペルソナ法が
広まっている。しかし、この方法は開発プロセスにおいてター
ゲットユーザーを明示化するための方法であり、実際にその想定
されるユーザーがその製品・サービスを使った時にどのように評
価するかは、開発者の想像の範囲にとどまってしまう。
注7）社会学でのエスノグラフィ的な研究方法のなかには、社会
や組織における問題を見いだし、その問題解決法を見いだすこと
を目的としたアクションリサーチと呼ばれる研究手法がある。

ルーシー. A. サッチマン, 佐伯 胖監訳: プランと状況的行為
−人間−機械コミュニケーションの可能性, 産業図書 (1999).
佐藤 雄隆, 坂上 勝彦: 安心・安全な次世代モビリティを目
指して−全方向ステレオカメラを搭載したインテリジェント電
動車いす−, Synthesiology, 2 (2), 113-126 (2009).
甲 洋介: 発話プロトコルによる思考過程の計測, 人間計測
ハンドブック, 朝倉書店 (2003).
赤松 幹之, 笠原 亨, 小畑 貢: 運転行動の記録映像に対す
るドライバー自身による言語報告に基づく運転タスク分析, 
ヒューマンインタフェース学会論文誌, 4 (2), 93-102 (2002).
S. M. Smith and E. Vela. : Environmental context 
dependent memory: A review and meta-analysis, 
Psychonomic Bulletin & Review, 8, 203-220 (2001).
U. フリック (小田 博志, 山本 則子, 春日 常, 宮地 尚子訳): 
質的研究入門, 春秋社 (2002).
北島 宗雄, 熊田 孝恒, 小木 元, 赤松 幹之, 田平 博嗣, 山
崎 博: 高齢者を対象とした駅の案内表示のユーザビリティ
調査−認知機能低下と駅内移動行動の関係の分析, 人間工
学, 44 (3), 131-143 (2008).
北島 宗雄, 内藤 耕編著: 消費者行動の科学−サービス工
学のための理論と実践, 東京電機大学出版局 (2010).
北島 宗雄, 豊田 誠: 認知科学に基づく人の行動生態の調
査手法−CCE(Cognitive Chrono-Ethnography)の実践的
概説, オンブック (2011).
丸山 泰永, 黒田 浩一, 加藤 和人, 北崎 智之, 簑輪 要佑, 
稲垣 和芳, 梶川 忠彦, 北島 宗雄, 赤松 幹之: ドライバに
とって有益な情報の要因に関する一考察, 自動車技術会論
文集, 40 (2), 537-543 (2009).
簑輪 要佑, 稲垣 和芳, 梶川 忠彦, 黒田 浩一, 大森 啓史, 
北崎 智之, 北島 宗雄, 赤松 幹之:「ドライバにとって有益
な情報」の有効性を確認するためのナビゲーション擬似シ
ステムによる実験の検討, 自動車技術会2010年秋季学術
講演会前刷集, 99-10 (2010).
内藤 耕編: サービス工学入門, 東京大学出版会 (2009).
シンセシオロジーワークショップ: オープンイノベーションハ
ブに向けた技術統合の方法論, Synthesiology, 4 (1), 52-58 
(2011).
木下 佳樹, 高井 利憲: 臨床情報学のための野外科学的方
法−技術移転の方法論に向けて−, Synthesiology, 3 (1), 36-
46 (2010).

[6]
 
[7]

[8]

[9]

[10]

[11]

[12]

[13]

[14]

[15]

[16]

[17]
[18]

[19]



研究論文：人の認知行動を知って製品やサービスを設計する（赤松ほか）

−149− Synthesiology　Vol.4 No.3（2011）

ユーザビリティの研究、日常の行動選択の研究等を行う。現在、産
業技術総合研究所サービス工学研究センター主幹研究員。この論文
では、認知的クロノエスノグラフィ法の開発と適用を担当した。

査読者との議論
議論1　筆者らの考え方と行為の強調
コメント（小野 晃：産業技術総合研究所）

この研究は大変興味のあるもので、筆者らは構成学の新しい学問
領域を作りつつあるように見えます。それに対して、この論文の記述
がやや解説的、平板的になっているのが気になります。筆者らがどう
いう意図で、何を選択し、何を決断したかについて、筆者らの考え
方と行為を強調して記述していただいた方が、読者は構成学としての
この研究の意義をよりよく理解できると思います。

回答（赤松 幹之）
この論文は自分たちの行ってきた研究を構成学としてとらえ直すだ

けでなく、構成学の全体像をおぼろげながらも考えながら、この研
究を位置付けることを目指して執筆したものです。そのために、そも
そも製品開発とそのユーザーである人間との間をつなぐ考え方をレ
ビューしたうえで、自らの研究を位置付けようとしたことから、やや
解説的な記述が多くなってしまったものです。そのために、主張点が
不明確になったと思われますので、主張すべきところは明確になるよ
うに表現等を修正しました。

議論2　認知的クロノエスノグラフィ法の検証
質問（小野 晃）

認知的クロノエスノグラフィ法（CCE）の興味ある研究事例が二つ
載っており、成果が着実に蓄積されていると思います。一方それらの
成果をカーナビの設計や野球興行等に適用したのち、ユーザーによ
る評価を受けて検証するところまではまだ至っていない状態と理解し
てよろしいでしょうか。一方、これまでの CCE の研究方法が十分妥
当であったのか、あるいはそうでなかったのか等、現時点でこれまで
の研究成果をどのように検証・評価したらよいでしょうか？

質問（持丸 正明：産業技術総合研究所デジタルヒューマン工学研究セ
ンター）

量的な検証を議論しない点で、この研究の方法はプロセス標準の
考え方に似ていると感じました。プロセス標準だと手続きと手続きを
確認する方法が標準化され、プロセスをきちんとやったかどうかを現
認できることと、さらにそのプロセスを考案した人以外が実施できる
ことが不可欠です。これと同様に、CCE の手続きにしたがえば、誰
にでもできるのでしょうか？ 

回答（赤松 幹之）
この研究の成果を市場に出す製品やサービスに反映させるために

は、製品開発のための時間がかかることもあり、ご指摘のように実際
のユーザーによる評価にまで至っていません。技術やサービスが社会
に受け入れられることが検証となるという立場からすると、現時点で
は検証できていないと言わざるをえません。

しかし、社会に出す以前に、CCE で得られた知見に基づいて、製
品化やサービス設計を実施するゴーサインを出すかどうかを決めるた
めの根拠が求められます。そのために私達はさまざまな模索をしてい
るわけですが、現在の私達の考えは、手順（プロセス）の妥当性と
得られた結果の納得性で評価をすることです。手順の妥当性とは、
例えば実現したい製品やサービスのターゲットユーザーの特性が抽出
できる手順になっているかどうかです。しかし、プロセスを正しく行
えば、いわば機械的に正しい結論に至るはずであると考えているわ
けでもありません。したがって、何らかの手順や結果の評価が必要
と考えています。この評価は、対象となる製品やサービスをよく理解
している人でないと困難である可能性がありますが、それはいわばピ

アレビューのようなものと言えます。このことから、このような研究に
おいては、製品やサービスを良く理解している人、すなわちこれらを
提供する企業の方でよく分かっていて判断できる方 と々の共同研究を
行うことが重要であると考えます。

議論3　他のSynthesiology論文の参照
コメント（小野 晃）

この研究論文では、Synthesiology 誌に掲載された他の研究論文
を引用しつつ、論を展開しています。構成学の研究が、内容は多様
であっても、相互に得るものがあることが望ましいと査読者は考えま
すが、今回参考文献に引用してみて、それがこの研究に対してどのよ
うな効果を発揮したか、筆者の立場から表明していただけるとありが
たいです。

回答（赤松 幹之）
この論文に記載した研究自体は 10 年以上前から行っていたもので

すが、当時から自分達の中では第 2 種基礎研究をしているという意
識がありました。しかし、この研究は人間の行動特性を解明すると
いう意味で分析的な研究であることから、要素技術を統合・構成し
て社会で使われるモノを実現するという構成的研究を掲載しているシ
ンセシオロジーの論文としてどのような論旨で書くことができるか見通
しがたっていませんでした。ところが、文献 18 として引用したワーク
ショップにおいて、分野による構成学のアプローチの違いを議論し、
物理学に代表されるような自然の原理が支配している分野の研究、
要素技術を組み上げることを意識して行う工学的研究、そして製品の
形で人に使ってもらうための研究という段階に分けて、それぞれのア
プローチの特徴を議論したことで見通しがつきました。というのは、
材料系の研究で物性を追求することで何が実現できるかが分かってく
るという研究アプローチに、私達の研究との類似性を見いだすことが
できたからです。分析によって人の認知行動が明らかになれば、どの
ような製品やサービスを実現できるかが分かってくるからです。よく知
ることが、ものを作るための指針を得ることにつながるという点で共
通していると言えます。私達の研究は人に使ってもらうための研究で
すが、同じ人間生活分野であっても、まずモノを作ることを考える工
学的研究と、私達のようなまず理解をすることから始める研究という
対比ができるようになり、シンセシオロジーの論文としてまとめること
ができたと感じています。

議論4　認知的クロノエスノグラフィ法の理論的背景
コメント（持丸 正明）

この論文の技術の中核となっている認知的クロノエスノグラフィの
特徴が、先行する他の方法と比較してよく整理されています。引用文
献を読むと、CCE が認知科学に立脚して作られたという理論的背景
まで理解できます。この論文でも、理論的背景に触れていただき、こ
の論文を読むだけで理論的背景が把握できるほうが読者に有益と思
います。

回答（赤松 幹之）
CCE を開発した背景には、ある状況下での限られた手掛かりを用

いた行動選択プロセスを事後にどのようにして把握するか、という課
題を解決する必要があるとの認識がありました。実際には限られた手
掛かりだけからの行動選択にもかかわらず、あたかも全体合理性にし
たがった行動選択であったかのように記述してしまわないように、行
動選択を行ったときの状態を再現し、その時と同じように作業記憶を
使って認知プロセスを表出してもらうことによって、これを解決しよう
としています。全体合理性による説明に陥らない方法は古くはバーバ
ルプロトコル法にさかのぼり、回顧的インタビューや CCE も基本は
これに立脚していますので、3.1 節の始めの部分に加筆して明示的に
しました。なお、理論的背景に関心をもつ関連研究者のために、理
論的な側面については注 4）として追記しました。
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議論5　初期仮説
質問1（持丸 正明）

行動観測にはある程度の初期仮説（調査、観察等によるクリティカ
ルパラメータの設定とエリートモニターの選択）が必要であり、この
初期仮説に基づいて設定した文脈、場に応じた結果しか得られない
とも言えます。そういう意味では、初期仮説を構築した時点で、CCE
によって「掘り起こせるであろう知見」の枠組みをあらかじめ決定して
いる面があるのではないでしょうか。初期仮説をできるだけきちんと
構築するためのプロセスというのはできあがっているのでしょうか？

回答1（赤松 幹之）
ご指摘のように、クリティカルパラメータの設定とエリートモニター

の選択が大変重要で、これによって得られる結論の枠組みを決める
ことになりますが、CCE は初期仮説を検証することを目的とした仮説
検証型の研究のための手法ではありません。なぜなら、検証する仮
説はあくまでクリティカルパラメータやエリートモニターの選定といっ
た製品やサービスの枠組みを決めるもの（カーナビや競技場での観
戦）であって、その製品やサービスが提供するコンテンツの枠組みを
直接的に決めるものではないと考えます。CCE の手順は、製品やサー
ビスを設計するための手掛かりを得やすくするための手順であり、初
期仮説を設けることによって、仮説なしでやってしまって結論が見えて
こないことを避けることができると考えています。

いずれにしても、初期仮説は極めて重要ですが、現時点における
私達の考えは、初期仮説を構築するときには、研究者としての洞察力
を可能な限り駆使しながら、できるだけ思い込みを排除して対象を眺
めよ、ということになります。経験的に言えば、思い込みを排除して
仮説を構築するためには、対象とする人の特性についての種々の知識
や、構築することを想定している製品やサービスの特性への深い理解
が重要になります。それは他のさまざまな学問領域において研究に取
り組むときの、最初の洞察と全く同じことであり、その最初の洞察の
深さが研究成果の質を左右することになると言えます。

質問2（持丸 正明）
回答にある「CCE の手順は、製品やサービスを設計するための手

掛かりを得やすくするための手順であり、仮説なしでやってしまって
結論が見えてこないことを避けるためのもの」という部分がこの論文
の本質をよく表しており、これを基にして「研究者としての洞察を駆
使し、可能な限り思い込みを排除して初期仮説をつくり、それに基
づいて CCE の手順を使うことで、見通しよく製品やサービスの枠組
みを構成できるようになる」という研究の進め方だと理解しました。
しかし、初期仮説を構築した上で CCE を活用する「研究の進め方」
は、やはり仮説検証型ではないのでしょうか？その検証は難しいで
すが、例えば、製品やサービスの枠組みが適切に構成され、いまま
でにない製品やサービスが利用者や社会に受け入れられ、社会の変
容につながったことが、初期仮説と CCE 手順に沿った枠組みの構築
が適切であったことの検証になるということではないのでしょうか？

回答2（赤松 幹之）
仮説検証型の研究手法ではないと述べたのは、厳密な「検証」に

はこだわらずに、仮説が間違っていないようであれば、その仮説に基
づいて製品やサービスの機能を設計する段階に研究を進める（ある
いは、現状の技術では実現できないと断念する）という研究シナリオ
をとるということです。もちろん、設計した製品やサービスの機能が
ユーザーに適合することができ、結果的にユーザーや社会に受け入
れられれば、仮説が正しかったという検証になるのですが、この論
文での研究シナリオの目的は構成すること（構成学）であって、仮説

検証によって認識するためのものではない（認識学ではない）とあえ
て主張したいと思います。

具体的な例で言えば、高齢者の駅内の移動の研究では、仮説は「高
齢者の認知機能低下は幾つかの異なるタイプがあり、それは注意機
能、遂行機能等の低下による」というものでした。この仮説に基づ
いて実験計画を立てて CCE 実験をした結果、仮説を支持するように
認知機能低下のタイプによって駅内行動が異なっていることが見出さ
れました。このように機能低下のタイプの存在は検証されたと言えま
すが、この研究の目的は「機能低下にはタイプがある」という仮説を
検証することではなく、その機能低下に応じた支援方法を考案する
ことでした。（必ずしも積極的な案がでるとは限りません。注意機能
低下群にとっては、いくら駅内に案内サインを設置してもそれに注意
を向けられないので、サインは支援方法にならないことが分かりまし
た。）このように、研究シナリオの一部には仮説検証のプロセスが含
まれますが、それ自体が目的ではない研究方法と言えます。

議論6　行動観察における介入と実験設定
質問（持丸 正明）

行動観測には、なんらかの介入を伴う場合があると思います。そ
の介入が将来構成するところの製品・サービスに近いものでないと、
介入による行動観測の深い理解をしても、よい構成方法に展開でき
ないでしょう。例えば、リアルタイムでかなりの情報を処理して提示
するとか、遠隔の情報を統合して何かを返す等のサービスの場合は、
介入そのものに IT を使わざるを得ず、その実験用 IT の構成の如何
が行動観測に影響してくるものと思われます。こういうケースはどう考
えたらよいのでしょうか？

回答（赤松 幹之）
一つのアプローチは、例えば遠隔情報といった技術的な制約を所

与の条件として、実験設定を行うことです。例えば、通信遅れがある
場合に、どういった情報提供の仕方が喜ばれるのかを把握したいとき
には、擬似的に遅れを作って実験をすることができます。この技術的
な制約をどれくらい所与の条件とするかは、例えば、機器やシステム
はそのまま使いたくて、コンテンツだけ改良したいのか、機器やシス
テムの基本構造を変えても良いのか等によって違ってくると思います。

構成学のための方法としてのCCEでは、介入における制約条件を、
実現しようとする製品やサービスの構成に合わせて決めることが重要
であると考えています。ただし、あまり最初の段階で製品やサービス
の構成を決め、それを所与のものとしてしまわないで、できるだけ前
提としての制約のない条件下で CCE のクリティカルパラメータを選定
する方が、これまでになかったような製品やサービスが生まれるもの
と考えています。

議論7　製品設計のための定量データ
コメント（持丸 正明）

CCE で得られる質的な仮説やモデルを、最終的になんらかの量的
なデータに置き換え、それらを製品・サービスの設計に活かしていく
のが典型的な流れかと思います。質的なモデルを、どのように量的な
データ、設計につなげていくべきか、お考えがあれば聞かせて下さい。

回答（赤松 幹之）
製品設計に必要な量的データについては、提供コンテンツが CCE

によってある程度具体化した段階で、一般的な人間工学実験によっ
て定めることができます。CCE という手法は、製品の定量的な仕様
を決める前段階、すなわち製品やシステムが備えるべき要件を見いだ
すために有効に働く手法と考えています。
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1　研究の背景：地下水汚染の現状[1]

地下水の水質については、環境省より「地下水質測定結
果」として公表されている。2009 年度の概況調査結果注 1）

によると、環境基準を超過した井戸の割合は約 6 ％で、項
目別では、「硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素」の環境基準超
過率（3.8 %）が最も高い。次いで「ヒ素」（1.0 %）、「フッ素」（0.5 
%）、「鉛」（0.3 %）、「ホウ素」（0.2 %）の順となっている。
上位 3 項目は環境基準項目が追加された 1999 年以降順番
に変わりはない（図 1）。2003 年以降、図 1 の「硝酸性窒
素及び亜硝酸性窒素」に減少傾向が認められる。概況調
査において、地下水汚染が発見された井戸は対象から外れ
るためと思われ、逆にその分、図 2 の井戸本数は増加して
いるものと思われる。

概況調査で汚染が確認された井戸は継続監視調査注 2）の
対象となり、汚染の改善が確認されれば調査対象から除
かれるため、継続監視調査の結果から汚染の存在状況の
概ねの傾向を見ることができる。「硝酸性窒素及び亜硝酸

性窒素」は 2004 年度以降基準超過本数が最も高く、増
加傾向にある（図 2）。

過去 5 年間で環境基準を超過した井戸がある市町村は
530 市町村で、全市町村の 31 % を占めている。「硝酸性
窒素及び亜硝酸性窒素」の汚染原因は主に施肥、家畜排
せつ物、生活排水からの窒素負荷で、汚染原因が多岐に
わたり、また汚染が広範囲に及ぶ場合が多い。
「硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素」が一定量以上含まれ

る水を摂取すると、乳児を中心に血液の酸素運搬能力が失
われ酸欠になる疾患（メトヘモグロビン血症）を引き起こす
ことが知られている。「硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素」の
「地下水の水質汚濁に係る環境基準値」は「硝酸イオン」
濃度と「亜硝酸イオン」濃度を「窒素」濃度に換算した和で、
10 mg/L 以下である。

地下水において環境基準を超える汚染が判明した場合
は、都道府県および水質汚濁防止法政令市によって、1）
人の健康を保護する観点から飲用指導等利用面からの措

苑田 晃成

地下水は古くから清浄な飲料水源として使用されてきたが、近年、硝酸性窒素および亜硝酸性窒素による汚染のため、飲料水として用
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置（飲用不可）、2）汚染範囲や汚染源の特定等の調査、
また、3）地下水の用途等を考慮しつつ浄化等の対策の推
進が行われている。

陰イオン交換体を用いて「硝酸イオン」を除去する試み
は行われていたが、共存陰イオンが存在すると、その効
果は限定的であった。そこで、これまで知られていなかっ
た「硝酸イオン」に選択的な吸着剤注 3）の開発に取り組ん
だ（図 3、図 4、図 5）。硝酸イオンに選択的な吸着剤は
アルミニウムとマグネシウムの層状複水酸化物（Layered 
Double Hydroxide、以下、LDH）で、ハイドロタルサイト
と呼ばれる鉱物（Mg0.75Al0.25（OH）2（CO3）0.125）とは Mg/
Al 比とイオン交換性の陰イオンが異なる無機イオン交換体
（Mg0.80Al0.20（OH）2Cl0.20）である。これまで LDH のアル
ミニウム含量を多くすることで、イオン交換容量を増やす検
討が数多くなされていたが、逆にアルミニウム含量を少なく
することで、硝酸イオンに対する選択性が発現する事を明
らかにした。また、塩化物イオン型なので、海水のように
塩化物イオンが大量に存在する中からも硝酸イオンを吸着

することができた。
一方、阪神淡路大震災以降、防災意識が高まり、地方

自治体等においては緊急時に備えて浄水システムを導入し
ているところも少なくない。しかし、海水から淡水を製造
可能な逆浸透（RO）システムは動力を必要とし、一般市民
が感覚的に操作できるものではないため、より簡易な浄水
システムを求める声があった。この研究開発では、RO シス
テムとは明らかに異なる「動力源を用いず、人力のみで稼
動できる簡便な装置」というマーケットを目指し、試作機
の作成を行った。用いる原水として、河川水、井戸水、プー
ル水の水質調査を行った。河川水には有害イオンは含まれ
ておらず、簡単なろ過と殺菌の組み合わせで十分飲用可能
であった。井戸水に関しては、地域により硝酸イオンの水
道水基準値を超過するものがあり、本硝酸イオン選択吸着
材が有用と思われる。プール水によっては塩素殺菌剤の不
純物である臭素酸イオンが検出される場合があり、臭素酸
イオンの除去剤を用いる必要があることがわかった。

図2　地下水質継続監視調査の環境基準超過井戸本数の推移
（主な項目）

図1　地下水質概況調査における環境基準超過率の推移（主な
項目）

図3　粉末吸着剤のSEM写真
板状粒子の大きさは幅：約500 nm、厚さ：約20 nm

図4　繊維状吸着材のSEM写真およびTEM写真
繊維の直径：約1 mm、内部は多孔性ポリマーの壁に粉末吸着剤が
非接触で閉じ込められた構造
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2　研究開発の目標
2006 年度の地域新生コンソーシアム研究開発事業に、

帝人エンジニアリング（株）と産総研を中心に、大学、公
設研、地元中小企業（協和化学工業（株）等）と共同研究
体を組織し、「分離機能性ナノ粒子の非接触複合化による
機動的浄水システム開発」という課題を採択いただいた。

産総研では、平常時は飲用不可となっている硝酸イオン
で汚染された地下水を緊急時に飲用可能とするため、硝酸
イオン選択吸着剤を用いて硝酸イオン除去システムの開発 [2]

を行った。
実用化時の商品イメージとして、社会的要請を満たすた

めに以下の目標を設定した（図 6）。
1）価格：システム1台あたり200万円（既存の商品より安め

の設定）
2）製造量：システム1台あたり飲料水20トンを1日で製造

（一人3 Lとして約6千人分）
3）水質：水道水と同程度（水道水基準の50項目を達成）

　これらを達成するため、以下の目標をプロジェクト終了時
に達成するべく設定した。
1）プロトタイプ：実機の1/10の製造能力（2トン/日/台）
2）高速処理（83 L/時間/台以上）：1時間あたりカラム体積

（約4 L）の20倍以上の速度
3）機動性

・小型化（スーツケースサイズ）：一人で簡単に移動可
能な大きさ

・微粒子除去フィルター（クリプトスポリジウム対策、
1 μm フィルター）、有機物除去カラム（臭い成分
等）、硝酸イオン除去カラムの組み合わせ

・省エネ：電気・エンジン等動力源を用いず、人力の
みを想定（低騒音）

・操作性：単純な原理とユニット化によるメンテナンス
の容易性

4）硝酸イオン除去：飲料水基準（<10 mg/L）を達成でき
る技術開発

研究開発のシナリオは、産総研が要素技術として持って
いる「硝酸イオン選択吸着剤」（図 3）の機能（吸着容量お

よび選択性）を再現して大量製造する技術を確立（協和化
学工業（株））し、帝人エンジニアリング（株）の非接触担
持成形技術（図 4、図 5）を用いて、その機能を維持したま
ま硝酸イオン除去用吸着材を製造するというものであった。

また、帝人エンジニアリング（株）は、機能性物質として、
粉末活性炭を同様に、非接触担持成形することで水処理
に関するもっと大きな市場を狙っていた。

二つの機能（有機物除去と硝酸イオン除去）をもつ緊急
時浄水システムとしての製品は、帝人エンジニアリング（株）
主導で、スーツケースサイズの試作機（無動力、手動ポンプ、
ユニット化）を作成するという明確な目標となった（図 7）。

3　硝酸イオン選択吸着「材」（アウトカム実現のために
必要な要素技術課題）
3.1　大量製造技術（機能の再現）

これまで、類似の化合物を大量製造した経験を生かし、
協和化学工業（株）で、産総研の合成方法をベースに工業
的手法を取り入れて大量製造に成功した。硝酸イオン選択
性と結晶性（XRD のピーク強度、半値幅より判断）は経
験的に正の相関があるものの、協和化学工業（株）では評
価できない硝酸イオン選択性を産総研で評価することによ
り、合成の最適条件を見つける事ができた。また、成形す
る際に、ノズルの穴を詰まらせないようにするため、吸着
剤の粉砕・篩い分けに関しては協和化学工業（株）のノウ
ハウを活用し、帝人エンジニアリング（株）の要求するスペッ
ク（粒径 45μｍ以下）を達成できた。

製品のスペック（硝酸イオンの吸着容量＞ 1.7 mmol/g-
粉末吸着剤、選択係数≒3000）を明確に設定することで、
企業のノウハウを外部に漏らすことなく研究開発を行う姿
勢は、技術力のある会社とお付き合いをする上で重要かも
しれない。

図5　非接触担持成形の模式図  図6　要素技術と研究目標の鳥瞰図
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3.2　成形技術（機能の維持）
粉末吸着剤を成形する場合、吸着剤とバインダを混合

するだけの通常法だと吸着剤の表面をバインダ成分が
覆い、吸着剤の性能が著しく低下する。海水からのリチ
ウムイオン採取用吸着剤において液中硬化法による成
形を行ったが、吸着剤性能の 6 割程度しか発現できな
かった [3]。帝人エンジニアリング（株）の開発した「非
接触担持法」[4]（帝人エンジニアリング（株）の研究員
が産総研四国センターに常駐して数年間共同研究を実
施）においても大量に処理することは難しく、一つの課
題となっていた。

実際、ラボスケールではうまくできていた吸着材が、
工場の大きな装置を用いると全く硝酸イオン除去性能が
発現しないという事態が発生した。産総研で詳細に検討
した結果、工場で使用している水（井戸水を直接使用）
が怪しいという結論に達し、純水ラインを用いることで
改善できた。硝酸イオン吸着剤は炭酸イオン選択性が高
いため、炭酸イオンを含む大量の井戸水で硝酸イオン選
択吸着材を洗浄していた際、イオン交換サイトがすべて
置換され、硝酸イオンに対して不活性となってしまった
ことが原因であった。

硝酸イオン除去性能を発揮できなかった吸着材を高濃
度の食塩水で再生する検討を行い、再生が可能というこ
とが判明し、使用済み硝酸イオン吸着材が繰り返し使用
できることが分かったことは、思いがけない成果の一つ
となった。しかし、浄水システムとして製造できる飲料
水以上に大量の純水を必要とするため、平常時に再生す
るとしても用途が限定されることが分かった。また、炭
酸イオンが硝酸イオン汚染水に共存すると硝酸イオン除
去性能が低下することが予想できる。

4　コンソーシアムのメリットと事業化に向けた残課題
（アウトカム実現のための構成的方法）

企業と共同研究を行っているだけでは、なかなか製品化
に至る研究は難しかった。コンソーシアムを設立し、研究
開発目標を共同で策定し、硝酸イオン吸着「材」を開発し
た。メリットとして、参画した産学官それぞれが連携のた
めの接着剤としての研究資金を獲得したことと、製品化を
強く意識することが挙げられる。公的資金を使って研究を
行うことで、民間企業に対してタイムリミットと責任が発生
し、結果として提案書を作成した際の数値目標を達成し、
基本性能をもつ試作機（図 8）を示すことはできた。

製品化に向けて、3 年間フォローアップ研究を行ったが、
この浄水システムが有効に使用できるか否か瞬時に判断す
るシステム、および浄水能力をリアルタイムモニタリングする
システムの開発が残されており、事業化主体となる帝人エ
ンジニアリング（株）では、2010 年度で、本製品の開発行
為は終了となった。

5　おわりに（結果の評価と今後の展開）
到達度の自己評価について、結論から言えば、4 合目程

度となった。繰り返しになるが、商品化のための解決すべ
き課題はこの浄水システムが有効に使用できるか否か瞬時
に判断する機能の付与と、浄水能力のリアルタイムモニタリ
ングである。これらの課題を解決するため、引き続づいて
地道に研究開発に取り組んでいきたい。

この研究をとおして最も感じたことは、「技術は人にあり、
技術の継承は組織の責任」ということである。共同研究
で協力していただいた人の中には、いわゆる「団塊の世代」
で、現場の第一線を退いたがピカイチの技術を持っている
方がいた。職人の匠の技があればこそ達成できた事もあ
り、組織がその技術を継承できなければ技術は消えてしま
う恐れがある。

産総研にしても同様で、プロジェクトの際に実際に手を

図7　機動的浄水システムの特徴とフロー図
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動かしてノウ･ハウを蓄積した契約職員がプロジェクトの終
了とともにその仕事から離れてしまう。端的な例では、留
学生が技術を学び本国に帰った後、その研究のエキスパー
トとして活躍するのに対し、組織改変等で技術を次の世代
に継承できなかった組織は技術を持った人が居なくなると
ともに消えてしまう。

今後の展開として、リアルタイムで硝酸イオン等を検知で
きるセンサーの開発に注力する。また、これまで蓄積され
たイオン選択吸着剤の技術を資源・エネルギー・環境・健
康分野に適用し、イオン選択吸着剤の実用化研究を行い、
一つでも商品となるものを生み出したい。
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この技術開発は、地域新生コンソーシアム研究開発事業

「分離機能性ナノ粒子の非接触複合化による機動的浄水
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注1）地域の全体的な地下水質の状況を把握するために実施す
る調査
注2）汚染が確認された地域について、継続的に監視を行うた
めの調査
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のまま水処理に用いると相分離が容易でないことが多い。
吸着材：水処理に用いる際に相分離が容易となる様に粉末吸着
剤をバインダー等で成形した材料。有効成分以外を含んでいる
ため、体積あたりの性能は粉末吸着剤に比べ低下する。

「平成21年度地下水質測定結果」, 環境省 水・大気環境
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用－, (株)エヌ・ティ・エス, 東京 (2010).
特許第4339674号, 機能性粒子担持繊維とその製造方法, 
(2009. 7. 10)

[1]

[2]

[3]

[4]

参考文献

執筆者略歴
苑田 晃成（そのだ あきなり）

1993 年九州大学大学院総合理工学研究科分
子工学専攻博士課程修了。同年、工業技術院
四国工業技術試験所入所。2001 年から産業技
術研究所海洋資源環境部門主任研究員。つく
ば企画本部企画主幹、環境管理技術研究部門、
健康工学研究センターを経て、現在、健康工学
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害陰イオンに対して選択的な吸着剤、健康リスク物質を削減するため
の技術開発に従事。

査読者との議論
議論1　製品スペックの設定
質問（村山 宣光：産業技術総合研究所先進製造プロセス研究部門）

製品スペックについて、「製品のスペックを明確に設定するこ
とで、企業のノウハウを外部に漏らすことなく研究開発を行う姿
勢は、技術力のある会社とお付き合いをする上で重要かもしれな
い。」は大変参考になる指摘だと思います。今回の研究開発では、
製品スペックの設定において、どの機関がリーダーシップを取っ
たのか、また、製品スペック設定から各要素技術の目標設定への
ブレークダウンにおける工夫等をお聞かせください。

回答（苑田 晃成）
謝辞に記載していますように、今回の研究開発では研究代表者

であった産総研の廣津主幹研究員（現、副研究部門長）のリーダー
シップにより製品のスペックが設定されました。「2．研究開発の
目標」のところに記載しておりますように、製品のスペック設定
において、既存の製品と競争して勝てるものを目標に設定し、そ
こから各要素技術へのブレークダウンが行われました。特に、流
速に関しましては、SV=20 という数値が掲げられ、何の確証もな
いまま実験をするしかありませんでした。結果的に、カラム体積
あたりの処理量が少なくなりましたが、水道水基準を満たす飲料
水を製造することができました。

議論2　製品化されなかった理由
質問（景山 晃：産業技術総合研究所イノベーション推進本部）　

この論文は、企業と共同で行った緊急時に飲料水を供給するた
めの硝酸イオン選択吸着「材」の開発を示したもので、統合的な
研究開発を進めたことで技術的には目標を達成しています。その
一方で、企業の最終判断で浄水システムの製品化は見送りとなっ
ています。その理由として、技術目標だけでなく競合技術との総
合コストの比較や市場の大きさ等も考慮すると、結果的に目標設
定があまかったということはないのでしょうか。

回答（苑田 晃成）
一つの原因は、「4．コンソーシアムのメリットと事業化に向け

た残課題」に述べたとおり、リアルタイムモニタリング技術の開
発を同期させておらず、ユーザー側で使用の可否を判断できない
ことです。

また、当初の目標設定で既存の RO システムと明確に異なる製
品ターゲットを設定して研究開発・試作を進めました。しかし、
研究開発の終了時点で振り返ってみると、技術開発の目標値だけ
でなく、1）市場サイズの予測、2）コスト設定、3）市場展開イメー
ジの策定等において、当初の差異化点が必ずしも十分ではなかっ
た、すなわち、目標設定が結果的に十分でなかったことが考えら
れます。
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上記は推論を含めた考察ですが、製品化を目標とする研究開発
では、パートナー企業の協力を得て、これらの点をしっかり検討
して計画を立てることが重要と思います。

議論３　技術の継承
質問（村山 宣光）
「技術は人にあり、技術の継承は組織の責任」とのご意見は、大

変重要な課題であると思います。技術の継承について、具体的な
アイデアやご意見をお聞かせください。

回答（苑田 晃成）

産総研のように、組織名が残らないような改廃を繰り返してい
ると、技術の継承は困難に思います。当然、すべての技術を継承
していくことはできませんので、残すべき技術を選択する必要は
あるかと思います。例えば、新しい技術にとって替わられて、今
後使われない技術は消えていくとしても、大きな柱となる技術は
さまざまな世代（年齢）のグループを形成すべきです。定員制で
補充採用をしていた工業技術院時代も、技術の継承という意味で
は悪くなかった制度に思います。技術の継承には、常に 5 ～ 7 人
のグループで共通の技術があると理想的に思えます。グループを
大ぐくりにすることは一つのアイデアかも知れません。
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1　背景
1970 年代は、自動車の保有台数が急速に増加し、また

性能も飛躍的に向上した時代であった。移動という点で考
えると、道路は質・量とも整備が不十分で、ネットワークを
構成しておらず、また案内標識もわかりにくく少ない、市販
道路地図も粗く、日本的な町名表記（欧米のような街路中
心でない）も災いし、知らない目的地に行くにはそれなりの
困難があった。

一方、自動車にはスピードメーター等運転に必須な機器
以外で補助的に装備されていたのは、時計と AM ラジオ
程度で、ナビゲーションとは方位磁石と道路地図帳を併用
するものであった。【ニーズの存在】

自動車用ナビゲーション（以下ナビゲーションと略す）の
先達は、船舶用や航空機用であった。それらの航法は、
現在地と航行方位の特定である。初期には六分儀と時計

が、その後、電波標識等が使われるようになったが、自動
車は行動域が狭く、また走行する場所が道路に限定され
るため、これらの手法は自動車用航法としては不十分であっ
た。

そこで米国では、1960 年代から衛星測位、ビーコン利
用、Route Guidance System の研究開発が進められた [1]。
【お手本の存在】

日本でも、1970 年代後半から各省庁の交通管制やナビ
ゲーション等のプロジェクトが推進され、ナビゲーションの
技術要素、システムの研究が始まった。

1980 年代はカーエレクトロニクスが車を制御する時代へ
移行した時代で、電子技術の急速な発展に助けられさまざ
まな分野（半導体・回路技術、センサー技術、ソフトウェ
ア技術、ディスプレィ技術、シミュレーション技術等）で高
性能化、小型軽量化、低コスト化されていった。また通信
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技術と応用、普及、人工衛星の技術の急速な発展も見逃
せない。【支える技術の発達】

ナビゲーションは、「初めて行く目的地に到達することを
ガイドしてくれる装置の実現」という技術者の夢が始まりで
あり、Door to Door Navigation（目的地の家の前まで誘
導してくれる）が理想、しかも船舶や航空機と異なり使用
者は運転や航法のプロでない場合がほとんどである。第 2
章では、上記キーワード【 】を背景として、商品としてのナ
ビゲーションの変遷を述べる。また、商品化していくプロ
セスで技術課題がどのように変わっていったのかを見る。
第 3 章では、その技術課題をどのように解決していったか
について述べる。第 4 章では、ナビゲーションは運転中に
操作や視認をするために、社会に根付かせるためには安全
性を担保しなければならない。そのために行われた、ヒュー
マンファクタの研究開発、およびそれを支援するための国
際標準化活動、および社会受容性を促進するためのガイド
ライン等の開発について述べる。

ナビゲーションを構成する技術は広い分野にまたがるた
め、図 1のごとく、商品として成立するための技術と支える
技術、そして社会導入のための作業、について述べる。す
でに使用されなくなった技術は点線で図示した。池田 [2] ら
がナビゲーションに必要な車載、インフラ技術について、
主として、ナビゲーションメーカーの立場で具体的に論じて
いるが、この論文では車載機器としての成立性や社会導入
を重要視しているカーメーカーの立場を中心に述べる。

2　企画・商品の変遷
カーメーカーの立場は、自動車そのものを売ることが一

つの目的で、自動車と搭載している機能・装備が、利便性、
安全性、エンターテイメント性、デザイン性等商品性で、
顧客に満足度をどれくらい与えられるかが重要である。す
なわち価格 / 効果があるかである。

ナビゲーションは、お客様にこのような商品を提供すれ
ば喜んでいただける、という技術者の夢の実現から開発が
進んだものと考えられる。

ナビゲーションは、登場以降、高価格グレード車の標
準装備へと拡大し、アフターマーケット（非純正部品や用
品の市場）でも競って商品力を向上させた商品が追加され
た。その結果、ナビゲーションを搭載するインストルメント
パネルの基本構造・設計、デザインに自動車企画初期から
検討される要素になった。このことは、自動車のデザイン、
強度、耐久性、走行中の見易さ・操作の安全性、着脱性、
電磁環境両立性、衝突時の安全性等自動車開発の多くの
デザイン・設計要件と評価要件、製造要件を満足して、多
くの知恵と労力が注ぎこまれていることに他ならない。
2.1　初期の企画：【ニーズの存在】と【お手本の存在】
を満たす技術の具現化

ナビゲーションの目的は前述のごとく、目的地へ誘導する
ことである。運転中、見やすく、分かりやすく、精度良く、
経路を指示する装備を提供することが商品企画になる。

第 1の商品は 1980 年に導入された「電子コンパス」で、
現時点の自動車方位を電子データとして取得、指示する。
表示された自動車方位と道路方向と、ランドマークを参考
に、道路地図帳で現在地と目的地をもとめる商品である。
第 2 の商品は、「電子コンパス」の方位データと走行距離か
ら現在位置を推定する推測航法（Dead Recognition）を

図1　技術の開発
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用いて、出発地点（現在地）から目的地まで目的地方向と
残距離を表示する「ナビコン」という商品で、1981 年にセ
リカXX に搭載された。同時期に日産も同種製品を発売
し、またホンダ「Electro Gyrocator」ではガスレート・ジャ
イロを使って方位ではなく、方位角度変化を求める方式を
採用した。このように同時期に類似製品が世に出されたこ
とは、技術者の夢が社会的に共有されており、発達しつつ
あった電子技術を使ってそれぞれが実現しようとしたといえ
る。また「Electro Gyrocator」は CRT 注 1）を使ったディ
スプレィを採用することで後の地図の表示を決定付けた。
1985 年ソアラではカラー CRT を使った「エレクトロマルチ
ビジョン」で故障診断表示、燃費モニタ、高速道路地図、
走行情報（サスペンション状態）、自動車装備の取り扱いマ
ニュアル、TV 放送表示（停止時のみ描画可能）等、その
後のナビゲーション機器が具備する情報表示機能の一部
が搭載された。なお上記マニュアルや地図情報を提供する
ため、当時音楽用として一般的であったカセットテープがメ
モリ機器として搭載された。
2.2　市場導入後の発展期：【支える技術】の利用

1987 年に、次の商品として CRT 表示と推測航法を活用
した現在のナビゲーション機器に近い商品「エレクトロマル
チビジョン」がクラウンに搭載された。ソアラで始まった車
載情報機器の一つの機能として、ナビゲーション機能が追
加されたのである。この車は地図情報を搭載した CD 注 2）を
メモリ機器として搭載、デジタル地図表示が可能となった。
デジタル地図データは当初各メーカーで準備したが、開発・
維持費用も莫大であるため共通化の動きが進んだ [2]。メモ
リは前述のようにカセットテープから CD、DVD 注 3）、その
後 SDメモリカード注 4）やHDD注 5）に変化し、データの大容量・
高速化につながり、多機能化に貢献できた。オーディオや
コンピューター用のメモリが発展していったので、それを適
宜採用してきたといえる。

1991年には、表示器が CRT からTFT-LCD注 6）へと大幅
に薄型・軽量化・低電圧化し、自動車への搭載性が格段に
よくなった。一方、米軍専用技術と考えられていた GPS 注 7）

導入による位置精度向上が可能となった。推測航法では、
センサーによる走行距離情報と方位角度 / 角速度情報を演
算して現在地を出すため、センサー情報が誤差を含んでい
ればそのまま累積した位置誤差となるが、GPS は受信でき
る限りは連続的に自車位置を入手するので一時的な誤差は
修正される。また走行軌跡と地図データを比較するマップ
マッチングで位置が補正されるケースもあり [2]、位置精度
向上と、経路探索のソフトウェア技術をベースにした経路
案内、軌跡表示、地点登録等機能が充実し、32 bit マイ
クロコンピューター投入により実用的なナビゲーションがで

きるようになった。ナビゲーションが目指している Door to 
Door Navigation の第一歩へ進んだといえる。
2.3　転換期
2.3.1　経路誘導の転換：通信の利用
1）VICS等の展開

1996 年に警察庁、旧郵政省、旧建設省の協力で道路交
通情報通信システムVICS注 8）が導入された。VICSは光ビー
コン、電波ビーコンと FM 多重放送で送信される交通情報
（渋滞情報、所要時間、事故・故障車・工事情報、速度規制・
車線規制情報、駐車場の位置、駐車場の満車情報等）を
ナビゲーション機器で受信し、情報表示と最短のルートを
選択するための情報とするもので、現在は約半数の自動車
用ナビゲーション機器に搭載されていると推測される。こ
のことは自動車が孤立して動いているのではなく、インフラ
ストラクチャ側とリンクして情報交換し、最適ルートを選択・
決定するという機能ができたことになる。

また DSRC 注 9）とナビゲーション機器を統合制御する
ITS 注 10）車載機が導入されつつある。これはナビゲーショ
ン、VICS、ETC 注 11）等、個別に提供されていたサービス
を一つの車載器で提供することである。
2）課題：センター型ナビゲーション

経路探索を個々の自動車がするより、現在地と目的地の
データをアップロードし、交通管制センター等のインフラス
トラクチャ側で渋滞緩和も視野に入れて経路誘導・ダウン
ロードを行ったほうが効率と精度が良いのではないかとい
う検討もされており、今後の課題である。
3）外部からの付加情報

ナビゲーションの表示器を使った多くのアプリケーション
が期待されている。一つは衝突防止システムであり、路車
間通信を使って交差点で見えない方向から近づいてくる自
動車の警告表示や、見えないカーブ前方の渋滞警告、など
が実証されている。
2.3.2　地図データベースの転換：運転制御への利用

地図データの自動車運転への応用である。道路データの
内、道路の傾斜、カーブ等の情報を利用して自動変速機
のシフトアップ/ダウンや速度制御、サスペンションのチュー
ニングを自動的に行うもので、安全走行に役立つと思われ
る。すでに、カーブ手前での自動変速機のシフトダウン機
能をもっている車種もあるが、この用途へのさらなる活用
は次世代地図情報がもつべき情報にかかわるので、これか
らの大きな課題になると思われる。
2.3.3　新しいサービスの創造

Telematics 注 12）が普及してきた。これはカーメーカーが
自社の顧客に対するサービスとして、双方向通信、電話に
よる対話で渋滞情報等情報交換を行って運転の手助けを
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する。また事故、故障等の際の救助要請を行う緊急通報
サービスも運用されている。

3　技術の変遷
3.1　航法技術：コア技術としての位置同定技術

2.1 節で述べたように、自動車のナビゲーションは方位コ
ンパスの電子化から始まった。推測航法のために方位の電
子データが必要で、採用したのが地磁気センサーである。
地磁気は 3 ×104 nT 前後の小さな値で、自動車ボディー
の着磁や、送電線、鉄道線路、山地付近等で誤差が大き
くなる欠点があった。ボディー着磁の原因として、自動車
生産時プレス工程にて鉄材が圧延されると部分的に磁化す
ることに加え、走行中踏み切り通過時に架線に流れる電流
によることが多かった。また地磁気の特徴として地球の南
北極と磁極がずれているため、日本のように国土が狭く、
その偏角がおよそ 5 度西から 9 度西に収まる場合は限定さ
れた精度で使えるが、海外、例えば米国では国土の東西
端の距離が大きく、偏角が大きくなるため使用できない。
そこで「電子コンパス」導入時には国内利用に限定すること
とし、更に自動車生産時の着磁の対策で自動車全体の消
磁装置を作って完成車を消磁した。その後の走行時の着
磁を随時補正するため、自動車を 360 度旋回させ、電子的
に地磁気センサー出力を補正する方法を導入した。

走行距離と速度（スピードメーター用車速センサー、そ
の後車輪回転センサーから入手）と方位データ（電子コン
パス）、を計算して現在地を推定し（推測航法）、目的地ま
での距離と方位を計算・表示することで「ナビコン」、そし
て初期のナビゲーション [3] が実用化した。一方「Electro 
Gyrocator」では方位角の変化をガスレート・ジャイロで求
める方式を導入したが、その後、車載ジャイロは光ファイバー
ジャイロ、振動ジャイロと小型化し進化した [2]。

また米軍衛星を使った GPS の利用によって現在位置が
常時受信できるようになったことにより状況が改善した。初
期の GPS は軍用外の使用では精度が約 100 mと悪く、ま
たビル影、地下、トンネル内等で受信不可の場合があった。
そのために GPS データ、マップマッチングで現在地を推定
したが、一般道路と高速道路が 2 層になっている等の間違
いやすい道路構造の場合もある。このためナビゲーション
は通常は自動車内蔵の車速・距離信号、左右タイヤ回転差
の検出、機器内蔵の加速度センサーやジャイロ等で補正さ
れる。また位置が分かっている固定局（放送局）を利用し
GPS データを補正する Differential GPS のシステムも運用
されたが、その後 GPS 自体の精度が向上したため終了し
た。今後、日本で開発中の準天頂衛星「みちびき」による
GPS データの補完では、位置精度向上が期待される。

3.2　道路地図データベース：コア技術2：地図上に自動
車位置を載せる

第 2 の技術開発は道路地図データベースの開発である。
データベースはユーザーのインターフェース部分である地図
を描画するためのデータと道路のネットワークを定義付ける
部分である。ネットワークはリンク（道路部分）とノード（交
差点）で記述し、経路探索、所要時間計算、渋滞情報処
理等に利用される。道路にはいわゆる生活道路から高速道
路までさまざまなレベルがあり、道路管理者も異なるため、
そのデータベースを作成することと追加・修正等の維持に多
大の費用がかかる。このため当初各メーカー準備でスタート
したデータベースであったが、フォーマット、データ、登録
方法の標準化をするため、ナビ研（現 IT ナビゲーションシ
ステム研究会）、日本デジタル道路地図協会が組織された。
その後、日本のカーメーカー、ナビゲーションメーカー、地
図会社が中心になって、本格的なナビゲーション用地図デー
タ「KIWI フォーマット」が誕生し、JIS D 0810、その後
ISO/TC204/WG 注 13）3 にて ISO/TS 注 14）20452 として規格
化された（ISO/TC204 は 4.1 節参照）。また当初より走りも
しない遠隔地の地図データを個々の自動車に搭載するのは
不要との意見もあり、通信で必要な地図データを提供する
仕組み、例えば i フォーマットが導入された。国土交通省
国土地理院を中心に GIS 注 15）も研究されており、今後この
分野の発展が期待される。
3.3　ヒューマンインタフェースの進化：コア技術3：ドラ
イバーへの経路情報提示と表示操作の安全性

地図表示ハードウェアは当初の CRT から、軽量・薄
型・省電力の TFT－LCD が主流になって現在に続いてい
る。地図表示技術は、これまでのあたかも地図を見てい
るような North up 表示のほか、進行方向を上に表示する
Heading up 表示、交差点拡大図、Turn by Turn 表示（曲
がる交差点までの距離と曲がる方向を指示）が採用された
が、広く受け入れられた手法にバードビュー表示がある。
これは詳細な近傍の地図と粗いが遠方まで俯瞰できる、
使い勝手の良い地図表示である。また多色利用による識
別性向上、記号の利用、等表示方法にはさまざまあり、ディ
スプレィの解像度の向上にも伴って視認性、判読性向上が
図られているが、選択はドライバーの好みに任されている。
しかし、好みには国民性があり、海外では当初 Turn by 
Turn 表示が普及したし、ハードウェア面では安価で、小
型、脱着容易な PND 注 16）の普及が著しい。

操作では通常のスイッチから、画面を触るタッチパネル・
スイッチ、音声認識、リモコン等が採用されている。

当初、ナビゲーションはセンタークラスタ下部に設置さ
れ、走行中視線移動に時間がかかる位置であった。ヒュー
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マンファクタの研究から、もっと高い位置が良いことは分
かっていたが、これまでの伝統的な内装デザインを変更す
ることへの抵抗や、空調の吹き出し口やダクトの取り回し
の問題もあった。TFT-LCD が登場し、搭載位置の検討
が進み、運転そのものを邪魔せず、走行中にも視認性、
判読性の良い位置、さらに衝突安全性を確保したセンター
クラスタ上部に設置位置を確保している。またマジェスタや
BMW では HUD 注 17）の中に Turn by Turn 表示も出して
おり、走行中の視線移動を減らしている。
3.4　国内外のプロジェクト：公的プロジェクトによるイ
ンフラと車載機器とのシステムアップ

第 4 の技術開発はナビゲーションを含む技術とシステム
を検討する多くのプロジェクトの発足である。

米国では、1960 年代後半におけるRobert French[1] の新
聞配達ナビゲーション、Route Guidance with Map Matching 
System、1970 年代初期の FHWA注 18）主導の ERGS 注 19）や
IVHS 注 20）、欧州では ALI注 21）や DRIVE 注 22）、T-TAP 注 23）

等に始まる官学民協力の下に推進された研究開発プロジェク
ト [4] があった。

日本では、1970 年代から通商産業省大型プロジェクト「自
動車総合管制技術」CACS 注 24）、警察庁AMTICS 注 25）、建
設省 RACS 注 26）等のプロジェクトが始まり、更に 1990 年代
には運輸省 ASV注 27）、建設省 ARTS 注 28）、AHS 注 29）、ス
マートウェイ、警察庁 UTMS 注 30）、DSSS 注 31）、通商産業省
SSVS 注 32）等が ITS 時代の準備を行った。これらの開発項
目は、研究開発、実証実験を通して日本の IT 注 33）/ITS 戦
略となった。1996 年 ITS 関連 5 省庁は「ITS 全体構想注 34）」
を発表、その中で「ナビゲーションの高度化」があげられた。
そして、ITS Japan注 35）という官民学を纏め上げ、国を挙
げて推進するという効率の良い体制ができ上がった。なお
郵政省は電波行政でサポートした。

ナビゲーションはスタートして約 30 年経過したが、技術
的にはまだまだ発展可能性があり、今後、現在地精度のさ
らなる向上、渋滞を避けるルートだけでなく、最も早く着く、
また最もエコなルート提供や、運転技術に応じたルート等
ルート提供の改良、新しい道路への対応や事故・工事中
情報の折り込み、目的地への進入方向まで考慮した案内
等、課題改善を期待したい。DSRC を利用した情報交換、
プローブシステムによる渋滞検知精度の向上、前述の準天
頂衛星「みちびき」等、日本の技術への期待は大きい。

4　国際的調和−ヒューマンインタフェース：社会受容性
のための安全確保への取り組み
4.1　社会受容のためのガイドライン、国際標準化の整備

技術者達は夢としてもっていたナビゲーションを、前述し

たように多くの人々の力と技術で実現してきたが、単に製品
を作るだけでなく、それを社会に受け入れてもらえるための
努力もしてきた。ナビゲーションの機能は運転に役に立つも
のであるが、それと同時に、地図を始めとする情報を提示
することは、道路から眼を離させることになり、いわゆる脇
見運転を助長するのではないか、という危惧も早くからもっ
ていた。商品開発だけをし、市場に投入すると、不適切な
使用による問題が発生しかねず、そうなると人に役立つ技
術が社会から葬り去られる危険を認識していた。例えば欧
州のプロジェクトDRIVE ではその危惧を明示し、ヒュー
マンファクタの検討を早くから始めた [5]。日本でも、RACS
の中で、視認タイミング等ドライバーがどのようにナビゲー
ションを利用するのか研究を行った [6]。製品化の技術開発
とほぼ平行してカーメーカーを中心にヒューマンファクタの
研究が推進されてきた。そして、ヒューマンインタフェース
設計の指針の標準化の活動や業界でのガイドラインの策定
が進められた。

他国に先駆けてナビゲーションの市場導入を行った日本
では、省庁の援助のもとで表 1 のように、市場導入後の間
もない 1990 年に日本自動車工業会注 36）画像表示装置安全
性分科会が業界内で守るべきガイドライン「画像表示装置
の取り扱いについて」を策定し、公表した。ここでは、走
行中での細街路表示を禁止し、目的地設定の操作もでき
ない。これは、ナビゲーションという新しい技術を社会に
導入するに際して、その利用の安全性も考慮して進めてい
ることを社会に示すものでもあった。

また 1990 年頃には ITS 機器の将来の拡大を見越して、
ITSの開発推進とその国際標準化の機運が盛り上がった。
そして 1993 年 ISO/TC 注 37）204 （TICS 注 38）、現在 ITS に
改名）が国際標準化推進団体として結成された。また、
1994 年には第 1 回 ITS 世界大会がパリにて開催され、そ
の後、年 1 回アジア太平洋地域→北米→欧州→と 3 極持
ち回りで学会と展示会が催され、技術・商品力の面での推
進役を果たしている。ISO 活動が国際的調和のとれた基
準作りを行い、ITS の発展を支える役割を担うことになっ
たが、これらの機能ができたのは日本で拡大しつつあった
ナビゲーションが一つのきっかけになったことは疑いない。
また日本では TC204 国内委員会（現 ITS 標準化委員会）、
TC204 国内技術委員会が統制をとって対応したことは、技
術の発展、標準化の面で国益に貢献したと考える。

ISO/TC204/WG11（Route Guidance and Navigation 
Systems）はシステム、メッセージセットやインターフェー
ス類の標準化を担当した。著者はヒューマンファクタとイン
ターフェースの標準化を行うISO/TC204/WG13（Human 
Factors and MMI 注 39）、以下 WG13 と略す）と ISO/TC22/
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SC 注 40）13/WG8（ TICS on-board MMI、 以 下 WG8 と 略
す）の国際エキスパートを1993 年から2003 年まで務めた。
欧州の国際エキスパートの当初の認識は、「日本では運転
しながらテレビを見ているが、それで良いのか」、「道路標
識や街路名、建物 No.を見ていれば目的地に着けるので、
ナビゲーションは不要ではないか」というようなものであっ
た。そこで 1994 年の第 1 回 WG8 パリ会議の際、自動車
技術会ヒューマンインタフェース分科会（当時は MMI 分科
会と称す）で準備した「日本ではなぜナビゲーションシステ
ムが必要か」のビデオをもって説明した。なおこの分科会
は日本を代表してヒューマンファクタ国際標準化の役割を
担い、国内の意見調整やデータ準備、国際会議の結果の
国内への展開の役割を担っている。
4.2　ナビゲーションの設計要件の国際標準化

ISO の二つの WG で国際規格の標準化が始まった（表
2）。検討のベースになったのは、日本が提供した前述の
JAMAガイドライン「画像表示装置の取り扱いについて」と、
欧州が持ち込んだ DRIVE II の成果であるHARDIE 注 41）

ガイドラインで「ルートをハイライトで表示した地図を表示し
てはならない」等、日本のナビゲーションの実態に合わない
規格であった。ドライバーに考えさせてはいけない、こうし
ろという指示のみがよい、という理屈であった。その後の標
準化作業の検討項目になった。

なお 1995 年に TC204/WG13 は廃止され TC22/SC13/
WG8に一本化された。当時、多くの情報が一斉にドライバー
に提供されると、ドライバーは情報を処理しきれず安全情
報を無視する可能性があるということで、情報の提供の仕
方を検討することになったが、製品化が最も進んでいた日
本が担当した。そのために情報の優先順位という考え方を
表 2No.4 の一部である ISO/TS 16951 Message Priority
で導入し、安全上重要なもの、直ちに行動を起こさなけれ
ばならないものの優先順位を高くする情報ごとのランキング
法を明確にした。また警報の統合化について ISO/CD 注 42） 
12204 Warning Integrationを日米が中心で準備中である。
4.3　使用実態に即した自主ガイドライン改訂と法的整備

実際にガイドラインを運用してみた結果、表 1のごとく、

表1　主なヒューマンインタフェースガイドライン、規格、法規の標準化[7]

表2　標準化作業項目（TC204/WG13およびTC22/SC13/WG8スタート時）	

1990年
1992年
1993年
1994年

1995年
1999年
　
2002年
　
　
2004年

JAMAガイドライン1.0：走行中の細街路地図画面の消去、目的他設定不可
ISO/TC204の発足
ISO/TC204/WG13の発足
ISO/TC22/SC13/WG8の発足
対話管理 (発行2002)、聴覚表示 (発行2004、改訂2010)、
視認行動計測 (発行2002)、視覚表示 (発行2002)、走行中の表示適合性（発行2003）、
表示内容の優先度Message Priority（発行2004）審議開始
JAMAガイドライン1.1：走行中の表示文字数の制限
JAMAガイドライン2.0：その道路上にいるときは細街路の表示可に変更
道路交通法71条：走行中の携帯電話の手持ち使用禁止、ビデオ画面注視の禁止
JAMAガイドライン2.2：表示装置は視角30度以内に設置
道路交通法109条：車載機器の表示・操作・提示情報の原則
ISO/TC22/SC13/WG8にてOcclusion Methodの審議開始 (ISO発行2007)
JAMAガイドライン3.0：走行中に操作可能な機能の最大操作時間を規定
道路交通法71条改訂：走行中の携帯電話の手持ち使用に対する罰則強化
ISO/TC22/SC13/WG8でLCT注46）法の審議開始

No.
1
2

3

4

5
6
7
8

　　　　　 Title
ヒューマンファクタ文献集
カーナビゲーションシステムの
ヒューマンファクタ
ドライバ -車システムの
ヒューマンファクタ
インテグレーション

視覚表示
聴覚表示
視認行動計測
対話管理

　　　　　　　　　　　　　　内容
TICSヒューマンファクタのデータベース作成
ヒューマンファクタからみた制約条件

ACC注47）、FVCWS注48）等のヒューマンファクタからみた制約条件

表示の優先度Message Priority、その後警報の統合化
Warning Integration追加
表示器視認要件
音／音声の警告
走行中表示の気付きやすさの試験条件
ドライバーの負担を小さくするような情報の推奨値

項目議長
米国
米国

米国

日本

イタリア
フランス
英国

スウェーデン
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JAMA ガイドラインは 1995 年と 1999 年に改定された。
1999 年道路交通法でテレビ映像等の動画像の走行中の視
認が禁止された。これは事実上野放しであったテレビ番組
の視聴を規制するものであったが、ナビゲーション画面の視
認も同時に規制対象にならないように、動画の定義が検討
された。2002 年には、JAMAガイドラインVer 2.0はVer 2.2
に改訂されたが、ここでの主な追加点は表示装置の設置位
置に関するもので、正面から視角 30 度以内にディスプレィ
を置くことを定めた。この年に、ガイドラインに沿った形で、
道路交通法の改訂がなされ法的な整備が行われた。

また、4.1 節で述べたように、運転中の視認・操作はい
わゆる脇見運転を誘発することになることから、安全運転
を阻害する脇見という観点から、規制すべき視認・操作を
規定することの必要性がでてきた。
4.4　ドライバーの脇見（Driver Distraction）への対応

討議のキーポイントは、走行中ドライバーが前方運転視
界から視線を移動し、ナビゲーションの表示を読み / 判
断し / 操作をするという脇見行為をどこまで許すかであっ
た。この問題意識は米国でも持たれ、AAM 注 43）でも検
討が始まった。その結果、WG8 において、2002 年から
Driver Distractionとして測定法、評価法の構築が始まっ
た。JAMAではナビゲーションやメーター等への視認行
動の計測、車内へ視線がいくことによる運転への影響等
の実験を行った。また米国からの提案のあった液晶シャッ
ターのついた眼鏡で視認・操作する Occlusion 法をも並
行して検討し、この方法によって運転中に許される範囲を
実験的に検討した。これを基にして、JAMA ガイドライン
Ver3.0 が 2004 年に発行された。この試験法の ISO 16673 
Occlusion Method が成立したのは 2007 年で、国際標準
化活動に先駆けて、国内ガイドラインとして公表されたこと

になる。このように、ナビゲーション製品が世界を先駆けた
と同様、安全のための基準作りも日本が世界をリードして
きたことを明記したい。

海 外では他に国連 欧 州経 済委員会の WP29 注 44）、
IHRA 注 45）/ITS WG 等で検 討し、Standard（標準）、
Code of Practice（服務規程）、ガイドライン、法律等強
制力の異なるものにまとまりつつある。カーメーカーや部
品・ナビゲーションメーカーが、国際規格等を満足したう
えで、使いやすく安全を担保した形での商品開発と社会
導入を図って活動をしてきたことが、官民学の連携の基盤
となり、図 2 のごとく、広く市場に普及することに貢献し
てきた。

5　おわりに
ナビゲーションが世界に普及したのは、目的地にガイドし

てくれる装置へのニーズの存在と、多くの分野の技術者が
そのことに共感して先行検討してきたこと、また時代が必
要な技術を提供してきたこと、メーカーに商品力向上の一
環として開発しようとする意欲があったこと、自動車の販売
が急速に伸び市場が成長したこと、新規産業創出への期
待から行政組織からの支援を得ることができたこと、世界
的な ITS 推進の動きに乗って各国に展開されていったこと
等、人智を集約し、多くの技術や状況が融合・統合・発展
し、成果を上げたと考える。今後の自動車に期待される知
能化・自働化への貢献も望みたい。また第 4 章では、製品
の技術開発と安全性のため技術開発を両輪として進めたこ
とを紹介したが、氏家 [9] は立体映像の分野でも進めてお
り、こういったアプローチは人が日常生活で使う製品の社
会受容性を作り出すことに有効に働くものと考える。

なお効率よい自動車の目的地への走行は、ドライバーの
精神的・肉体的負担軽減だけでなく燃料消費等環境にも良
い効果を導くことを明記したい。

世界をリードしてきたナビゲーションは、日本国内での装
着率は約 40 % にもなり、また携帯電話、スマートフォーン
のパーソナルなナビゲーションにとって良いお手本になって
きた。このように、日本はナビゲーションにおいて世界に先
鞭をつけてきたが、車載用 PND の出現で、生産量、収
益の点で海外企業に差をつけられているのが現状である。
名ばかりでなく実をナビゲーションで得たいものである。

謝辞
この論文を作成するに当たり、情報のご提供と内容のご

討議をいただいた、トヨタ自動車株式会社第 1 電子開発部 
杉本浩伸氏、（独）産業技術総合研究所ヒューマンライフ
テクノロジー研究部門赤松幹之氏に御礼を申し上げます。
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注1）Cathode Ray Tube（陰極線管、通称ブラウン管）
注2）Compact Disc
注3）Digital Versatile Disc
注4）Secure Digital memory card
注5）Hard-Disc Drive（ハードディスク）
注6）Thin Film Transistor-Liquid Crystal Display（TFT液晶）
注7）Global Positioning System
注8）Vehicle Information & Communication System
注9）Dedicated Short Range Communication（短距離通信方
式の一つ、ETCは応用例）
注10）Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）
注11）Electronic Toll Collection system
注12）Telecommunication+Informaticsからの造語
注13）Working Group（作業グループ）
注14）Technical Specification
注15）Geographic Information System（地理情報システム）
注16）Personal Navigation Device
注17）Head-up Display（ヘッドアップディスプレイ）
注18）米国運輸省の機関Federal Highway Administration
注19）Electronic Route Guidance System
注20）Intelligent Vehicle Highway System
注21）Autofahrer Leit und Informations system
注22）Dedicated Road Infrastructure for Vehicle Safety in 
Europe
注23）Transport Telematics Application Programme
注24）Comprehensive Automobile Traffic Control System
注25）Advanced Mobi le Tra f f ic In format ion and 
Communication Systems
注26）Road/Automobile Communication System
注27）Advanced Safety Vehicle
注28）Advanced Road Traffic Systems
注29）Automated Highway Systems
注30）Universal Traffic Management Systems
注31）Driving Safety Support Systems
注32）Super Smart Vehicle System
注33）Information Technology
注34）「高度道路交通システム（ITS）に関する全体構想」
注35）当初は路・交通・自動車インテリジェント化推進協議会
VERTIS
注36）Japan Automobile Manufacturers Association
（JAMAと略す）
注37）Technical Committee
注38）Transport Information and Control Systems
注39）Man-Machine Interface
注40）Sub Committee
注41）Harmonizat ion of ATT Roadside and Driver 
Information in Europe
注42）Committee Draft
注43）Alliance of Automobile Manufacturers（米国自動車工
業会）
注44）World Forum for Harmonizat ion of Vehicle 
Regulations（自動車基準調和世界フォーラム）.
注45）International Harmonization Research Activities（国
際協調研究活動）
注46）Lane Change Task
注47）Adaptive Cruise Control
注48）Forward Vehicle Collision Warning System

R. French: Automobile navigation in the past, present, 
and future , http: //mapcontext .com/autocarto/ 
proceedings/auto-carto-8/pdf/automobile-navigation-in-
the-past-present-and-future.pdf.
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欧州であったため投票数の上では不利な状況はありましたが、「安全
運転」という大義のためロジカルな議論が尽くせており、日本は国内
での標準案の検証、JAMA の協力、省庁の法的整備等をとおして、
現在では、主要リード国として認められております。その結果、日本
提案の Message PriorityとWarning Integration は規格化へと進
み、さらにOcclusion methodのように日本以外の議長国テーマでも、
日本は修正･ 合意し、10 件程度の ISO 化が行われています。すなわ
ち国益を満足し、技術的にも世界中および日本国内が納得した形で
ISO ができつつあります。

議論2　カーナビゲーションの普及
コメント（内藤 耕：産業技術総合研究所サービス工学研究センター）

カーナビゲーションの技術開発において、GPS システム利用の一般
開放と電子地図の技術普及等が重要な役割を果たしたことは前半で
論じています。一方、後半は筆者の主張の中心であるヒューマンファ
クタの研究や、その国際標準化の役割が記述されています。ここで
議論しているカーナビゲーションの本格的な一般への普及が 1995 年
頃から始まったということは、この筆者の仮説を補強しています。よっ
て、JEITAで公表されているカーナビゲーションの普及台数と国際標
準化の動きを合わせた記述をされれば、筆者の論点は説得力を増す
と思います。

回答（伊藤 肇）
技術開発、GPS、VICS 等、環境整備に加え、使い勝手、安全

への担保により商品力が向上したと考えます。そして、各メーカーの
努力、研究所、学界の協力、そして標準化された使いやすさ、安全
性が相まって、総合的に商品力が向上し、90 年代後半から普及した
と考えております。そこで第 4 章に図 2 を追加しナビゲーション出荷
数の伸びを表示しました。

議論3　技術の統合
質問（景山 晃）

カーナビゲーションの変遷を、どのような技術が統合されていった
のかを、要素技術と時間軸との表であらわしていただくことは可能で
しょうか。また、文章の記述を簡潔なものとし、技術～時間軸の表
を併用することで、大変読みやすく、かつ、読者の理解を高められる
と思います。

回答（伊藤 肇）
図 1 に技術の開発として技術要素と時間軸を記入しました。この論

文に出てくる技術要素等をできるだけ入れ、この論文の理解を助ける
ようにしました。新しい技術の追加や使われなくなった技術の代謝が
読み取れるようになりました。　
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1　はじめに
近年、ナノ・バイオ分野の研究開発が加速する中で、

電子顕微鏡による構造観察が担う役割は急速に拡大しつ
つある。カーボンナノチューブ（carbon nanotube, CNT）
やグラフェン等のカーボンナノ材料、有機分子や生体
関連物質等いわゆるソフトマターの構造を単分子・単原
子のレベルで直接観察することのできる透過電子顕微鏡
（transmission electron microscopy, TEM） や 走 査 型
TEM（scanning TEM, STEM）の実現が強く望まれてい
る。電子顕微鏡 [1][2] の装置開発は 1970 年代以降に大きな
進展が見られたが、それらは一貫して超高圧化により空間
分解能の向上を図ったものであった。電子線の加速電圧が

百万ボルト（MV）に達する巨大な装置に代表されるように、
当時の最先端の電子顕微鏡は金属や無機化合物等の一般
に照射損傷を受けにくいとされる結晶性材料の観察を前提
として開発されていた。このような超高圧電子顕微鏡は上
記のソフトマター等非結晶性の軽元素物質を対象とする場
合には、照射損傷やシグナル検出感度の低下等によりその
ポテンシャルを十分に発揮することができない。これらの
問題を克服して単分子の動的挙動観察や軽元素単原子の
検出・同定を実現するため、新たな電子顕微鏡の開発は最
重要課題となっている。

責任筆者らの研究グループでは、軽元素で構成される
ナノ材料の電顕観察にはむしろ低加速電子線の使用が極

佐藤 雄太 1、佐々木 健夫 2、沢田 英敬 2、細川 史生 2、
富田 健 2、金山 俊克 2、近藤 行人 2、末永 和知 1＊

近年のソフトマター分野における単分子・単原子レベルの構造観察の需要に応えるためには、かつての分解能向上のみを追求した超高
圧化とは一線を画する革新的な電子顕微鏡装置の開発が不可欠である。筆者らは低加速電圧の有用性にいち早く着目し、既存装置で
は到達し得ない大幅な低加速化と高性能化を同時に実現するため、軽元素物質の観察に特化したまったく新しい電子顕微鏡の開発に
取り組んでいる。この論文では、球面収差（Cs）補正、色収差（Cc）補正、カーボン（C）ナノ材料、という三つの“C”に重点を置いた、こ
の“トリプルC”プロジェクトのねらいと成果をまとめるとともに、将来の低加速電子顕微鏡の応用について展望する。
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めて有効であるという点にいち早く着目し、カーボンナノ材
料の原子レベル構造評価において、当時としては比較的低
加速の 120 kV 電子顕微鏡の有用性を世界に先駆けて実
証してきた。カーボンナノ材料中に孤立させたガドリニウム
（Gd）単原子を、STEM 観察と電子エネルギー損失分光
（electron energy loss spectroscopy, EELS）分析により
検出・同定することに成功した [3] ほか、CNT の炭素原子
配列に由来する moiré 模様をはじめて TEM 像にとらえた
（2004 年）[4]。さらに TEM への球面収差補正装置の導入
により、加速電圧 120 kV において CNT の炭素原子六員
環構造の直接観察（2007 年）[5][6] を実現したのに続き、加
速電圧を 80 kVまで低下させて高分解能観察を行うことに
も成功している（2008 年）[7]。これらの各段階で撮影した
単層（single-walled, SW）CNT の高分解能 TEM 像を図
1 に並べて示す。ここでは技術的な解説は省略するが、同
一の TEM 装置を使用して撮影した像でありながら、収差
補正の有無と加速電圧に応じた分解能とコントラストの差
異が容易に見い出せる。

上記の成果を得る一方で、現状の TEM/STEM をさら
に多様な試料、特に生体分子等ソフトマターの高分解能観
察に応用することを想定すると、試料の照射損傷の低減や
軽元素の検出感度と空間・時間分解能の向上が、依然とし
て重要課題であることが明らかになりつつある。既存の電
子顕微鏡装置で軽元素物質の観察のみに特化して開発さ
れたものは皆無であり、単分子・単原子レベルの観察と分
析の実現には過去の高加速化とは一線を画した革新的技
術の開発が不可欠である。このような現状を踏まえて筆者
らは電子顕微鏡の大幅な低加速化と原子分解能の達成と
いう一見相反する困難な課題に同時に取り組み、ソフトマ
ターの観察に最適な低損傷・高感度・高分解能観察を実
現することを目標として、2006 年に JST-CREST [8] の支援
を受け本格的に研究に着手した。この研究は既存の電子
顕微鏡の改良・発展ではなく、低加速専用装置の新規開

発を行うという点において、世界初のプロジェクトとなった。

2　目標を実現するためのシナリオ
このプロジェクトの構想段階において最終目標に設定

した低加速電子顕微鏡装置の構成と、予想される応用事
例を図 2 に模式的に示す。図中の Cs と Cc はそれぞれ
球 面収 差（spherical aberration） と色収 差（chromatic 
aberration）を表す。既存の TEM/STEM 装置の現状と
課題を踏まえ、またこのプロジェクトが JST-CREST 課題 [8]

として 5 年半の期間（2006 年 10 月‐2012 年 3 月）で実
施されることを考慮し、プロジェクトの第 1 段階で重点的
に開発を進める要素技術として、以下の 3 項目を設定した。

・低加速専用電子銃：加速電圧30−60 kVで安定作動し、
特に単色性と輝度の面で高性能をもつもの

・球面収差補正装置：既存の製品を超える収差補正能力
をもち、低加速化による分解能面での不利を十分に補
うもの

・色収差補正装置：過去に前例[9]がほとんどない色収差
補正を、独自の新方式により実現するもの

続く第 2 段階には、これらの要素技術の統合による低
加速専用電子顕微鏡装置の試作と、その性能評価試験を
位置付けた。プロジェクトの開始当初、試作機としては図
2 に示すように、TEM/STEM 両用の球面収差・色収差同
時補正機能を有する、いわば万能機を想定していた。しか
し第 1 段階での各要素の進捗状況を考慮し、より着実か
つ効率的に開発を進めるため、実際には用途に応じて装
置構成の異なる 2 台の試作機を整備することとなった。性
能試験においては、既存の電子顕微鏡装置により達成され
た加速電圧 300 kV における最高の空間分解能であるd = 
0.05 nm[10] を評価の基準に設定した。もっとも、ここでは
分解能の値を直接比較するのではなく、その加速電圧での
電子線波長λによって定まる波長限界にどれだけ近づいた
かという点で評価するため、d/λ比に注目した。例えば、

(b)(a) (c)

（長時間露光）
ダメージフリー観察

低加速TEM/STEM基本技術

高感度検出システム
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低加速用冷陰極電界
放出型電子銃
（加速電圧：5－60 kV）

　（DNA配列など）

　高分子材料
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（触媒反応など）
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図 1　SWCNT の TEM 像の比較
（a）加速電圧 120 kV、球面収差補正無し、（b）120 kV、補正有り、
（c）80 kV、補正有り。スケールバーは 1 nm。 図 2　低加速 TEM/STEM と将来展望
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上記の 300 kVの場合 [10] にはd/λ = 25 となるが、このプ
ロジェクトではさらに小さな値を目指した。

性能評価に続き、現在も進行中の第 3 段階では、実際
に試作機を各種の軽元素試料やナノ材料の観察・分析に
応用し、学術的にも価値の高いデータを収集することによ
り、低加速電子顕微鏡の有効性を幅広くアピールすること
を目指している。特に、これまでの装置による観察結果と
比較することも考慮し、責任著者らのグループにおいて実
績も多いカーボンナノ材料を中心に観察を行い、TEM・
STEM・EELS の各機能を駆使して低加速化の効果を検証
することとした。また同時に、前段階の性能試験では見過
ごされていた試作機の実用上の問題点を精査し、速やかに
改良を施すことにより、完成度の高い分析装置としての自
立を図っている。

以上のシナリオのもと、この研究は特に球面収差（Cs）
補正、色収差（Cc）補正、カーボン（C）ナノ材料、という
三つの“C”に取り組む“トリプル C”プロジェクトとして、
我が国で開発した独自技術により、次世代の高性能低加
速電子顕微鏡の実現を目指している。このプロジェクトは、
独立行政法人産業技術総合研究所（産総研）と日本電子
株式会社（日本電子）、独立行政法人物質・材料研究機構
（NIMS）が共同で推進しており、観察・分析法の理論や
電子顕微鏡装置、観察対象とする物質・現象に関して、
個々の専門知識と経験の結集を図っている。日本電子チー
ムは、電子顕微鏡メーカーの立場から、プロジェクトの第
1 段階における要素技術開発と、第 2 段階の低加速電子
顕微鏡の試作と性能評価試験を担当している。産総研と
NIMS の両チームはプロジェクトの構想段階において予備
検討を行ったほか、第 3 段階における低加速試作機の応
用実験やこれまでの装置による参照実験を担当している。
なおこの研究の実施期間を通じて、およそ 1、2 ヶ月毎に進
捗報告会を開催する等、チーム間、メンバー間の情報共有
と意見交換の場を設け、また性能試験や応用実験には積
極的に相互に立ち会う等、共同プロジェクトのメリットを最
大限に活用するよう努めている。

以下、この論文では“トリプル C”プロジェクトにおける
低加速 TEM/STEM 開発のなかで、特に中核をなす要素技
術開発および試作機の性能評価（日本電子チーム担当）の
概要を記すとともに、現時点での代表的学術成果としてカー
ボンナノ材料への応用例（産総研チーム担当）を紹介する。

3　コアとなる要素技術
3.1　低加速電子銃

電子顕微鏡装置において、電子銃は電子線を安定に発
生し、所定のエネルギーまで加速する重要な役割を担う。

特にこのプロジェクトにおける電子銃には、STEM-EELS
による単原子の検出・同定を高いシグナル・ノイズ比（S/N）
で行えるよう、十分に大きな輝度（電流密度）をもつととも
に、色収差による像のぼけを抑えるため、十分に小さなエ
ネルギー幅をもつことが求められる。例えば加速電圧E が
E+dE に変化する場合、色収差による像のぼけの大きさは
dE/E に比例するが、これはすなわち、加速電圧 E が低
いほど色収差の影響が大きくなることを意味する。したがっ
て低加速電子銃の開発では、電子線のエネルギー幅ΔE（通
常、試料のない状態で測定した透過電子のエネルギー分
布における半値幅で評価）を可能な限り小さく抑えること
が、極めて重要である。

このプロジェクトでは、輝度とエネルギー幅の両面にお
いて有利な、冷陰極式の電界放出型電子銃（FEG : field 
emission gun）を採用した。電子線の発生源であるエミッ
タの形状や電子線に電場を印加する加速管の構成を加速
電圧 30-60 kV にあわせて最適化するとともに、高圧電源
や各部の電気回路にノイズ対策を施して安定化を図った。
この結果、図 3 の EELS ゼロロスピーク図（透過電子のエ
ネルギー分布図）に示すように、加速電圧 60 kV において
0.27 eV、加速電圧 30 kV において 0.30 eVという優れた
エネルギー幅を実現した [11]。
3.2　球面収差補正装置

電子顕微鏡の鏡筒を構成する電子レンズは、電子線に
対して磁場が Lorentz 力による屈折作用をもつことを利用
している。電子レンズを通過した電子線は光軸上の 1 点す
なわち焦点に収束するのが理想的であるが、実際にはレン
ズがもつ各種収差により焦点にずれを生じ、像のぼけや歪
みを引き起こす。特に対物レンズの球面収差は、高倍率観
察において空間分解能を制限する大きな要因であった。近
年、レンズ後方に複数段の磁場多極子を配置して負の球面
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図 3　低加速専用電子銃のエネルギー幅の評価
（a）加速電圧 60 kV、（b）30 kV。
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収差を発生させ、対物レンズが持つ正の球面収差を相殺し
て補正する方法が開発された [12]-[14]。現在、TEM 用および
STEM 用としてもっとも普及している CEOS 社製の球面収
差補正装置は、2 段の磁場 6 極子と転送レンズで構成され
ており、互いに向きの異なる 3 回対称磁場を順に印加する
ことにより、球面収差や 3 回対称非点収差等の幾何収差
を同時に補正する [13]。

この既存の球面収差補正装置は、これまでの一般的な
TEM、STEM における加速電圧すなわち 100 kV 以上に
おいては有効に機能し、空間分解能の向上に大きく貢献し
てきた。一方、このプロジェクトにおいて加速電圧 30-60 
kV での使用を想定した場合には、上記の 2 段 6 極子によ
る補正の過程で不可避的に発生する 6 回対称非点収差が
空間分解能を制限する主要因となることがシミュレーション
によって予測されていた。そこでこのプロジェクトでは、球
面収差の補正に加えて、これまで実現していない 6 回対称
非点収差までの高次幾何収差の補正も可能な方法を模索
し、3 段の磁場 12 極子と転送レンズで構成されたまったく
新しい球面収差補正装置を開発した [15]-[17]。

これまでの 2 段 6 極子型、このプロジェクトの 3 段 12
極子型（Delta 型）の各球面収差補正装置について、構成
の概略と電子線軌道の解析結果 [17] を図 4 に示す。上述の

とおり、従来型（a）では 2 段の 3 回対称磁場の組み合わ
せによって 6 回対称非点収差が必ず発生するため、球面収
差補正後の電子線において位相の揃った領域の大きさは、
主にこの非点収差によって制限されることになる。この図に
おいても、第 2 段の 6 極子を通過した高角度領域の電子線
軌道が 6 回対称であることが示されている。一方、Delta
型（b）でも同様に、第 1 段と第 2 段、第 2 段と第 3 段の
3 回対称磁場の組み合わせにおいて、それぞれ 6 回非点収
差が発生するが、これら二つの 6 回非点収差が相殺される
ように各段の磁場の方向を制御することで、最終的にはよ
り広範囲の領域で位相変化を抑えることができる。第 3 段
の 12 極子を通過した高角度領域の電子線軌道において、6
回対称の形状が弱まっていることが示されている。
 3.3　色収差補正装置

このプロジェクトでは、前項の Delta 型球面収差補正装
置の開発と並行し、より挑戦的なテーマとして TEM 用の
新型色収差補正装置の開発にも取り組んでいる。3.1 項に
記したように、電子線のエネルギー幅ΔE に起因する色収
差はΔE/E に比例するため、加速電圧 E が低いほどその
影響が大きくなる。特に、このプロジェクトの目標とする加
速電圧 30 kV での TEM 観察においては、上述の高性能
電子銃を使用してもなお対物レンズの色収差補正による空
間分解能向上と像質改善の余地は十分にあると見込まれ
る。このプロジェクトでは、厚みを持った 2 段の 4 極子場
によって生じる凹レンズ効果（コンビネーション凹レンズ効
果）を利用して、TEM の色収差補正を実現した [17]-[19]。こ
の方式による色収差補正は他に例がない。

この色収差補正装置の構成の概略と電子線軌道の解析
結果を図 5 に示す。装置は 2 段の厚い 12 極子と転送レン
ズにより構成されており、各段の 12 極子で電場 4 極子場と
磁場 4 極子場を重畳させる。加速電圧の違いによる電子線
の偏向感度が磁場（対物レンズ）と異なる電場を利用して
いる。加えて、第 1 段で生じる 2 回対称非点収差を第 2 段

（a）2段6極子型
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図 4　球面収差補正装置の構成と電子線軌道のシミュレーション
（a）2 段 6 極子型、（b）Delta 型（3 段 12 極子型）。

図 5　新型色収差補正装置の構成と電子線軌道のシミュレー
ション
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で相殺し、装置全体を負の色収差を持つ凹レンズとして作
動させることにより、色収差の補正を行う。性能試験にお
いて、加速電圧を 30 kV を中心に±25 V だけ変化させて
も像の焦点外れ量（デフォーカス）がおよそ一定に保たれ
ることから、所定の色収差補正機能が発揮されていること
を確認している。

4　要素技術の統合による目標の実現
4.1　低加速電子顕微鏡の試作

このプロジェクトでは、上記の電子銃や収差補正装置を
はじめとする新開発の要素技術の統合により低加速電圧専
用の電子顕微鏡を試作し、その性能評価を進めている。
個々の新機構の動作確認や問題点の検証を効率的に行
い、できるだけ速やかに実用的な低加速顕微鏡装置として
の完成を目指すため、用途に応じて装置構成の異なる 2 台
の試作機を整備した。表 1 に装置構成を示すように、一方
の試作機（1 号機）は加速電圧 60/30 kV に対応する球面
収差補正 TEM/STEM 両用機であり、他方（2 号機）は
加速電圧 30 kV に特化した色収差・球面収差補正 TEM
専用機である。いずれの試作機も低加速電圧専用として世
界に先駆けて開発された電子顕微鏡装置であり、以下に記
すように性能評価試験において良好なデータが得られつつ
ある。
 4.2　低加速球面収差補正TEM/STEMの性能評価

試作電子顕微鏡の 1 号機（図 6）は、新開発の Delta 型
球面収差補正装置を STEM 用と TEM 用に各 1 基搭載
しており、2008 年に稼働を開始した。暫定的に 200 kV
級の汎用電子銃を使用して実施した予備実験において、
STEM と TEM の両モードで、球面収差および 6 回対称

非点収差までの幾何収差が実際に補正可能であることを確
認した後、低加速電子銃への換装と EELS 分光器の搭載
を行った。

1 号機の STEM モードでの空間分解能の評価は、通常
の高分解能 STEM 装置の場合と同様に、シリコン（Si）
単結晶の <110> 面の原子配置の観察によって行った [11]。
60/30 kVのいずれの加速電圧においても、シリコンの原
子位置（2 次元の投影位置）が間隔 0.136 nm の対を成す、
いわゆるダンベル構造が環状暗視野（ADF）像に明瞭に
捉えられた（図 7）。さらにこれらのADF-STEM 像に高速
フーリエ変換（FFT）を施すと、加速電圧 60 kV では 0.096 
nm、30 kV では 0.111 nm の構造周期に対応するスポット
を確認した。これらの値を各加速電圧における空間分解
能d と見なし、電子線波長λとの比によって評価すると、
d/λはそれぞれ 20（60 kV）、17（30 kV）となり、既存の
STEM 装置により加速電圧 300 kV で達成された最高分
解能d = 0.05 nm[10] に対応する値（d/λ = 25）を凌駕し
ている。すなわち、波長比としては世界最高の分解能を達
成したことになる。

一方、TEM モードでの空間分解能の評価は、金（Au）
のナノ粒子の観察によって行った [11]。加速電圧 60/30 kV
のいずれにおいても、<200> 面の格子縞（面間距離 0.204 
nm）を明瞭に捉えることが可能である（図 8）。これらの
TEM 像の FFT 図には加速電圧 60 kV では 79 pm、30 

(b)

136 pm 136 pm
004, 136 pm 004, 136 pm

224, 111 pm115, 105 pm

440, 96 pm

(a) 60 kV 30 kV

1 nm 1 nm

○ ： 搭載、－ ： 非搭載

－○EELS用分光器

○－色収差補正装置（TEM用）

○○球面収差補正装置（TEM用）

－○球面収差補正装置（STEM用）

○（換装中）○低加速専用電子銃

3060、30加速電圧（kV）

TEMTEM、STEM、EELS機能

2号機1号機

表 1　低加速電子顕微鏡試作機の機能と構成

図 6　試作 1 号機（球面収差補正低加速 TEM/STEM）の外観
図 7　試作 1 号機 STEM モードの性能評価

（a）加速電圧 60 kV、（b）30 kV。試料は Si<110>。
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kV では 91 pm に対応するスポットも現れており、この機が
TEM モードにおいても優れた分解能を発揮することが実
証されている。また、30 kV で撮影した SWCNT の TEM
像（図 9）をこれまでの装置による像（例えば図 1）と比較
しても、同機が 120 kV 稼働の既存の球面収差補正 TEM
と同等以上の性能を有することが容易に理解できる。
4.3　低加速色収差・球面収差補正TEMの性能評価

試作電子顕微鏡の 2 号機は、前項の 1 号機において性
能実証が進む Delta 型球面収差補正装置に加え、新開発
の色収差補正装置を直列に搭載した TEM 専用機であり、
2010 年に本格的な稼働を開始した。前述のとおり、この
色収差補正装置は電場・磁場重畳によるコンビネーション
凹レンズ効果を利用した画期的機構を有しており、現在は
その動作確認とノイズ対策を進めつつ、各種の標準試料を
使用した TEM 像の撮影を行い、色収差・球面収差の同
時補正の効果を検証している。

暫定的に汎用電子銃を搭載し、加速電圧 30 kV で撮影
したシリコン単結晶の <110>面の TEM 像を図 10 に示す。
FFT 図には 0.125 nm の構造周期に対応するスポットが現
れていることから、現段階ですでに、1 号機の TEM モード

（30 kV）に匹敵する空間分解能が得られていることがわ
かる。2011 年 8 月現在、2 号機では低加速電子銃への換
装作業が行われており、また各レンズと収差補正装置のア
ラインメントの最適化が進むことにより、TEM 専用機とし
ては1号機をも上回る高性能を発揮することが見込まれる。

5　低加速電子顕微鏡試作機の応用と課題
このプロジェクトにおいて試作した上記の低加速電子顕

微鏡のうち、先行開発した 1 号機については所定の性能評
価試験を完了し、すでに応用実験での使用を開始してい
る。本章では、これまでに 1 号機を使用して得られた代表
的な成果を紹介するとともに、その過程で明らかになった
課題について記す。
5.1　フラーレン内部の金属単原子の元素分析

1 号機の STEM-EELS 機能を利用し、フラーレン内包
カーボンナノチューブ（いわゆるナノピーポッド）試料を対象
として、フラーレン内部に閉じ込められた金属単原子イオン
の検出と元素分析を試みた。100 kV 以上の加速電圧では
電子線照射ダメージによりナノチューブ内のフラーレンが速
やかに重合・開口する [20][21] ため、過去の STEM 観察 [22]

(a)

(b)

60 kV

30 kV

2 nm

2 nm

118 pm 79 pm

94 pm

204 pm

236 pm

118 pm 102 pm

91 pm

204 pm

2 nm

2 nm
125 pm

図 8　試作 1 号機 TEM モードの性能評価
（a）加速電圧 60 kV、（b）30 kV。試料は金ナノ粒子。

図 9　加速電圧 30 kV における SWCNT の TEM 像

図 10　試作 2 号機（TEM）の性能評価
加速電圧 30 kV。試料は Si<110>。
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では内部に存在する金属単原子の孤立状態を直接観測す
ることは不可能であった。これに対し、今回の 1 号機によ
る加速電圧 60 kV における観察では、ピーポッド試料の構
造変化を軽微に止めつつ STEM-EELS 分析が可能である
ことが実証された [23]。

カルシウム内包フラーレン（Ca@C82）のナノピーポッド試
料に対する STEM-EELS 分析の例を図 11 に示す。（a）
の明視野（BF）STEM 像には、7 個のフラーレン分子が
捉えられているが、それらの内部に 1 個ずつ存在するカル
シウムイオン（Ca2+）の姿は判別できない。一方、（b）の
EELS 元素マッピング像では、矢印で示す位置に七つのカ
ルシウムイオンを捉えることに成功している。このように試
料のダメージを抑制しつつ個々のカルシウムイオンの検出・
同定が可能な分析手法は、今後特に生体試料、例えば神
経伝達を司るイオンチャネルのメカニズムの解明にも大きく
貢献することが期待される。電子顕微鏡によるイオンチャ
ネルの構造観察は過去にも数多く試みられてきたが、試料
が電子線によるダメージを受けやすいため、内包イオンの
元素分析やチャネル構造の高分解能観察に成功した例は
ない。高性能の低加速電子顕微鏡の実現はこのような生体
試料の構造と機能を原子レベルで解明するうえで重要な足
がかりとなるであろう。
5.2　グラフェン端の炭素原子の電子状態観測

グラフェンは炭素原子の 6 員環網面の単一層であり、電
子特性等優れた物性が予測または実証されているため、次
世代エレクトロニクスを担う機能性材料として幅広い応用が
期待されている。グラフェンの電子特性は末端部（エッジ）
の原子配置に大きく依存することが知られており、局所構
造とその電子状態を正確に把握することは重要な課題であ
る。このプロジェクトでは 1 号機の STEM-EELS 機能を利
用し、電子線ダメージを大幅に低減しつつ高感度でグラフェ
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(c)

強
度
（
任
意
単
位
）
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エネルギー損失（eV）
280 290 300 310

(b)(a)
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ン端の電子状態分布を測定することに成功した [24]。
加速電圧 60 kV におけるグラフェン端近傍の STEM-

EELS 分析の例を図 12 に示す。（a）のADF-STEM 像に
3 色の矢印で示した 3 個の炭素原子はそれぞれ（b）の模
式図に示すような局所構造に存在しており、これらの原子
からは（c）に示す EELS スペクトルが得られている。ここ
で注目すべきは、グラフェン端に位置している炭素原子（青
色および赤色）では、グラフェン内部の炭素原子（緑色）
からは観測されないEELSピークがそれぞれ異なる位置（黒
矢印）に観測されている点である。これらの EELS ピーク
はグラフェン端の局所構造に由来する電子状態を反映して
いると考えられる。この成果は、グラフェン端に位置する
炭素原子が同一のグラフェン面の内部にある炭素原子とは
全く異なる電子状態にあることを、単原子レベルで初めて
実証するものである。
5.3　応用実験で明らかになった課題

上記の応用実験では、低加速化と収差補正が進展した
ことにより、いくつかの新たな課題も明らかになっている。
例えば、照射電子が試料中の原子を直接たたき出すこと
（ノックオン）によるダメージは、低加速化によって大幅に
低減される一方で、顕微鏡装置内の残留ガスが関与する試
料の損失が、相対的に大きな問題となっている。また球面
収差や高次幾何収差等のかつての空間分解能の制限要因
が Delta 型収差補正装置により十分に補正された結果、新
たに電子銃のエミッタ形状等わずかな条件の差異が分解能
や像質に反映されやすくなり、性能の頭打ち要因となりう
ることも明らかになっている。現在、これらの問題に対し
ては、装置鏡筒部の真空排気系の強化やエミッタ形状と印
加電圧の最適化等の個別の対策を進めて解決を図ってい
る。今後は、性能試験において実証した高い性能を実際
の材料開発の研究現場における使用条件でも安定かつ容

図 12　低加速 STEM-EELS による電子状態分布の測定例
（a）ADF-STEM 像、（b）局所構造のモデル、（c）炭素単原子の
EELS スペクトル。試料はグラフェン。加速電圧 60 kV。

図 11　低加速 STEM-EELS による元素分析例
（a）ADF-STEM 像、（b）カルシウム（左）と炭素（右）の元素マップ。
試料はカルシウム内包フラーレン Ca@C82 のナノピーポッド。加速電
圧 60 kV。
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易に発揮できる製品へと発展させることが低加速電子顕微
鏡の普及に向けた最大のテーマとなる。

6　今後の展望
この論文では、“トリプル C”プロジェクトにおける世界

初の低加速専用電子顕微鏡開発のねらいと経緯について
記した。このプロジェクトの構想当時（2006 年以前）の
TEM/STEM 分野において、低加速電圧はいわば未開拓
の領域であり、その有用性は決して幅広く認識されてはい
なかった。しかしこのプロジェクトの開始以降、海外でも
同様の着想に基づいた低加速装置開発 [25] がスタートした
ほか、当初は 80-300 kV 級の中加速装置の高性能化を目
的に立ち上げられていたプロジェクト [26][27] が、新たに低加
速もターゲットに盛り込む等、わずか数年間に状況は大き
く変化した。今や低加速 TEM/STEM は最先端の電子顕
微鏡装置開発におけるメインストリームの一つとして、世界
的にも大規模プロジェクトが競って展開されている。これら
の多くは、このプロジェクトと同様に、色収差対策とエネ
ルギー分解能の向上のため、独自に色収差補正装置の開
発を行い、あるいは既存のモノクロメーターを導入すること
で、50 kV 以下の加速電圧において 0.1 nm にせまる空間
分解能の達成を目指している。今日の低加速電子顕微鏡の
開発競争は球面収差補正装置の実用化と普及に代表され
るハード面の技術革新とナノ物質や有機単分子等あらたな
応用範囲の拡大であり、1990 年代以降の電子顕微鏡分野
の流れを振り返ると必然的に生じるものであったと見ること
もできる。

近い将来、低加速電子顕微鏡の本格実用化と普及が進
むことで、電子顕微鏡の観察対象が飛躍的に拡大し、特
に化学・生物分野において大きく貢献することが期待され
る。単分子・単原子の動的観察がより簡便になると、例え
ば上述のイオンチャネルの構造解析や触媒反応の直接観
察等の数多くの重要課題に直ちに着手することが可能にな
る。金属クラスター存在下での各種分子の再構成挙動の
観察が実現すれば、触媒反応機構の原子レベルでの解明
にもつながり、社会的なインパクトは極めて大きい。また、
特定の官能基が光や熱で励起・活性化される過程や着目
する原子の電子状態変化をリアルタイムに捉えることができ
れば、原子レベルでの化学反応メカニズムの解明につなが
る等、その波及効果は計り知れない。

また、低加速化により照射ダメージを極力低減した電子
顕微鏡・電子分光技術はソフトマター以外の物質へ応用す
るうえでも有用な点が多い。例えば結晶材料に関しては、
点欠陥の生成・消滅過程の観察等のこれまでの物性研究

にも原子レベルでの新しい視点を提供するであろう。また、
CNT やフラーレン等個別の量子物体に対しても、高精度
分光がこれまでよりも容易に行えるため、個々の量子体の
正確な構造解析と電子状態との関連付けによって多くの知
見が得られることが期待される。
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合研究所の片浦弘道氏、岡崎俊也氏、飯泉陽子氏、小林
春花氏に、この場を借りて謝意を表する。低加速顕微鏡
試作機による応用観察実験の一部は科研費（19054017、
23750250）の支援を受けた。
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JST-CREST 研究代表者として本プロジェクトの全般にわたる立案・
計画と運営を行うほか、低加速電子顕微鏡試作機による応用実験
と、この論文の基本構想を担当。

査読者との議論
議論1　筆者の役割分担
質問（阿部 修治：産業技術総合研究所評価部、清水 敏美：産業技術
総合研究所ナノテクノロジー・材料・製造分野）

この論文の筆者は 8 名の連名で構成されていて、主たる研究成果
は産総研と日本電子の共同研究による成果と思いますが、関連する
研究として JST−CREST プロジェクト（産総研と日本電子、物質・材
料研究機構との共同研究）があります。論文最後に筆者略歴が記述
されるとは思いますが、各機関および構成メンバーのこの論文におけ
る役割分担についてお聞かせください。

回答（佐藤 雄太）
この研究は、筆者を含めて産総研と日本電子から各 8 名、NIMS

から 2 名の研究者（いずれも技術員を除く延べ人数）による共同プロ
ジェクトとして推進されています。これは、着想当時まったく前例のな
かった低加速専用電子顕微鏡を限られた期間で実現するために、観
察・分析法の理論や電子顕微鏡装置、観察対象の物質・現象（固体
物理学、材料科学、ナノ・バイオ）に関して、専門知識と経験を結集
する必要があるためです。日本電子チームは電子顕微鏡メーカーの立
場から、個々の要素技術の開発と低加速電子顕微鏡の設計、試作を
担当しています。産総研と NIMS の両チームは、低加速化の着想に
基づく予備検討、これまでの装置による参照実験、低加速試作機に
よる応用実験を担当しています。以上の役割分担に関して、2 章に追
記しました。

議論2　開発競争
質問（清水 敏美）

球面収差補正や色収差補正機能をもった低加速電圧専用の電子顕
微鏡を独創的に世界に先駆けて開発したことがこの論文から伝わっ
てきます。一方、6 章には最近では当該研究が電子顕微鏡装置開発
のメインストリームであり大規模プロジェクトが進んでいるとありま
す。この世界動向はこの研究成果を受けての動きなのか、それとも
新たな独自の要素技術の統合による動きなのか不明です。世界的な
動向とこの研究のベンチマークに関する記述を追加していただけれ
ば、より研究の特徴が出るものと思います。

回答（末永 和知）
この研究は、低加速に特化した電子顕微鏡の独自開発プロジェク

トとして世界初のものですので、修正稿においてこの点を明記しまし

た。ただしその開始直後から、海外のいくつかの開発グループも、
同様の着想のもとで新たなプロジェクトに着手し、あるいは既存プロ
ジェクトの低加速への拡張を行っています。このプロジェクトの 1 号
機は、低加速専用として新たにつくられた世界初の装置で、その成
果は他の競合プロジェクトにも、直接的・間接的に影響を与えている
ことは間違いありませんが、影響の範囲を明確に線引きすることは難
しいのが実情です。しかし、ご指摘のとおり初稿では、世界動向に
関する説明が不十分でしたので、6 章に加筆しました。

議論3　「ソフトマター」
質問（阿部 修治）　
「ソフトマター」というキーワードが頻繁に出てきますが、この論文

で対象としているカーボンナノ材料は高強度材料としても期待されて
いるもので、必ずしもソフトマターとは言えないと思います。今後は生
体材料等のソフトマターにも対象を広げる計画なのでしょうが、それ
は現在の性能でも十分に可能なのか、それともさらに一段の技術開
発が必要なのか、見通しをお聞かせください。

回答（佐藤 雄太）
ソフトマターの低加速観察はこの研究の最終到達目標ですが、現

在までの観察実験では、その準備段階として既知の物質であるカー
ボンナノ材料を使用し、低加速化の効果の検証を主な目的としてきま
した。ここで使用した CNT やグラフェンは、優れた機械的強度でも
知られており、また電子線照射に対しても、ソフトマターに比べると
安定であると思われます。しかし、これまでの電子顕微鏡装置を使
用した研究では、120 kV や 80 kV 等の低加速設定を行ってもなお、
深刻な照射ダメージのため、学術的に重要な多くの観察・分析テーマ
を未解決のまま断念せざるを得ない状況でした。今回、新開発の低
加速専用装置により、例えば炭素単原子に対する EELS 測定の実現
をはじめ、低加速化による照射ダメージの大幅な低減と高感度化を
達成することができました。低加速顕微鏡試作機の性能は、特に空
間分解能の点では当初の目標にすでに到達しており、今後は照射ダ
メージの低減効果をさらに検討するため、装置を実際にソフトマター
の観察に応用する段階へと移行します。この過程では、低加速顕微
鏡の装置本体の完成度をさらに高めることも当然必要ですが、実際
の試料観察を通じて、ソフトマターにおける照射ダメージの有無やそ
の未解明のメカニズムを検証し、加速電圧や電子線照射量等、観察
条件の最適化を図ることが最大の課題となります。これは、低加速
装置の応用と普及を促進するための重要なステップであり、特に産総
研チームが中心となって、開発者とユーザーの双方の視点に立ちなが
ら取り組むべき課題であると認識しています。

議論4　実用化と普及
質問（清水 敏美）

種々のソフトマターが低加速電圧でしかも高感度に電子顕微鏡観
察できることは関連する研究者にとっても、さらには学術的分野を問
わず、材料、ライフサイエンス、他の分野への波及効果は計り知れ
ないものがあります。１号機の成果事例をみると、すぐにでも実用化
が可能なようにみえます。実用化への工程、問題点、解決すべき課
題は何かをもう少し言及すれば、本格研究としての位置付けもさらに
明確になると考えます。

回答（佐藤 雄太）
1 号機による応用実験は現在も進行中ですが、同機が安定して高

性能を発揮している実績からも、決して遠くない将来にその実用化が
達成されるという見通しを持っています。その一方で応用実験では、
装置内のいくつかのファクターが当初の想定以上に大きな影響を及ぼ
し、場合によっては観察を妨げたり、性能の頭打ちの主要因となるこ
とが明らかになっています。実用化に向けては、これらの問題の解
決も重要と考えられますので、5.3 節を新たに設け、課題と対策に関
して記述しました。
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システム科学技術の研究開発

赤松　木村先生が推進されているシステム科学技術は、
社会に科学技術を生かすという意味でシンセシオロジーと
近い気がいたします。システム科学技術について、シンセ
シオロジーとシステム技術の関係、今後の社会課題を解決
するために必要な技術についてお伺いしたいと思います。

小林　今回の東日本大震災や原発事故について、評価
がまだ決まっていない段階ですので話題に取り上げるのは
時期尚早な気もしますが、システムの問題がとても色濃く
出ている事象に思えます。

木村　事実関係が今どれだけわかっているのかというこ
とはありますが、一つ、ロボットの問題が議論に挙がりま
した。海洋、宇宙、災害、原子力等の分野で用いられる
極限作業ロボットを目標としたプロジェクト（1983 ～ 1990)
があったのですが、それらが表立って投入されなかったの
は技術の問題なのか、人の問題なのかということです。研
究が要素技術に偏ってしまっています。「こういうことがで
きる」ではだめで、システム技術が重要だということが明
確になった一例と言えると思います。

小林　今回の原発事故では、ハードウエアとしてのシス
テム、ハードウエアと人との相互作用のシステム、政治も含
めて人々がどう対応するかという人間群のシステム、この三

つのシステムそれぞれに問題があったのではないかという
気がいたします。そういう意味で、システムとしての課題を
きちんと抽出し、それへの対応の方法を考えることが今と
ても大切ですね。

科学技術システムは課題解決のためにある
赤松　JST において、システム科学技術を取り上げた背

景と言いますか、なぜ、今、システム科学技術なのでしょ
うか。

木村　現代は「システムの時代」と言っていいと思いま
す。現代はシステムの中であっぷあっぷしている状況です。
そこにサイエンスとしての筋道をつけていくことが重要だと
思いました。「システム技術」がシステムを解析・設計・実
装するためのツール、「システム科学」はそれを普遍的な人
工物の科学として体系化したものと考えれば、システム科
学技術は複雑な社会に大規模なシステムを構築し発展させ
るためのものと言えます。

小林　システム科学技術とは、課題を解決するための科
学技術ということですね。私達もシンセシオロジーの中で、
目標が何かということを定め、それに対してどうシナリオを
描いていくか、そのための構成方法は何かということを記
述しています。漠然と、単に要素を組み合わせれば良いと

科学技術振興機構（JST）の研究開発戦略センター（CRDS）では、システム科学技術推進委員会を設けて、システム科
学技術研究として何を推進すべきかを検討してきました。研究領域が細分化に進むのに対して、システムとは統合すること
であることから、シンセシオロジーが目指しているところと共通しているものがあります。システム科学技術推進委員会を牽
引されてこられた木村英紀上席フェローにお話を伺いました。

木村 英紀

小林 直人

赤松 幹之

JST 研究開発戦略センター上席
フェロー
産総研（シンセシオロジー副編
集委員長）
産総研（シンセシオロジー編集
幹事）

座談会出席者

シンセシオロジー編集委員会
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座談会：システム科学技術の研究開発

小林 直人 氏 木村 英紀 氏

木村　あの時期は、システム技術は名実共に強かったと
思います。私が学生の頃は数学が好きなやつが幅を利かせ
ていましたし、そういう類の学科も大学にたくさんあって、
時代精神に合っていたのではないでしょうか。これは日本
だけでなく、アメリカ等もそうだったかもしれません。しか
し、80 年代以降、要素技術の深掘りが極めて大きな価値
をもつようになりました。

小林　世界のアカデミアがそちらの方向にいったという
ことでしょうか。

木村　日本だけでしょう。“ものづくり”という言葉が現
れたのが 90 年代初めくらいですから、あの頃からです。
まだ分析はできていないのですが、一つは、“驕り”でしょ
う。日本の製造業が世界を制覇しましたが、そのときに目
立ったのは要素技術でした。要素技術において勝った、と
いう認識があったのだと思います。

赤松　「勝った」理由が実はシステム技術だったという
ふうに認識しなかったわけですね。海外に輸出することが
「勝った」基準になっている場合は、どうしても要素技術
になります。

木村　鉄を例に挙げますと、60 年代の半ばに日本で年
産 1,000 万トンの一貫製鉄所が世界で初めてできました。
それより前は US スチールで 500 万トン程度だったので、
一気に倍増しました。なぜ 500 万トンで抑えられていたか
と言うと、システムが難しかったのです。鉄鋼は注文生産
なので一品生産です。生産ラインを個々の注文品が追って
いかなければいけないから、目視でやらざるを得なかった
のですが、それを完全にコンピューターライズすることによっ
て、スケールメリットが出ただけでなく、品質もはるかにい
いものになりました。しかし、システム技術の貢献は結果と
して評価されませんでした。これは人事を見ればよくわかり
ます。そういう人は役員になっていないですよ（笑）。日本
の鉄が世界を制覇したのは品質が良かったからだ、鉄は素

いうことではありません。それがこの分野の科学の特徴だ
と思います。一方で、「設計科学」ということを木村先生も
吉川先生もよく言われます。システム科学技術はそういう範
疇にあると考えて良いでしょうか。

木村　まさに設計科学の一つだと思います。

赤松　「システム技術」ありき、なのですね。課題解決
に必要なシステム技術があって、それの基礎となるものが
システム科学だと。システムはそもそも課題解決のためのも
のだということですね。

小林　要素技術だけでは課題解決はできませんから、
システムが必要ですね。日本は、システム科学技術、シス
テム思考も含めてこの分野では弱いと言われますが、明治
以来これまで百何十年、それなりに世界に伍してやってき
たと思います。なぜ、システムの分野では弱いと言われる
のでしょうか。

木村　ある特定のフェーズではとても強いと思います
し、日本のシステム科学技術が輝いていた時代もありまし
た。例えば、1960 ～ 70 年代にかけての新幹線システム
や、電電公社のデータ通信用計算機 DIPS、製鉄所の年
産 1,000 万トン一貫生産管理です。これらはシステム的な
思考がないと作れないですね。

小林　私の専門分野の一つで言いますと、日本はわり
と早い時期から光通信技術は進んでいます。なぜかと言う
と、個別技術であるファイバー技術、半導体材料や光デバ
イス等の研究開発のポテンシャルが高く、その性能がとて
も良かったことと、ネットワークにしてシステムにするところ
まで世界に先駆けてもっていくことができたからです。新
幹線も光ネットワークも、必ずしもキャッチアップ型ではな
いものを 60 年代から 80 年代初頭までに作り上げていると
いうのは、とても興味深いです。
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材産業として生きるのだというふうになってしまいました。
他の業界もそうだと思います。

赤松　製造システムの価値でありながら、「もの」という
要素的技術に帰着して、そこに価値があるのだと思ったと
いうことですね。

木村　あのころ日本人にそういう“驕り”があったという
ことと、本質を見極めて、次に備えようという気がなかっ
たのです。このまま日本は世界をずっと制覇し続けるだろ
う、そして経営も日本的経営が世界を制覇したというふう
に思ってしまいました。

日本の産業を転換するとき
小林　今回の大震災で、製造業は相当打撃を受けてい

ると聞いています。1970 年代初頭の石油ショックで、それ
までの鉄鋼、造船等を中心とする重工業による高度成長は
終焉し、産業の主体が自動車や電機産業に移ったと言われ
ています。今は自動車もこのような状態ですし、将来ＥＶ（電
気自動車）が主流になるとどうなるかわかりません。たぶん
この大震災を機に日本の産業は転換をする必要があるのだ
ろうと思うのですが、まさにシステム科学技術をもう一度取
り戻すときではないでしょうか。

赤松　とかく物事がうまくいかなかったときに、人災とい
うふうに、人に原因を求めることが多いのですが、それは
すごく危険です。人に帰着するというのは要素へ帰着する
という思想です。震災からのリカバーのときに、どこがミス
をしたとか、ある1 点にその問題点を帰着させて議論が進
んでしまうということは、その発想自身がシステム的にもの
を見ていないということです。

システム技術が輝いていた例として、新幹線のシステムを
挙げられましたが、新幹線の技術面の開発をマネージして
いた国鉄の島技師長が「ごく当たり前のこと。行き届いて
ものを考えることに尽きる」と言っておられます。新幹線を
動かすために必要なものは何なのかということを考えてひ

たすらちゃんと作ったという意味だと思うのです。その頃の
優れた人は、当たり前のように、システム的にものを考えて、
ものを作っていたわけですね。ただ、「これがシステムなの
だ」と言ってくれなかったために、それが伝わらなかった
のです。当時は、“計算機システム”とおよそ同じ意味の言
葉として使われ始めていたので、そこがシステム的なものの
考え方というふうに広まっていきませんでした。教育の中に
うまく組み込まれなかった感じがします。

木村　システムという言葉もそんなに多用されなかった
かもしれません。ただ、新幹線や NTT－DIPS はとても
先進的でしたし、鉄鋼の 1,000 万トン一貫生産、これはシ
ステム技術の勝利で、世界の先端を走っていました。“驕り”
があったのでしょうが、これからもう一度頑張ってやれば
いいのです。

赤松　過去を見てそこから何を学ぶかというときに、要
素で勝っていたと思っていたために、課題の設定自身を要
素に落としてしまいました。課題がシステムになっているの
だということを問わないと、いくら課題解決型とうたったと
ころで解決できないということですね。

システム構築のための戦略研究が必要－やみくもにやら
ない

小林　「課題がシステムになっている」と言うのは、とて
もいい分析ですね。システムというと、初めからある構造
を設計して、それをロバストに作っていくものもありますし、
部分最適化を自律分散的に作っていくようなシステムもある
と思います。それは、まさに課題をどう解決するかによって
違ってくると思うのですが、システムをデザインする方法論
はさまざまにあるのでしょうか。

木村　部分的最適化に陥ってはだめです。自律分散に
するにしても、あらかじめこういう自律分散にしようという
ことで設計しないといけません。

私達が提案したのは「システム構築戦略研究が必要であ
る」ということです。これは CRDS のシステム科学技術推
進委員会の終わりのほうの議論で出てきたのですが、日本
の科学技術に欠けているものです。私は制御屋ですが、
制御系の設計では、大きなプラントにコントローラーをイン
プリメントするときに、やみくもにやりません。モデルベース
トと言って対象を徹底的に解析し、モデルを作って、コン
ピューターの中にそのモデルを入れて、パラメーターを最適
に設計して、これでいいかというシミュレーションを何度も
やって、いいとなったら実装するわけです。これが鉄則です。赤松 幹之 氏
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ところが、我が国では、すぐに実証研究を始めます。要
素技術について基礎研究はしますが、システム的なものに
ついて基礎研究は必要ないと思っているのです。もちろん、
あるフェーズで説得力をもたせるために実証研究は必要で
すが、その前にやるべきことがあるのではないでしょうか。
実証研究をパッとやっても、一つのシナリオに関してこうなっ
たというだけで、環境が変わったら全然別の話になります。
徹底的にシステム構築戦略を練り、いろいろなシナリオを
想定してからやるべきです。諸外国ではほとんどのケースで
そうやっています。

赤松　ファンディングの話に少し絡んでしまうのですが、
何かモノを作るというとお金がつくけれども、システムを設
計したり、シミュレーションしたりするのに対して、お金が
つきにくいですね。どうしても要素技術にお金がつきやす
い傾向がありますね。なぜこの研究が必要なのか、どうい
うことに繋がるのか、というシナリオは重視されず、速さが
何倍になるといった技術要素の性能指標を出さないと納得
してもらえません。

木村　それは行政組織の大きなマイナスの伝統だと思い
ますね。

社会的期待に添う科学技術とは
小林　いわゆる学術論文誌は、世の中の学術水準の上

に何か一つ新しい知識を加えることが評価されます。シン
セシオロジーでは、もちろん新しい知識は必要なのですけ
れども、何のためにどのような要素技術を選択し、それら
の構成方法を構築したのかというところを前提にして、そ
の研究成果の社会という場での実用を目指すということが
最終的な目標です。研究目標と社会とのつながり、シナリ
オ、そのためにどういう要素を選択して、それを統合して
実現しようとしたかということを論文の必須アイテムに入れ
ています。きょうのシステム科学技術の研究開発のお話に
近い部分があるような気がします。

赤松　シンセシオロジーでシナリオを書く部分は、対象
なり、研究課題をいかにシステムとして見ていくかです。そ
もそも要素が一体どういう構造になっているかという部分
に注目しています。

木村　システム科学技術は、さまざまな機能をもつ要素
を統合して一つの全体機能の実現をうたっていますが、こ
れはシステム的思考がとてもたけている人でないとできない
ですね。

第 4 期科学技術基本計画が課題解決型になっているこ
とに対し、学術会議はとても大きな危惧の念を発表してい
ます。課題が与えられるということは科学者の自立性はど
こにいくのか、という疑問です。課題解決型の科学技術の
中で、科学者、技術者の自立性がいかに守られるべきかと
いうことですが、研究目標と社会のつながりを吉川先生は
「社会的期待に添う科学技術」と言っています。そこは大
きな問題提起ですね。

小林　そのためにも、まず戦略を考えなければいけない
と思います。課題解決の課題は、自分達が設定する、そこ
にアプローチする方法は自由でいい、という考え方が重要
だと思います。例えば、研究を社会との関係でレイヤーで考
えた場合、基礎だろうが、応用だろうが、どのレイヤーに
おいても、初めにみんなで合意した研究戦略を立てたら、
それで研究成果は研究戦略との関係で評価すればいいの
ではないかというのが私の主張です。ですから、まず重要
なことは「研究目標と社会のつながり」を研究戦略の中に
きちんと埋め込んでおくことだと思います。

木村　科学技術はキュリオシティドリブンとプロジェクト
オリエンティッドに分けられるわけがありません。科学研究
の中に戦略は絶対ありますし、ある意味、どんな純粋科学
技術でも課題を解決しているのです。

赤松　課題が生まれる前にキュリオシティがあって、おも
しろいと思ったから課題にしているのであって、それを解
決するということは、そもそも自分が面白いと思ったことの
構造がどうなっているかをブレークダウンして考えていくこ
とをシステム的にやっているわけなのだけれども、そのこと
に気づいていないということですね。

木村　好奇心がない研究なんてないですものね。

システム構築戦略に必要な教育と法律
小林　昔は新幹線や DIPS 等、日本にはそれなりにシス

テムのしっかりした部分がありましたが、システム思考ある
いはシステムを考えるポテンシャルが下がってきてしまった
というご指摘でした。今、私達に必要なことは何でしょうか。

木村　ものづくり基盤技術振興基本法が 1999 年にで
き、ものづくり大学ができ、ものづくり基本白書を毎年出
すことをあの法律は定式化したわけです。まさに世界の技
術がシステム化、ソフトウエア化という「モノからコトへ」
へいったときに、日本はそれと逆行したようなことになりま
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した。ですから、今のこの時代に、私はシステム基盤技術
振興基本法くらい、作るべきではないかと思うのです。

赤松　教育もあるかもしれませんね。研究室の博士課程
の大学院生が教授から与えられたテーマをやっているよう
では、課題を具体的にシステムとして理解するのは難しいで
しょうね。

小林　国際機関や諸外国の政策を形成する中枢には
PhD をもった人が大勢います。今、日本の中央省庁の行政
官で PhD をもっている人は極めて少ないのではないでしょ
うか。もう少し PhD のコースを充実させて、大学の教育自
体を変えていかないといけないと思います。教育からいうと
先生も変わらなければなりませんね。要素技術はもちろん
重要なのですけれども、それをいかにシステム化するかと
いうところが大切です、というふうにもっていけるといいで
すね。

構成学もシステム科学技術もスパイラルが重要
赤松　そうですね。システムを設計するということは、

どういう順番でそのシステムを動かしていいかを決めること
にもなるので、いったん設計して、それで動かしていくこと
によって解決できることがたくさんあると思うのです。実世
界とインタラクションしながらスパイラルしていくのです。

木村　全くそのとおりですね。私達も今回の災害でな
ぜシステムがうまく作動しなかったかを調べているのです
が、最大のポイントは、防災という概念と救助が結びつい
ていなかったのではないかという気がしているのです。ス
パイラルが動いていなかったのですね。一方で、災害救助
特別措置法や災害救助法等、法律はいっぱいあって、そこ
ではこういう災害が起こったら対策本部を立ち上げて、次
にどうするというプロトコルはけっこう書かれているのです
が、防災体制は時々刻々変わっていきます。人も移動する
し、都市環境も変わっていくので、それらをアップデートし
ていかなければいけません。

災害が起こったら、まず地震のスケールと震源地がわか
れば、第一次の被害予測をします。さらに情報が集まって
くれば、被害予測を精密にしていく一方で、それをベースに
して、どういう救助体制を組むか、これらをループで回す
ことが必要です。

赤松　正常の状態に対する防災はあるかもしれないけれ
ども、大震災の後の状態に余震が来たときの防災は考えて
いないということは、スパイラルを回していないということ

ですね。

小林　木村先生がおっしゃったように、最初にモデルベー
スでアナリシスをして、シミュレーションしてシンセシスをす
るというプロセスを何回も回すことが重要ですね。

木村　そうです。シンセシオロジーは、研究が終わった
後もスパイラルを回すのですか。

赤松　まだそこまで至っていません。世の中に出したと
きにその研究を評価する力が必要になってきます。要求仕
様が出てきたらそれに対応するレベルではなく、その先に
行かないといけない。1 回スパイラルを回すと、制約条件
が最初のレイヤーと全く変わっていくので、もう1 回、設計
し直さなければいけません。スパイラルを回すということは
そういうことなのですね。

小林　社会実装は産業界を巻き込まないとだめですか
ら、産業界のまさに実装した人たちが振り返って、その方
法論の論文を出していただけるといいなと考えています。

システム科学技術は文理融合の促進剤
赤松　システム科学技術委員会活動は去年で一応終わり

になって政策提言が出されましたが、こういう考え方なり、
学問が伸びていくためにどんなことが重要だと考えておら
れますか。

木村　イノベーションの中にシステム科学技術を入れ込
んでいくということですね。具体的に提案して、その中でちゃ
んと実績を作っていくのです。文科省にそういうことを担当
する原課がないので、今、いろいろお話をしているところ
です。

小林　科学技術をシステムと考えると、いろいろな分野
や異業種のシステム化が必要になってくると思います。大学
で昔から文理融合が必要とか言われてはいるものの、なか
なかうまくいきません。理系に比べると文系の社会科学系
の先生方はあまりのってくれません。ただ、今後システムと
考えると、今はたぶん理工学の分野だけの話だけではなく
なっていますね。

木村　システムが文理融合の促進剤になる可能性はあり
ますね。文のほうでもシステムというのは大問題になってい
ます。社会システムとは一体何なのか、喧々囂々の議論を
社会科学でやっています。
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小林　欧米あるいはアジアで文理融合あるいはシステム
科学技術の取り組みがうまくいっている例はありますか。

木村　オーストリアの IIASA（国際応用システム解析研究
所：International Institute for Applied Systems Analysis）
は 70 年代の初めにできましたが、そこは文理のどちらもい
ます。『成長の限界』が発表された後、当時の東西冷戦下
で、協力できるテーマがないかということで、国連の肝入り
で作られましたが、人口問題や CO2 の低減にも随分力を
入れています。権威がある RAINS（越境大気汚染の輸送
に関するシミュレーションモデル：Regional Acidification 
Information and Simulation）というモデルももっています
し、一つの成功例ですね。それから、中国もシステム科学
は強いのです。科学院にシステム科学研究所がありまして、
とても大きい。それと、複雑系研究所のメッカと言われる
サンタフェ研究所は、物理学者だけでなく経済学者や社会
学者もいます。日本には、システム科学の研究所はないで
すね。

小林　新幹線のような成功例が出るといいですね。あん
なに大きくなくてもいいと思うのですが。

木村　ほんとうにそう思います。私が今提案したいのは、
救援組織のシステム化、救助体制のハイテク化ですね。今
度の災害以来、日本の科学技術は国際的に評価を下げま
した。救助システムの普遍的なものを作って、他の国にこ
ういうふうにやればいいということを示せればと思います。

赤松　対応できるシステムを作っておけば、どれが機能
するかしないかということがわかります。システム化するこ
とによって、状況が変わったときに判断ができるはずです。
復興のプロセスをシステム的にやれるといいですね。

小林　システム科学技術とシンセシオロジーはかなり重
なっていると思っています。シンセシオロジーの論文を元
に議論した中で、スパイラルやフィードバックがとても重要
だというのが最近の私達の認識なのです。木村先生がおっ
しゃったように、初めからリジットに設計するだけではなく
て、システムでも回していくということが大切ですね。

木村　日本はいったん計画を立ててしまうと変えられま
せん。この欠点を補って時間的な進化を担保する必要があ
ります。

赤松　“課題研究”がキーワードだと思います。課題と
言うと与えられたものというように思いがちなのですが、そ
んなことはなくて、自発的に課題を捉える力があって、そ
れをシステムとしてブレークダウンして初めて解決できる。
構成学もシナリオを作る方法論を目指しているので、ねらっ
ているところはすごく近いと思います。

木村　システム科学技術、構成学が存在感をもつことが
これからの科学技術においては求められます。産総研にお
けるシンセシオロジーのウケはどうですか。

赤松　認知度はまだまだかもしれませんが、3 年前から
イノベーションスクールというポスドクの教育を始めて、シン
セシオロジーを教材にしています。ドクターを出たばかりの
若手研究者に、研究全体の流れを捉えて、どうやって研究
を構築していくか、そういう観点でものを見ることが大切だ
という話をすると、けっこう評判がいいのです。

木村　徐々に広がりつつあるということですね。JST の
中ではシステム科学技術に対する理解はまだまだで、シス
テムって研究になっているの？こんなものはやろうと思えば
だれでもきるんじゃないの、というような考えの人は多いで
す。ただ、第 4 期基本計画の中にシステム科学技術が振
興分野の対象に書かれましたので、何かがこれから起こっ
てくるだろうと思いますね。

小林　科学技術のあり方も、モデルベースでアナリシス
をきちんとして、シミュレーションをして、その上で貴重な
お金をつぎ込むというふうにしないといけませんね。システ
ム科学技術が広まることを期待しております。

この座談会は、2011 年 4 月 22 日に東京都千代田区にあ
る（独）科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター
において行われました。

略歴
木村 英紀（きむら ひでのり）

1970 年東京大学大学院工学系博士課程修了、工学博士。大阪
大学工学部教授、東京大学大学院工学系研究科教授、理化学研究
所生物制御システム研究チームリーダー等を経て、2007 年より理研
BSI-トヨタ連携センター長。横断型基幹科学技術研究団体連合監
事、科学技術振興機構研究開発戦略センター上席フェロー。IFAC、
IEEE フェロー、IEEE CSS より George Axelby Award、IFAC よ
りPaper Prize Award 等受賞多数。2011 年 IFAC（国際自動制御
連盟）より Giorgio Quazza メダル受賞。
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編集方針
シンセシオロジー編集委員会

本ジャーナルの目的
本ジャーナルは、個別要素的な技術や科学的知見をいか
に統合して、研究開発の成果を社会で使われる形にしてい
くか、という科学的知の統合に関する論文を掲載すること
を目的とする。この論文の執筆者としては、科学技術系の
研究者や技術者を想定しており、研究成果の社会導入を目
指した研究プロセスと成果を、科学技術の言葉で記述した
ものを論文とする。従来の学術ジャーナルにおいては、科
学的な知見や技術的な成果を事実（すなわち事実的知識）
として記載したものが学術論文であったが、このジャーナ
ルにおいては研究開発の成果を社会に活かすために何を行
なえば良いかについての知見（すなわち当為的知識）を記
載したものを論文とする。これをジャーナルの上で蓄積する
ことによって、研究開発を社会に活かすための方法論を確
立し、そしてその一般原理を明らかにすることを目指す。さ
らに、このジャーナルの読者が自分たちの研究開発を社会
に活かすための方法や指針を獲得することを期待する。

研究論文の記載内容について
研究論文の内容としては、社会に活かすことを目的として
進めて来た研究開発の成果とプロセスを記載するものとす
る。研究開発の目標が何であるか、そしてその目標が社会
的にどのような価値があるかを記述する（次ページに記載
した執筆要件の項目1および 2）。そして、目標を達成する
ために必要となる要素技術をどのように選定し、統合しよ
うと考えたか、またある社会問題を解決するためには、ど
のような新しい要素技術が必要であり、それをどのように
選定・統合しようとしたか、そのプロセス（これをシナリオ
と呼ぶ）を詳述する（項目3）。このとき、実際の研究に携
わったものでなければ分からない内容であることを期待す
る。すなわち、結果としての要素技術の組合せの記載をす
るのではなく、どのような理由によって要素技術を選定した
のか、どのような理由で新しい方法を導入したのか、につ
いて論理的に記述されているものとする（項目4）。例えば、
社会導入のためには実験室的製造方法では対応できない
ため、社会の要請は精度向上よりも適用範囲の広さにある
ため、また現状の社会制度上の制約があるため、などの
理由を記載する。この時、個別の要素技術の内容の学術
的詳細は既に発表済みの論文を引用する形として、重要な
ポイントを記載するだけで良いものとする。そして、これら
の要素技術は互いにどのような関係にあり、それらを統合

するプロセスにおいて解決すべき問題は何であったか、そ
してどのようにそれを解決していったか、などを記載する（項
目5）。さらに、これらの研究開発の結果として得られた成
果により目標にどれだけ近づけたか、またやり残したこと
は何であるかを記載するものとする（項目6）。

対象とする研究開発について
本ジャーナルでは研究開発の成果を社会に活かすための
方法論の獲得を目指すことから、特定の分野の研究開発
に限定することはしない。むしろ幅広い分野の科学技術の
論文の集積をすることによって、分野に関わらない一般原
理を導き出すことを狙いとしている。したがって、専門外の
研究者にも内容が理解できるように記述することが必要で
あるとともに、その専門分野の研究者に対しても学術論文
としての価値を示す内容でなければならない。
論文となる研究開発としては、その成果が既に社会に導
入されたものに限定することなく、社会に活かすことを念頭
において実施している研究開発も対象とする。また、既に
社会に導入されているものの場合、ビジネス的に成功して
いるものである必要はないが、単に製品化した過程を記述
するのではなく、社会への導入を考慮してどのように技術を
統合していったのか、その研究プロセスを記載するものと
する。

査読について
本ジャーナルにおいても、これまでの学術ジャーナルと
同様に査読プロセスを設ける。しかし、本ジャーナルの査
読はこれまでの学術雑誌の査読方法とは異なる。これまで
の学術ジャーナルでは事実の正しさや結果の再現性など記
載内容の事実性についての観点が重要視されているのに対
して、本ジャーナルでは要素技術の組合せの論理性や、要
素技術の選択における基準の明確さ、またその有効性や
妥当性を重要視する（次ページに査読基準を記載）。
一般に学術ジャーナルに掲載されている論文の質は査読
の項目や採録基準によって決まる。本ジャーナルの査読に
おいては、研究開発の成果を社会に活かすために必要な
プロセスや考え方が過不足なく書かれているかを評価する。
換言すれば、研究開発の成果を社会に活かすためのプロ
セスを知るために必要なことが書かれているかを見るのが
査読者の役割であり、論文の読者の代弁者として読者の知
りたいことの記載の有無を判定するものとする。
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通常の学術ジャーナルでは、公平性を保証するという理
由により、査読者は匿名であり、また査読プロセスは秘匿
される。確立された学術ジャーナルにおいては、その質を
維持するために公平性は重要であると考えられているから
である。しかし、科学者集団によって確立されてきた事実
的知識を記載する論文形式に対して、なすべきことは何で
あるかという当為的知識を記載する論文のあり方について
は、論文に記載すべき内容、書き方、またその基準などを
模索していかなければならない。そのためには査読プロセ
スを秘匿するのではなく、公開していく方法をとる。すなわ
ち、査読者とのやり取り中で、論文の内容に関して重要な
議論については、そのやり取りを掲載することにする。さ
らには、論文の本文には記載できなかった著者の考えなど
も、査読者とのやり取りを通して公開する。このように査読
プロセスに透明性を持たせ、どのような査読プロセスを経
て掲載に至ったかを開示することで、ジャーナルの質を担
保する。また同時に、査読プロセスを開示することによって、
投稿者がこのジャーナルの論文を執筆するときの注意点を
理解する助けとする。なお、本ジャーナルのように新しい
論文形式を確立するためには、著者と査読者との共同作業
によって論文を完成さていく必要があり、掲載された論文
は著者と査読者の共同作業の結果ともいえることから、査
読者氏名も公表する。

参考文献について

前述したように、本ジャーナルの論文においては、個別
の要素技術については他の学術ジャーナルで公表済みの論
文を引用するものとする。また、統合的な組合せを行う要
素技術について、それぞれの要素技術の利点欠点につい
て記載されている論文なども参考文献となる。さらに、本
ジャーナルの発行が蓄積されてきたのちには、本ジャーナ
ルの掲載論文の中から、要素技術の選択の考え方や問題
点の捉え方が類似していると思われる論文を引用すること
を推奨する。これによって、方法論の一般原理の構築に寄
与することになる。

掲載記事の種類について
巻頭言などの総論、研究論文、そして論説などから本
ジャーナルは構成される。巻頭言などの総論については原
則的には編集委員会からの依頼とする。研究論文は、研
究実施者自身が行った社会に活かすための研究開発の内
容とプロセスを記載したもので、上記の査読プロセスを経
て掲載とする。論説は、科学技術の研究開発のなかで社
会に活かすことを目指したものを概説するなど、内容を限
定することなく研究開発の成果を社会に活かすために有益
な知識となる内容であれば良い。総論や論説は編集委員
会が、内容が本ジャーナルに適しているか確認した上で掲
載の可否を判断し、査読は行わない。研究論文および論
説は、国内外からの投稿を受け付ける。なお、原稿につい
ては日本語、英語いずれも可とする。

執筆要件と査読基準

1

6

5

4

3

2

研究目標
研究目標（「製品」、あるいは研究者の夢）を設定し、記述
する。

研究目標が明確に記述されていること。

研究目標と社会との
つながり

研究目標と社会との関係、すなわち社会的価値を記述する。
研究目標と社会との関係が合理的に記述さ
れていること。

要素の選択

研究目標を実現するために選択した要素技術（群）を記述
する。
また、それらの要素技術（群）を選択した理由を記述する。

道筋（シナリオ・仮説）が合理的に記述さ
れていること。シナリオ

研究目標を実現するための道筋（シナリオ・仮説）を科学
技術の言葉で記述する。

要素技術（群）が明確に記述されていること。
要素技術（群）の選択の理由が合理的に記
述されていること。

結果の評価と将来の
展開

研究目標の達成の度合いを自己評価する。
本研究をベースとして将来の研究展開を示唆する。

研究目標の達成の度合いと将来の研究展開
が客観的、合理的に記述されていること。

要素間の関係と統合
選択した要素が相互にどう関係しているか、またそれらの
要素をどのように構成・統合して研究目標を実現していっ
たかを科学技術の言葉で記述する。

要素間の関係と統合が科学技術の言葉で合
理的に記述されていること。

7 オリジナリティ 既刊の他研究論文と同じ内容の記述をしない。
既刊の他研究論文と同じ内容の記述がない
こと。

執筆要件 査読基準項目
（2008.01）
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1　投稿記事
原則として、研究論文または論説の投稿、および読者

フォーラムへの原稿を受け付ける。なお、原稿の受付後、
編集委員会の判断により査読者と著者とで、査読票の交換
とは別に、直接面談（電話を含む）で意見交換を行う場
合がある。
2　投稿資格

投稿原稿の著者は、本ジャーナルの編集方針にかなう内
容が記載されていれば、所属機関による制限並びに科学
技術の特定分野による制限も行わない。ただし、オーサー
シップについて記載があること（著者全員が、本論文につ
いてそれぞれ本質的な寄与をしていることを明記している
こと）。
3　原稿の書き方
3.1　一般事項
3.1.1 投稿原稿は日本語あるいは英語で受け付ける。査
読により掲載可となった論文または記事はSynthesiology
（ISSN1882-6229）に掲載されるとともに、このオリジナル
版の約4ヶ月後に発行される予定の英語版のSynthesiology 
- English edition（ISSN1883-0978）にも掲載される。この
とき、原稿が英語の場合にはオリジナル版と同一のものを
英語版に掲載するが、日本語で書かれている場合には、著
者はオリジナル版の発行後2ヶ月以内に英語翻訳原稿を提
出すること。
3.1.2 研究論文については、下記の研究論文の構成および
書式にしたがうものとし、論説については、構成・書式は
研究論文に準拠するものとするが、サブタイトルおよび要約
はなくても良い。読者フォーラムへの原稿は、シンセシオロ
ジーに掲載された記事に対する意見や感想また読者への有
益な情報提供などとし、1,200文字以内で自由書式とする。
論説および読者フォーラムへの原稿については、編集委員
会で内容を検討の上で掲載を決定する。
3.1.3 研究論文は、原著（新たな著作）に限る。
3.1.4 研究倫理に関わる各種ガイドラインを遵守すること。
3.2　原稿の構成
3.2.1 タイトル（含サブタイトル）、要旨、著者名、所属・連絡
先、本文、キーワード（5つ程度）とする。
3.2.2 タイトル、要旨、著者名、キーワード、所属・連絡先に
ついては日本語および英語で記載する。
3.2.3 原稿等はワープロ等を用いて作成し、A4判縦長の用
紙に印字する。図・表・写真を含め、原則として刷り上り6頁
程度とする。

3.2.4 研究論文または論説の場合には表紙を付け、表紙に
は記事の種類（研究論文か論説）を明記する。
3.2.5 タイトルは和文で10～20文字（英文では5～10ワー
ド）前後とし、広い読者層に理解可能なものとする。研究
論文には和文で15～25文字（英文では7～15ワード）前後
のサブタイトルを付け、専門家の理解を助けるものとする。
3.2.6 要約には、社会への導入のためのシナリオ、構成した
技術要素とそれを選択した理由などの構成方法の考え方も
記載する。
3.2.7 和文要約は300文字以内とし、英文要約（125ワード
程度）は和文要約の内容とする。英語論文の場合には、和
文要約は省略することができる。
3.2.8 本文は、和文の場合は9,000文字程度とし、英文の場
合は刷上りで同程度（3,400ワード程度）とする。
3.2.9 掲載記事には著者全員の執筆者履歴（各自200文字
程度。英文の場合は75ワード程度。）及びその後に、本質的
な寄与が何であったかを記載する。なお、その際本質的な
寄与をした他の人が抜けていないかも確認のこと。
3.2.10 研究論文における査読者との議論は査読者名を公開し
て行い、査読プロセスで行われた主な論点について3,000文
字程度（2ページ以内）で編集委員会が編集して掲載する。
3.2.11 原稿中に他から転載している図表等や、他の論文等
からの引用がある場合には、執筆者が予め使用許可をとっ
たうえで転載許可等の明示や、参考文献リスト中へ引用元
の記載等、適切な措置を行う。なお、使用許可書のコピーを
1部事務局まで提出すること。また、直接的な引用の場合に
は引用部分を本文中に記載する。
3.3　書式
3.3.1見出しは、大見出しである「章」が1、2、3、･･･、中見出
しである「節」が1.1、1.2、1.3･･･、小見出しである「項」が
1.1.1、1.1.2、1.1.3･･･とする。
3.3.2 和文原稿の場合には以下のようにする。本文は「で
ある調」で記述し、章の表題に通し番号をつける。段落の
書き出しは1字あけ、句読点は「。」および「、」を使う。アル
ファベット・数字・記号は半角とする。また年号は西暦で表
記する。
3.3.3 図・表・写真についてはそれぞれ通し番号をつけ、適
切な表題・説明文（20～40文字程度。英文の場合は10～20
ワード程度。）を記載のうえ、本文中における挿入位置を記
入する。
3.3.4 図についてはそのまま印刷できる鮮明な原図、または
画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以上）を提出する。原則

投稿規定
シンセシオロジー編集委員会

制定　2007 年 12 月 26 日
改正　2008 年  6 月18 日
改正　2008 年 10 月24 日
改正　2009 年  3 月 23 日
改正　2010 年  8 月 5 日
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は刷り上りで左右15 cm以下、白黒印刷とする。
3.3.5 写真については鮮明なプリント版（カラー可）または
画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以上）で提出する。ファ
イルタイプ（tiff,jpeg,pdfなど）を明記する。原則は左右7.2 
cmの白黒印刷とする。 
3.3.6 参考文献リストは論文中の参照順に記載する。
雑誌：［番号］著者名：表題，雑誌名（イタリック），巻（号），
開始ページ−終了ページ（発行年）．
書籍（単著または共著）：［番号］著者名：書名（イタリック），
開始ページ−終了ページ，発行所，出版地（発行年）．
4　原稿の提出

原稿の提出は紙媒体で 1 部および原稿提出チェックシー
トも含め電子媒体も下記宛に提出する。
〒305-8568
茨城県つくば市梅園1-1-1　つくば中央第2
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

　シンセシオロジー編集委員会事務局
なお、投稿原稿は原則として返却しない。

5　著者校正
著者校正は 1 回行うこととする。この際、印刷上の誤り

以外の修正・訂正は原則として認められない。
6　内容の責任

掲載記事の内容の責任は著者にあるものとする。
7　著作権

本ジャーナルに掲載された全ての記事の著作権は産業
技術総合研究所に帰属する。
問い合わせ先：
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

シンセシオロジー編集委員会事務局
電話：029-862-6217、ファックス：029-862-6212
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MESSAGES FROM THE EDITORIAL BOARD

There has been a wide gap between science and society.  The last three hundred years of 
the history of modern science indicates to us that many research results disappeared or 
took a long time to become useful to society. Due to the difficulties of bridging this gap, 
it has been recently called the valley of death or the nightmare stage (Note 1).  Rather than 
passively waiting, therefore, researchers and engineers who understand the potential of the 
research should be active.

To bridge the gap, technology integration (i.e. Type 2 Basic Research − Note 2) of scientific findings for 
utilizing them in society, in addition to analytical research, has been one of the wheels 
of progress (i.e. Full Research − Note 3).  Traditional journals, have been collecting much analytical 
type knowledge that is factual knowledge and establishing many scientific disciplines (i.e. 

Type 1 Basic Research − Note 4).  Technology integration research activities, on the other hand, have 
been kept as personal know-how.  They have not been formalized as universal knowledge 
of what ought to be done. 

As there must be common theories, principles, and practices in the methodologies of tech-
nology integration, we regard it as basic research.  This is the reason why we have decided 
to publish “Synthesiology”, a new academic journal.  Synthesiology is a coined word com-
bining “synthesis” and “ology”.  Synthesis which has its origin in Greek means integra-
tion.  Ology is a suffix attached to scientific disciplines.

Each paper in this journal will present scenarios selected for their societal value, identify 
elemental knowledge and/or technologies to be integrated, and describe the procedures 
and processes to achieve this goal.  Through the publishing of papers in this journal, re-
searchers and engineers can enhance the transformation of scientific outputs into the soci-
etal prosperity and make technical contributions to sustainable development.  Efforts such 
as this will serve to increase the significance of research activities to society.

We look forward to your active contributions of papers on technology integration to the 
journal.

“Synthesiology” Editorial Board 
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The period was named “nightmare stage” by Hiroyuki Yoshikawa, President of AIST, and historical 
scientist Joseph Hatvany.  The “valley of death” was by Vernon Ehlers in 1998 when he was Vice 
Chairman of US Congress, Science and Technology Committee.  Lewis Branscomb, Professor emeritus of 
Harvard University, called this gap as “Darwinian sea” where natural selection takes place.

Type 2 Basic Research 
This is a research type where various known and new knowledge is combined and integrated in order to 
achieve the specific goal that has social value. It also includes research activities that develop common 
theories or principles in technology integration.

Full Research  
This is a research type where the theme is placed within the scenario toward the future society, and where 
framework is developed in which researchers from wide range of research fields can participate in studying 
actual issues.  This research is done continuously and concurrently from Type 1 Basic Research (Note 4) to 
Product Realization Research (Note 5), centered by Type 2 Basic Research (Note 2).

Type 1 Basic Research
This is an analytical research type where unknown phenomena are analyzed, by observation, 
experimentation, and theoretical calculation, to establish universal principles and theories. 

Product Realization Research
This is a research where the results and knowledge from Type 1 Basic Research and Type 2 Basic Research 
are applied to embody use of a new technology in the society.

Note 1 

Note 2

Note 3

Note 4

Note 5

Edited by Synthesiology Editorial Board
Published by National Institute of Advanced Industrial Science and Technology (AIST)
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Editorial Policy

Synthesiology Editorial Board 

Objective of the journal

The objective of Synthesiology is to publish papers that 
address the integration of scientific knowledge or how to 
combine individual elemental technologies and scientific 
findings to enable the utilization in society of research 
and development efforts. The authors of the papers are 
researchers and engineers, and the papers are documents 
that describe, using “scientific words”, the process and the 
product of research which tries to introduce the results of 
research to society. In conventional academic journals, 
papers describe scientific findings and technological results 
as facts (i.e. factual knowledge), but in Synthesiology, papers 
are the description of “the knowledge of what ought to be 
done” to make use of the findings and results for society. 
Our aim is to establish methodology for utilizing scientific 
research result and to seek general principles for this activity 
by accumulating this knowledge in a journal form. Also, we 
hope that the readers of Synthesiology will obtain ways and 
directions to transfer their research results to society.

Content of paper

The content of the research paper should be the description of 
the result and the process of research and development aimed 
to be delivered to society. The paper should state the goal 
of research, and what values the goal will create for society 
(Items 1 and 2, described in the Table). Then, the process 
(the scenario) of how to select the elemental technologies, 
necessary to achieve the goal, how to integrate them, should 
be described. There should also be a description of what 
new elemental technologies are required to solve a certain 
social issue, and how these technologies are selected and 
integrated (Item 3). We expect that the contents will reveal 
specific knowledge only available to researchers actually 
involved in the research. That is, rather than describing the 
combination of elemental technologies as consequences, the 
description should include the reasons why the elemental 
technologies are selected, and the reasons why new methods 
are introduced (Item 4). For example, the reasons may be: 
because the manufacturing method in the laboratory was 
insufficient for industrial application; applicability was not 
broad enough to stimulate sufficient user demand rather than 
improved accuracy; or because there are limits due to current 
regulations. The academic details of the individual elemental 
technology should be provided by citing published papers, 
and only the important points can be described. There 
should be description of how these elemental technologies 

are related to each other, what are the problems that must 
be resolved in the integration process, and how they are 
solved (Item 5). Finally, there should be descriptions of how 
closely the goals are achieved by the products and the results 
obtained in research and development, and what subjects are 
left to be accomplished in the future (Item 6).

Subject of research and development

Since the journal aims to seek methodology for utilizing 
the products of research and development, there are no 
limitations on the field of research and development. Rather, 
the aim is to discover general principles regardless of field, 
by gathering papers on wide-ranging fields of science and 
technology. Therefore, it is necessary for authors to offer 
description that can be understood by researchers who are 
not specialists, but the content should be of sufficient quality 
that is acceptable to fellow researchers.

Research and development are not limited to those areas 
for which the products have already been introduced into 
society, but research and development conducted for the 
purpose of future delivery to society should also be included. 

For innovations that have been introduced to society, 
commercial success is not a requirement. Notwithstanding 
there should be descriptions of the process of how the 
technologies are integrated taking into account the 
introduction to society, rather than describing merely the 
practical realization process.

Peer review

There shall be a peer review process for Synthesiology, as in 
other conventional academic journals. However, peer review 
process of Synthesiology is different from other journals. 
While conventional academic journals emphasize evidential 
matters such as correctness of proof or the reproducibility of 
results, this journal emphasizes the rationality of integration 
of elemental technologies, the clarity of criteria for selecting 
elemental technologies, and overall efficacy and adequacy 
(peer review criteria is described in the Table).

In general, the quality of papers published in academic 
journals is determined by a peer review process. The peer 
review of this journal evaluates whether the process and 
rationale necessary for introducing the product of research 
and development to society are described sufficiently well . 
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Required items and peer review criteria (January 2008)

Item Requirement Peer Review Criteria

Research goal Describe research goal (“product” or researcher's vision). Research goal is described clearly.

Relationship of research 
goal and the society

Describe relationship of research goal and the society, or its value 
for the society.

Relationship of research goal and the society 
is rationally described.

Selection of elemental 
technology(ies)

Describe the elemental technology(ies) selected to achieve the 
research goal. Also describe why the particular elemental 
technology(ies) was/were selected.

Scenario or hypothesis is rationally described.Scenario Describe the scenario or hypothesis to achieve research goal with 
“scientific words” .

Elemental technology(ies) is/are clearly 
described. Reason for selecting the elemental 
technology(ies) is rationally described.

Evaluation of result and 
future development

Provide self-evaluation on the degree of achievement of research 
goal. Indicate future research development based on the presented 
research.

Degree of achievement of research goal and 
future research direction are objectively and 
rationally described.

Relationship and 
integration of elemental 
technologies

Describe how the selected elemental technologies are related to 
each other, and how the research goal was achieved by composing 
and integrating the elements, with “scientific words” .

Mutual relationship and integration of 
elemental technologies are rationally 
described with “scientific words” .

Originality Do not describe the same content published previously in other 
research papers.

There is no description of the same content 
published in other research papers.7

1

2

3

4

5

6

In other words, the role of the peer reviewers is to see whether 
the facts necessary to be known to understand the process of 
introducing the research finding to society are written out; 
peer reviewers will judge the adequacy of the description of 
what readers want to know as reader representatives.

In ordinary academic journals, peer reviewers are anonymous 
for reasons of fairness and the process is kept secret. That 
is because fairness is considered important in maintaining 
the quality in established academic journals that describe 
factual  knowledge. On the other hand, the format, content, 
manner of text, and criteria have not been established for 
papers that describe the knowledge of “what ought to be 
done.” Therefore, the peer review process for this journal will 
not be kept secret but will be open. Important discussions 
pertaining to the content of a paper, may arise in the process 
of exchanges with the peer reviewers and they will also be 
published. Moreover, the vision or desires of the author that 
cannot be included in the main text will be presented in the 
exchanges. The quality of the journal will be guaranteed by 
making the peer review process transparent and by disclosing 
the review process that leads to publication. 

Disclosure of the peer review process is expected to indicate 
what points authors should focus upon when they contribute 
to this journal. The names of peer reviewers will be 
published since the papers are completed by the joint effort 
of the authors and reviewers in the establishment of the new 
paper format for Synthesiology.

References

As mentioned before, the description of individual elemental 
technology should be presented as citation of papers 
published in other academic journals. Also, for elemental 
technologies that are comprehensively combined, papers that 
describe advantages and disadvantages of each elemental 
technology can be used as references. After many papers are 
accumulated through this journal, authors are recommended 
to cite papers published in this journal that present similar 
procedure about the selection of elemental technologies 
and the introduction to society. This will contribute in 
establishing a general principle of methodology.

Types of articles published

Synthesiology should be composed of general overviews 
such as opening statements, research papers, and editorials. 
The Editorial Board, in principle, should commission 
overviews. Research papers are description of content and 
the process of research and development conducted by the 
researchers themselves, and will be published after the peer 
review process is complete. Editorials are expository articles 
for science and technology that aim to increase utilization by 
society, and can be any content that will be useful to readers 
of Synthesiology. Overviews and editorials will be examined 
by the Editorial Board as to whether their content is suitable 
for the journal. Entries of research papers and editorials 
are accepted from Japan and overseas. Manuscripts may be 
written in Japanese or English.
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Instructions for Authors
“Synthesiology” Editorial Board
Established December 26, 2007

Revised June 18, 2008
Revised October 24, 2008

Revised March 23, 2009
Revised August 5, 2010

1 Types of contributions
Research papers or editorials and manuscripts to 
the “Readers’ Forum” should be submitted to the 
Editorial Board. After receiving the manuscript, if 
the editorial board judges it necessary, the reviewers 
may give an interview to the author(s) in person or by 
phone to clarify points in addition to the exchange of 
the reviewers’reports.

2 Qualification of contributors
There are no limitations regarding author affiliation 
or discipline as long as the content of the submitted 
article meets the editorial policy of Synthesiology, 
except authorship should be clearly stated.  (It should 
be clearly stated that all authors have made essential 
contributions to the paper.)

3 Manuscripts
3.1 General
3.1.1 Articles may be submitted in Japanese or 
English.
Accepted articles will be published in Synthesiology 
(ISSN 1882-6229) in the language they were 
submitted.  All articles will also be published in 
Synthesiology - English edition (ISSN 1883-0978). 
The English edition will be distributed throughout 
the world approximately four months after the 
original Synthesiology issue is published. Articles 
written in English will be published in English 
in both the original Synthesiology as well as the 
English edition. Authors who write articles for 
Synthesiology in Japanese will be asked to provide 
English translations for the English edition of the 
journal within 2 months after the original edition is 
published.
3.1.2 Research papers should comply with the 
structure and format stated below, and editorials 
should also comply with the same structure and 
format except subtitles and abstracts are unnecessary.  
Manuscripts for “Readers’ Forum” shall be comments 
on or impressions of articles in Synthesiology, or 
beneficial information for the readers, and should be 
written in a free style of no more than 1,200 words.  
Editorials and manuscripts for “Readers’ Forum” 

will be reviewed by the Editorial Board prior to being 
approved for publication.
3.1.3 Research papers should only be original papers 
(new literary work).
3.1.4 Research papers should comply with various 
guidelines of research ethics.
3.2 Structure
3.2.1 The manuscript should include a title (including 
subtitle), abstract, the name(s) of author(s), institution/
contact, main text, and keywords (about 5 words).
3.2.2 Title, abstract, name of author(s), keywords, and 
institution/contact shall be provided in Japanese and 
English.
3.2.3 The manuscript shall be prepared using word 
processors or similar devices, and printed on A4-size 
portrait (vertical) sheets of paper. The length of the 
manuscript shall be, about 6 printed pages including 
figures, tables, and photographs.
3.2.4 Research papers and editorials shall have front 
covers and the category of the articles (research 
paper or editorial) shall be stated clearly on the cover 
sheets.
3.2.5 The title should be about 10-20 Japanese 
characters (5-10 English words), and readily 
understandable for a diverse readership background. 
Research papers shall have subtitles of about 15-
25 Japanese characters (7-15 English words) to help 
recognition by specialists.
3.2.6 The abstract should include the thoughts behind 
the integration of technological elements and the 
reason for their selection as well as the scenario for 
utilizing the research results in society.
3.2.7 The abstract should be 300 Japanese characters 
or less (125 English words). The Japanese abstract 
may be omitted in the English edition.
3.2.8 The main text should be about 9,000 Japanese 
characters (3,400 English words).
3.2.9 The article submitted should be accompanied 
by profiles of all authors, of about 200 Japanese 
characters (75 English words) for each author. The 
essential contribution of each author to the paper 
should also be included.  Confirm that all persons 
who have made essential contributions to the paper 
are included.
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of journal (italic), Volume(Issue), Starting page-
Ending page (Year of publication).
Book – [No.] Author(s): Title of book (italic), 
Starting page-Ending page, Publisher, Place of 
Publication (Year of publication).

4 Submission
One printed copy or electronic file of manuscript 
with a checklist attached should be submitted to the 
following address:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tsukuba Central 2 , 1-1-1 Umezono, Tsukuba 
305-8568
E-mail: synthesiology@m.aist.go.jp

The submitted article will not be returned.

5 Proofreading
Proofreading by author(s) of articles after typesetting 
is complete will be done once. In principle, only  
correction of printing errors are allowed in the 
proofreading stage.

6 Responsibility
The author(s) will be solely responsible for the 
content of the contributed article.

7 Copyright
T he copy r ig ht  of  t he  a r t icle s  publ i shed  i n 
“Synthesiology” and “Synthesiology English edition” 
shall belong to the National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST).
 
Inquiries:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
E-mail: 

3.2.10 Discussion with reviewers regarding the 
research paper content shall be done openly with 
names of reviewers disclosed, and the Editorial Board 
will edit the highlights of the review process to about 
3,000 Japanese characters (1,200 English words) or a 
maximum of 2 pages. The edited discussion will be 
attached to the main body of the paper as 
part of the article.
3.2.11 If there are reprinted f igures, graphs or 
citations from other papers, prior permission for 
citation must be obtained and should be clearly stated 
in the paper, and the sources should be listed in 
the reference list.  A copy of the permission should 
be sent to the Publishing Secretariat. All verbatim 
quotations should be placed in quotation marks or 
marked clearly within the paper. 
3.3 Format
3.3.1 The headings for chapters should be 1, 2, 3…, 
for subchapters, 1.1, 1.2, 1.3…, for sections, 1.1.1, 
1.1.2, 1.1.3.
3.3.2 The text should be in formal style. The chapters, 
subchapters, and sections should be enumerated. 
There should be one l ine space before each 
paragraph.
3.3.3 Figures, tables, and photographs should be 
enumerated. They should each have a title and an 
explanation (about 20-40 Japanese characters or 10-
20 English words), and their positions in the text 
should be clearly indicated.
3.3.4 For figures, clear originals that can be used for 
printing or image files (resolution 350 dpi or higher) 
should be submitted. In principle, the final print will 
be 15 cm x 15 cm or smaller, in black and white.
3.3.5 For photographs, clear prints (color accepted) 
or image files should be submitted. Image files 
should specify file types: tiff, jpeg, pdf, etc. explicitly 
(resolution 350 dpi or higher) . In principle, the final 
print will be 7.2 cm x 7.2 cm or smaller, in black and 
white.
3.3.6 References should be listed in order of citation 
in the main text.

Journal – [No.] Author(s): Title of article, Title 
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既存対象の全体から部分知を抽出するAnaｌysisと、部分知から
新奇対象の全体を構成するSynthesisには本質的差異があります。

この号の各論文はいずれも興味深いものです。対象とされたの
は、空調システム、浄水システム、自動車用ナビゲーション、電子
顕微鏡、サービスであり、すべて新たな人工物の創出を扱ってい
ます。既知の構成要素の統合を実践するコンソーシアムや共同研
究について、あるいは、必要な構成要素の新規開発について述
べたものです。

ところで、何故人工物を創出するかと言えば、それがなんらか
の価値を生み出すと期待されるからです。構成された人工物は、
環境との相互作用で機能を発現します。しかし、優れた機能性
が、自明的に価値の増大をもたらすわけではありません。環境で
作動し機能を発現し、市場で取引され、人の主観的効用を満たし、
社会的価値を増大しなければ、単に人工的なモノでしかなく、価
値を生み出すことにはなりません。そして価値には、市場普及だ
けでなく、社会受容、文化波及という内容があります。いずれも、
価値は“広がり”の本質をもつという意味で社会的です。そっと秘匿
されるのは宝物であっても、価値ではないからです。それ故、社
会的価値は、機能最大化とコスト最小化だけで論じることはできま
せん。

この点から、論文「自動車用ナビゲーションの総合的開発」では、
社会受容のための国際標準化に向けた筆者らの体験が詳細に述

べられ、得られる知見の多い貴重な論文です。また、論文「人の
認知行動を知って製品やサービスを設計する」における、複雑な
開放系である実世界における価値創成には人工物と人の相互作
用が不可欠であり、その認識を通じて社会に受容されるという主
張は、重要です。

木村英紀教授を交えた座談会「システム科学技術の研究開発」
ではいくつかの重要な論点が示されていますが、その中で吉川弘
之産総研最高顧問の「社会的期待」にも言及があります。「社会
的期待の発見」は、観察者によるアナリシスなのか、あるいは行動
主体の参入によるシンセシスなのか、シンセオロジーの今後のテー
マでもあると思います。

最後に、シンセオロジーで扱われる論文のポジショニングに触
れたいと思います。Analysis（解析）には、方法としての分析と
目的としての解明の意味があり、Synthesis（構成）には、方法
としての統合と目的としての創成の意味があります。したがって、
Analysis by Analysis、Analysis by Synthesis、Synthesis 
by Analysis、Synthesis by Synthesisの四つのカテゴリーがで
きます。本誌に投稿される各論文が、いずれのカテゴリーにポジショ
ニングされるかを明示した上で論理展開すれば、論文の主張がよ
り明確となると思われます。

（編集委員 上田 完次）
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